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学則の改正が生じた場合、掲示によりお知らせします。
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学 習 院 学 則 総 記

昭和 28 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 平成 13 年 5 月 29 日

　本院はすべて社会的地位や身分にかかわりなく広く男女学生を教育することを本旨として、教育基
本法及び学校教育法に基づいて次の諸学校の学則の定めるところによつてこれらの男女に幼児の保育
から大学教育に至る一貫した教養を与え、高潔な人格、確乎とした識見並びに近代人にふさわしい健
全で豊かな思想感情を培い、これによつて人類と祖国とに奉仕する人材を育成することを目的とする。

学 習 院 幼 稚 園
学 習 院 初 等 科
学 習 院 女 子 中 等 科
学 習 院 中 等 科
学 習 院 女 子 高 等 科
学 習 院 高 等 科
学 習 院 女 子 大 学
学 習 院 大 学

　　　附　則
　この学則総記は、平成13年 5 月29日から施行する。
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学 習 院 大 学 大 学 院 学 則

昭和 28 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 昭和 30 年 4 月 1 日 	 昭和 32 年 4 月 1 日
	 昭和 36 年 4 月 1 日 	 昭和 40 年 4 月 1 日
	 昭和 42 年 4 月 1 日 	 昭和 43 年 4 月 1 日
	 昭和 44 年 4 月 1 日 	 昭和 47 年 4 月 1 日
	 昭和 48 年 4 月 1 日 	 昭和 49 年 4 月 1 日
	 昭和 52 年 4 月 1 日 	 昭和 53 年 4 月 1 日
	 昭和 54 年 4 月 1 日 	 昭和 55 年 4 月 1 日
	 昭和 55 年 5 月 28 日 	 昭和 55 年 10 月 29 日
	 昭和 56 年 4 月 1 日 	 昭和 56 年 11 月 6 日
	 昭和 57 年 4 月 1 日 	 昭和 57 年 10 月 29 日
	 昭和 58 年 4 月 1 日 	 昭和 59 年 4 月 1 日
	 昭和 60 年 4 月 1 日 	 昭和 60 年 5 月 27 日
	 昭和 60 年 10 月 31 日 	 昭和 61 年 4 月 1 日
	 昭和 62 年 4 月 1 日 	 昭和 63 年 4 月 1 日
	 平成 元 年 4 月 1 日 	 平成 元 年 6 月 1 日
	 平成 元 年 10 月 27 日 	 平成 2 年 4 月 1 日
	 平成 3 年 4 月 1 日 	 平成 3 年 10 月 30 日
	 平成 4 年 4 月 1 日 	 平成 4 年 10 月 30 日
	 平成 5 年 4 月 1 日 	 平成 5 年 10 月 29 日
	 平成 6 年 3 月 28 日 	 平成 6 年 4 月 1 日
	 平成 6 年 7 月 14 日 	 平成 7 年 4 月 1 日
	 平成 8 年 4 月 1 日 	 平成 9 年 4 月 1 日
	 平成 9 年 6 月 1 日 	 平成 10 年 4 月 1 日
	 平成 11 年 4 月 1 日 	 平成 12 年 4 月 1 日
	 平成 13 年 4 月 1 日 	 平成 14 年 4 月 1 日
	 平成 15 年 4 月 1 日 	 平成 16 年 4 月 1 日
	 平成 17 年 4 月 1 日 	 平成 18 年 4 月 1 日
	 平成 19 年 4 月 1 日 	 平成 20 年 4 月 1 日
	 平成 21 年 4 月 1 日 	 平成 22 年 4 月 1 日
	 平成 23 年 4 月 1 日 	 平成 24 年 4 月 1 日
	 平成 25 年 4 月 1 日 	 平成 26 年 4 月 1 日
	 平成 27 年 4 月 1 日 	 平成 28 年 4 月 1 日
	 平成 29 年 4 月 1 日 	 平成 30 年 4 月 1 日



8

第 1章　総　　則
第 1条　本大学院は学部の教育の基礎の上に、高度
にして専門的な学術の理論及び応用を教授研究し、
文化の進展と人類の福祉に寄与することを目的と
する。

第 2条　本大学院に博士課程を置く。
第 3条　博士課程の修業年限は標準 ５年とし、これを
前期 ２年の課程及び後期 ３年の課程に区分する。
2　本学則において、前項の前期 2年の課程は博士前
期課程といい、後期 3年の課程は博士後期課程と
いう。
3　博士前期課程は、これを修士課程として取り扱う
ものとする。

第 2章　研究科の組織、教育研究上の目的
	 及び学生定員	
第 4条　本大学院に次の研究科を置く。
　法 学 研 究 科
　政治学研究科
　経済学研究科
　経営学研究科
　人文科学研究科
　自然科学研究科
第 5条　本大学院各研究科の教育研究上の目的は次の
とおりとする。
一　法学研究科（博士前期課程・博士後期課程）は、
法律学に関する高度な専門知識と幅広い素養を備
え、自立して研究活動を遂行する能力を有する人
材及び高度な法律知識を修得し、実務で活躍する
職業人を養成することを目的とする。
二　政治学研究科（博士前期課程）は、政策課題の
発見及び政策立案などに関する高度な専門知識と
実務能力を有する人材の養成を目的とする。
三　政治学研究科（博士後期課程）は、政治学の研
究者及びその高度な専門知識を必須とする職業分
野で活躍できる人材の養成を目的とする。
四　経済学研究科（博士前期・後期課程）は、経済
学の高度な専門性を有する有為の研究者及び高度
専門職業人を養成することを目的とする。
五　経営学研究科（博士前期・後期課程）は、経営
学の研究者及びその高度な専門知識を必須とする
職業分野で活躍できる人材の養成を目的とする。
六　人文科学研究科（博士前期課程）は、各専攻分

野における専門的な調査研究能力と方法論を身に
つけさせるとともに、広い視野に立って現代の課
題と向き合い学問的に対応することのできる能力
を高めることによって、高度な専門性を要する職
業に必要な人材を養成することを目的とする。
七　人文科学研究科（博士後期課程）は、各専攻分
野において自立した専門的研究活動を独自に遂行
する能力を涵養するとともに、当該分野の研究と
教育において先端的で創造的な活動をしていく能
力と、その基礎となる広い視野を持った学識を身
につけた人材を養成することを目的とする。
八　自然科学研究科（博士前期課程）は、学部の教
育の上に自然科学の高度な専門的知識を持ち、広
い視野から創造的な活動を行う能力を持つ人材を
養成することを目的とする。
九　自然科学研究科（博士後期課程）は、自然科学
の高度で深い専門的な知識を持ち、自立して研究
活動又は開発活動のできる創造性豊かな人材を養
成することを目的とする。

第 6条　本大学院各研究科に次の専攻を置く。
　博士課程

研 究 科 専　　攻

法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻

政 治 学 研 究 科 政 治 学 専 攻

経 済 学 研 究 科 経 済 学 専 攻

経 営 学 研 究 科 経 営 学 専 攻

人文科学研究科

哲 学 専 攻
美 術 史 学 専 攻
史 学 専 攻
日 本 語 日 本 文 学 専 攻
英 語 英 米 文 学 専 攻
ドイツ語ドイツ文学専攻
フ ラ ン ス 文 学 専 攻
心 理 学 専 攻
臨 床 心 理 学 専 攻
教 育 学 専 攻
ア ー カ イ ブ ズ 学 専 攻
身 体 表 象 文 化 学 専 攻

自然科学研究科

物 理 学 専 攻
化 学 専 攻
数 学 専 攻
生 命 科 学 専 攻
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第 7条　本大学院各研究科の定員は次のとおりとする。
　博士課程

研　究　科 専　　　攻
前期課程 後期課程

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻 10 20 3 9

政 治 学 研 究 科 政 治 学 専 攻 15 30 5 15

経 済 学 研 究 科 経 済 学 専 攻 10 20 3 9

経 営 学 研 究 科 経 営 学 専 攻 10 20 3 9

人文科学研究科

哲 学 専 攻
美 術 史 学 専 攻
史 学 専 攻
日 本 語 日 本 文 学 専 攻
英 語 英 米 文 学 専 攻
ドイツ語ドイツ文学専攻
フ ラ ン ス 文 学 専 攻
心 理 学 専 攻
臨 床 心 理 学 専 攻
教 育 学 専 攻
ア ー カ イ ブ ズ 学 専 攻
身 体 表 象 文 化 学 専 攻

10
10
15
20
10
5
5
6
12
20
15
10

20
20
30
40
20
10
10
12
24
40
30
20

3
3
3
3
3
2
2
2
3
5
3
3

9
9
9
9
9
6
6
6
9
15
9
9

自然科学研究科

物 理 学 専 攻
化 学 専 攻
数 学 専 攻
生 命 科 学 専 攻

15
15
6
15

30
30
12
30

3
3
3
3

9
9
9
9

第 3章　教育課程及び履修方法
第 8条　本大学院各研究科の授業科目は、別表 １のと
おりとする。
2　各研究科専攻別の履修方法は、それぞれの研究科
において別に定める。

第 9条　博士前期課程の学生は、 ２年以上在学して
正規の授業を受け、所定の授業科目について、30
単位以上を修得し、さらに修士の学位論文を提出
し、かつ最終試験を受けなければならない。ただし、
政治学研究科、経済学研究科及び経営学研究科に
おいては、当該研究科の目的に応じて適当と認め
られるときは、特定の課題についての研究の成果
の提出をもって修士の学位論文の提出に代えるこ
とができる。
2　博士後期課程の学生は、 ３年以上在学して正規の
授業を受け、所定の授業科目について、法学研究
科・政治学研究科・経済学研究科・経営学研究科

にあっては ８単位以上を、人文科学研究科・自然
科学研究科にあっては20単位以上を修得し、さら
に博士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受け
なければならない。
3　在学年数は、博士前期課程においては ４年、博士
後期課程においては ６年を超えることができない。
4　博士前期課程を修了して博士後期課程に進学する
場合には入学検定に合格しなければならない。
5　第 １項及び第 ２項の最終試験は、学位論文又は特
定の課題についての研究の成果を中心とし、これ
に関連ある科目について行うものとする。

第10条　各研究科において教育研究上有益と認めたと
きには、他の大学院とあらかじめ協議の上、他の
大学院の授業科目を履修させることができる。
2　各研究科において教育研究上有益と認めたときに
は、他の大学院又は研究機関とあらかじめ協議の
上、他の大学院又は研究機関において研究指導を
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受けさせることができる。
3　前 ２項に基づいて修得した単位について、博士前
期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科
目の単位数として算入することができる。
4　各研究科において教育研究上有益と認めたときに
は、学生が当該研究科に入学する前に本大学院又
は他の大学院において既に修得した単位（科目等
履修生として修得した単位を含む。）について、博
士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべ
き科目の単位数として算入することができる。
5　前 ２項により算入することのできる単位数の上限
は、他の大学院において修得した単位については、
博士前期課程及び博士後期課程を通じて合計10単
位を限度とする。
６　各研究科において教育研究上有益と認めたときに
は、学生が当該研究科に入学する前に本大学院の
委託生、研究生又は協定留学生として在籍してい
たときに履修し、合格した授業科目について、単

位を修得したものとみなし、その単位を博士前期
課程又は後期課程の修了のために修得すべき科目
の単位数として算入することができる。
７　前各項のために必要な事項は、各研究科において
別に定める。

第11条　学生は、その年度に履修しようとする授業科
目を、所定の期間内に届け出て、承認を得なけれ
ばならない。
2　授業科目の選択、論文の作成、研究一般について
は、指導教授の指導に従わなければならない。
3　各研究科専攻別の履修方法の詳細は、別表 １のと
おりとする。

第12条　教育職員免許状を取得しようとする者は、各
研究科の授業科目より教育職員免許法及び同法施
行規則に定める所要の単位を修得しなければなら
ない。
2　本大学院において取得できる教育職員免許状の種
類及び免許教科は、次のとおりとする。

免許状の種類
研究科・専攻

中学校教諭
専修免許状

高等学校教諭
専修免許状

政 治 学 研 究 科 政 治 学 専 攻 社　会 公　民

経 済 学 研 究 科 経 済 学 専 攻 社　会 公　民

経 営 学 研 究 科 経 営 学 専 攻 社　会 公　民

人文科学研究科

哲 学 専 攻
史 学 専 攻
日本語日本文学専攻
英 語 英 米 文 学 専 攻
ドイツ語ドイツ文学専攻
フ ラ ン ス 文 学 専 攻

社　会
社　会
国　語
外国語（英　語）
外国語（ドイツ語）
外国語（フランス語）

公　民
地理歴史
国　語
外国語（英　語）
外国語（ドイツ語）
外国語（フランス語）

自然科学研究科

物 理 学 専 攻
化 学 専 攻
数 学 専 攻
生 命 科 学 専 攻

理　科
理　科
数　学
理　科

理　科
理　科
数　学
理　科

研究科・専攻 免許状の種類

人文科学研究科 教育学専攻 小学校教諭専修免許状
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第 4章　試験及び教育課程修了の認定
第13条　授業科目修了の認定は、試験による。
2　前項の試験の成績は、100点を満点とし、60点以
上をもって合格とする。

　　成績の表示は
　　　100点〜90点　秀（S）、89点〜80点　優（A）、
　　　 79点〜70点　良（B）、69点〜60点　可（C）、
　　　 59点〜 0点　不可（F）
　　とする。
第14条　博士前期課程を修了するためには、第 ９条
第 １項により、 ２年以上在学して所定の単位を修
得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文
又は特定の課題についての研究の成果の審査及び
最終試験に合格しなければならない。ただし、修
業年限に関しては、経済学研究科、経営学研究科、
人文科学研究科及び自然科学研究科においては、
当該研究科委員会が優れた研究業績をあげたと認
める学生に関しては、 １年まで短縮することがで
きる。

第15条　博士課程を修了するためには、第 ９条第 １
項及び第 ２項により、 ５年以上在学して所定の単

位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博
士論文の審査及び最終試験に合格しなければなら
ない。ただし、修業年限に関しては、経済学研究
科、人文科学研究科及び自然科学研究科において
は、当該研究科委員会が優れた研究業績をあげた
と認める学生に関しては、 ３年まで短縮すること
ができる。
2　経済学研究科に限り、博士後期課程より入学し、
当該研究科委員会が優れた研究業績をあげたと認
める学生に関しては、修業年限を 2年まで短縮す
ることができる。

第16条　教育課程修了の認定は、各研究科委員会がこ
れを行う。
２　学位論文及び特定の課題についての研究の成果の
審査並びに最終試験の成績評価は、別に定める審
査委員会の審査に基づいて研究科委員会が行う。
３　修士論文及び特定の課題についての研究の成果の
成績は、第13条第 ２項の規定を準用する。
４　博士論文の成績は、合格・不合格とに分ける。
５　最終試験の成績は、合格・不合格とに分ける。
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第 5章　学　　位
第17条　本大学院において授与する学位は、次のとおりとする。

( 1 ) 博士前期課程 法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻 修士（法 　 　 　 　 学）
政治学研究科 政 治 学 専 攻 修士（政 　 治 　 学）
経済学研究科 経 済 学 専 攻 修士（経 　 済 　 学）
経営学研究科 経 営 学 専 攻 修士（経 　 営 　 学）
人文科学研究科 哲 学 専 攻 修士（哲 　 　 　 　 学）

美 術 史 学 専 攻 修士（美 術 史 学）
史 学 専 攻 修士（史 　 　 　 　 学）
日本語日本文学専攻 修士（日 本 語 日 本 文 学）
英 語 英 米 文 学 専 攻 修士（英 語 英 米 文 学）
ドイツ語ドイツ文学専攻 修士（ドイツ語ドイツ文学）
フ ラ ン ス 文 学 専 攻 修士（フ ラ ン ス 文 学）
心 理 学 専 攻 修士（心 　 理 　 学）
臨 床 心 理 学 専 攻 修士（臨 床 心 理 学）
教 育 学 専 攻 修士（教 　 育 　 学）
アーカイブズ学専攻 修士（ア ー カ イ ブ ズ 学）
身体表象文化学専攻 修士（表 象 文 化 学）

自然科学研究科 物 理 学 専 攻 修士（理 　 　 　 　 学）
化 学 専 攻 修士（理 　 　 　 　 学）
数 学 専 攻 修士（理 　 　 　 　 学）
生 命 科 学 専 攻 修士（理 　 　 　 　 学）

( 2 ) 博士後期課程 法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻 博士（法 　 　 　 　 学）
政治学研究科 政 治 学 専 攻 博士（政 　 治 　 学）
経済学研究科 経 済 学 専 攻 博士（経 　 済 　 学）
経営学研究科 経 営 学 専 攻 博士（経 営 学　）
人文科学研究科 哲 学 専 攻 博士（哲 　 　 　 　 学）

美 術 史 学 専 攻 博士（美 術 史 学）
史 学 専 攻 博士（史 　 　 　 　 学）
日本語日本文学専攻 博士（日 本 語 日 本 文 学）
英 語 英 米 文 学 専 攻 博士（英 語 英 米 文 学）
ドイツ語ドイツ文学専攻 博士（ドイツ語ドイツ文学）
フ ラ ン ス 文 学 専 攻 博士（フ ラ ン ス 文 学）
心 理 学 専 攻 博士（心 　 理 　 学）
臨 床 心 理 学 専 攻 博士（臨 床 心 理 学）
教 育 学 専 攻 博士（教 　 育 　 学）
アーカイブズ学専攻 博士（ア ー カ イ ブ ズ 学）
身体表象文化学専攻 博士（表 象 文 化 学）

自然科学研究科 物 理 学 専 攻 博士（理 　 　 　 　 学）
化 学 専 攻 博士（理 　 　 　 　 学）
数 学 専 攻 博士（理 　 　 　 　 学）
生 命 科 学 専 攻 博士（理 　 　 　 　 学）
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第18条　本大学院の博士前期課程及び博士後期課程に
おいてそれぞれ第 ９条所定の単位を修得し、学位
論文又は特定の課題についての研究の成果の審査
及び最終試験に合格した者にはそれぞれの学位を
授与する。

第19条　本大学院の博士課程を経ないで論文を提出し
て博士の学位を請求した者については、論文の審
査及び試験に合格し、かつ専攻学術に関し本学の
博士課程を経た者と同様に広い学識と研究指導能
力を有することが確認された場合には博士の学位
を授与することができる。

第20条　本学則に定めるもののほか、本大学院におけ
る学位の授与に関して必要な事項は別に定めると
ころによる。

第 6章　入学、専攻の変更、休学、
　　　　退学及び留学
第21条　本大学院の博士前期課程は、次の各号のいず
れかに該当し、かつ、入学検定に合格した者につ
いて入学を許可する。
一　学校教育法第83条に定める大学を卒業した者
二　大学改革支援・学位授与機構により学士の学位
を授与された者
三　外国において、学校教育における16年の課程を
修了した者
四　文部科学大臣の指定した者（昭和28年文部省告
示第 ５号）

五　大学に ３年以上在学した者、又は外国において
学校教育における15年の課程を修了した者であっ
て、所定の単位を優秀な成績で修得したと本大学
院において認めた者
六　外国の大学その他の外国の学校において、修業
年限が ３年以上である課程を修了することにより、
学士の学位に相当する学位を授与されたと本大学
院において認めた者
七　その他本大学院において、個別の入学資格審査
により、大学を卒業した者と同等以上の学力があ
ると認めた者で、22歳に達したもの

第22条　本大学院の博士後期課程は、次の各号のいず
れかに該当し、かつ入学検定に合格した者につい
て入学を許可する。
一　修士の学位又は専門職学位を有する者
二　外国において、修士の学位又は専門職学位に相

当する学位を授与された者
三　文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告
示第118号）
四　その他、本大学院において、個別の入学資格審
査により、修士の学位又は専門職学位を有する者
と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達
したもの

第23条　入学の時期は学年又は学期の始めとする。
第24条　入学は、検定によってこれを決定する。入学
検定の方法は、別に定めるところによる。

第25条　本大学院を退学した者が、再入学を志願する
場合は、選考の上退学時に在籍していた研究科に
限り、これを許可することがある。
２　前項により入学を許可された者に対しては、既修
の授業科目の全部又は一部を再び履修させること
がある。
３　本条による再入学については、第33条及び第34条
の規定を準用する。

第26条　入学後 １年以上を経た者が、研究科内におけ
る専攻の変更を希望したときは、学年の始めに限
り、選考の上これを許可することがある。

第27条　病気その他やむを得ない理由により ３カ月以
上欠席しようとする者は、学長の許可を得て休学
することができる。病気による場合には、医師の
診断書を提出しなければならない。
２　休学期間は、 １年以内とする。ただし、特別の理
由により引き続き休学を要する者は、学長の許可
を得て、博士前期課程では更に １年間、博士後期
課程では更に ２年間を限度に休学することができ
る。
３　休学期間は、通算して博士前期課程で ２年、博士
後期課程で ３年を超えることができない。

第28条　休学期間は、在学年数に算入しない。
第29条　願出期日より ３カ月以内に休学理由が消滅し
た場合には、届出により遡って休学許可を取り消す。

第30条　休学の許可を得た者については、休学期間中
の本大学院における授業料、施設設備費及び研究
実験費を減免する。

第31条　病気その他の理由で退学しようとする者は、
理由を付し、保証人が連署して学長に願い出なけ
ればならない。病気による場合は、医師の診断書
を添えなければならない。

第32条　外国の大学院への留学を希望する者は、学長
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の許可を得て留学することができる。
2　留学期間は、原則として １ 年間とする。ただ
し、特別の理由がある場合には、学長の許可を得て、
博士前期課程では更に １年間、博士後期課程では
更に ２年間を限度に留学期間の延長を認めること
ができる。
3　留学期間は、通算して博士前期課程で ２年、博士
後期課程で ３年を超えることができない。
4　留学の許可を得た者については、その留学期間を
在学年数に算入する。
5　留学の許可を得た者が、留学した大学院において
修得した単位については、研究科委員会の議を経
て、第10条第 １ 項から第 ５項までに基づいて修得
した単位と合わせ、博士前期課程と博士後期課程
を通じて合計10単位を限度として本大学院におい
て修得したものとして認定することができる。
６　留学の許可を得た者については、留学期間中の本
大学院における授業料、施設設備費及び研究実験
費を減免する。
７　外国の大学院との交流協定に基づく留学者で、そ
の協定によって留学先大学院の納付金が免除され
るときは、前項にかかわらず納付金を納付しなけ
ればならない。
８　留学についての細目は、別に定めるところによる。

第 7章　入学検定料、入学金、授業料その他
第33条　本大学院に入学を出願する者は、別表 ２の入
学検定料を納付しなければならない。
２　既納の入学検定料は返付しない。
第34条　本大学院に入学を許可された者は、別表 ２の
入学金並びに別表 ３の授業料及び施設設備費、そ
の他の納付金を納め、誓約書・保証書及び住民票
記載事項証明書を提出しなければならない。

第35条　学生は、別表 ３の授業料及び施設設備費を納
付しなければならない。
２　人文科学研究科心理学専攻、臨床心理学専攻、教
育学専攻及び自然科学研究科の学生は、前項に定
めるもののほか、別表 ３の研究実験費を納付しな
ければならない。
３　学生は、前 ２項のほか、履修科目に応じ、別に定
めるところにより履修費及び実習費を納付しなけ
ればならない。

第36条　委託生及び研究生の納付すべき授業料及び研

究実験費は、別表 ４による。
第37条　科目等履修生として願い出る場合の選考料は、
別表 ５による。
２　科目等履修生の納付すべき登録料及び履修料は、
別表 ５による。

第38条　協定留学生の納付すべき授業料その他の納付
金は、正規の学生が納付すべき金額と同額とする。

第39条　交流学生の納付すべき履修料は、別表 ５によ
る。

第40条　第33条から前条までの規定にかかわらず、別
に定めるところにより入学検定料及び入学金、授
業料その他の納付金を減免することができる。

第41条　学生は、在学中に授業料その他の納付金に変
更があった場合には、新たに定められた金額を納
付するものとする。

第42条　既納の授業料その他の納付金は返付しない。
ただし、年額の授業料を納付している者が第 １学
期に退学する場合、所定の手続きにより、第 ２期
分の授業料を返付することがある。

第 8章　教員組織及び運営組織
第43条　本大学院における授業及び指導は、本大学の
教授、准教授又は特別任用教授がこれを担当する。
ただし特別の事情がある場合には、特別客員教授、
講師又は助教に担当させることがある。

第44条　本大学院の各研究科に研究科委員会を置き、
当該研究科所属の教授、准教授、特別任用教授及
び講師をもってこれを組織する。
２　研究科委員会に委員長を置き、別に定めるところ
に従って当該研究科所属の教授から選出する。

第45条　研究科委員会は、学長が次に掲げる事項につ
いて決定を行うに当たり審議し、意見を述べるも
のとする。
一　学生の入学及び課程の修了
二　学位の授与
三　前 ２号に掲げるもののほか、教育研究に関する
重要な事項で、研究科委員会の意見を聴くことが
必要なものとして学長が定めるもの。

２　研究科委員会は、前項に規定するもののほか、学
長及び研究科委員長がつかさどる教育研究に関す
る事項について審議し、また、学長及び研究科委
員長の求めに応じ、意見を述べることができる。

第46条　各研究科に関連する共通事項を審議するため
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に大学院委員会を置き、別に定めるところに従っ
てこれを組織する。
２　大学院委員会は、学長が招集してその議長となる。
第47条　大学院委員会は、次の事項を審議する。
一　研究及び授業に関する事項
二　学位（博士）の授与に関する事項
三　大学院の学則及び諸規程の変更に関する事項
四　その他大学院に関する重要事項
第48条　大学院に関する事務は、本大学事務組織が担
当する。

第 9章　研究指導施設・研究施設
第49条　本大学院に、研究室、演習室及び実験、実習
室を置く。本大学の学部及びその他の施設は必要
に応じ、大学院学生の研究及び指導に充てる。
２　本大学院人文科学研究科に心理相談室を置く。
３　本大学院自然科学研究科に基礎物性研究センター
を置く。

第10章　科目等履修生、委託生、研究生、
	 協定留学生、交流学生、外国人学生
第50条　本大学院の授業科目の １科目又は数科目の履
修を願い出た者に対しては、選考の上科目等履修
生として入学を許可することがある。
２　科目等履修生の期間は、半年又は １年とする。
第51条　本大学院は、官公庁、外国政府、その他の機
関又は団体の委託に基づき入学を希望する者に対
して、選考の上委託生としてこれを許可すること
がある。
2　委託生の在学期間は、半年又は １年とする。
第52条　第22条に定める各号のいずれかに該当する者
が、本大学院研究科の教員指導の下に特定の研究
を願い出たときは、選考の上研究生として入学を
許可することがある。
2　研究生の在学期間は、半年又は １年とする。
第53条　協定留学生とは、第21条又は第22条に定める
入学検定によらないで、本大学と外国の大学との
交流協定に基づき入学を許可された者をいう。
2　協定留学生の期間は、原則として １年とする。
第54条　交流学生とは、本大学と他大学との交流協定
に基づき本大学院研究科の特定の授業科目を履修
することを許可された者をいう。

第55条　科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生

及び交流学生は、第 ７条に定める入学定員及び収
容定員に算入しない。

第56条　科目等履修生及び交流学生は、その履修した
科目について受験することができる。これについ
て研究科委員会の議を経ることを要しない。
2　前項により試験に合格した者に対しては、本大学
院所定の単位を与える。

　　また、科目等履修生が成績証明書を請求したとき
は、これを交付する。

第57条　委託生、研究生及び協定留学生が、その履
修した授業科目について受験を希望した場合には、
研究科委員会の議を経てこれを許可することがあ
る。
2　前項により受験を希望した者が成績証明書を請求
したときは、これを交付する。

第58条　科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生
及び交流学生についての細目は、別に定めるとこ
ろによる。

第59条　科目等履修生、委託生、研究生、協定留学生
及び交流学生は、正規の学生と同じく一般規則を
遵守しなければならない。

第60条　本大学院入学資格と同等以上の学力を有し、
かつ外国公館の証明ある外国人学生は選考の上入
学を許可することがある。

第11章　学年、学期及び休業日
第61条　本大学院の学年は、 ４月 １日に始まり翌年の
３月31日に終わる。

2　学年を分けて ２学期とし、第 １学期・第 ２学期と
称する。
3　前項の学期の期間については、別に定める。
第62条　授業を行わない日は、次のとおりとする。
一　日曜日
二　国民の祝日に関する法律による祝日と休日
三　開学記念日　 ５月15日
四　開院記念日　10月17日
五　春季休業　 ２月上旬から ３月下旬まで
六　夏季休業　 ８月上旬から ９月中旬まで
七　冬季休業　12月下旬から翌年 １月上旬まで
第63条　学長は、必要がある場合には、前条の規定に
かかわらず、臨時に授業を行う日又は授業を行わ
ない日を定めることができる。
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第12章　厚生保健施設その他
第64条　学生は、別に定める規定にしたがって次の施
設を利用することができる。
一　学寮
二　集会施設
　　　輔仁会館
三　生活相談施設
　　　学生相談室
四　保健施設
　　　保健センター
五　運動施設
六　課外活動施設
　　　黎明会館
　　　富士見会館
七　山岳施設
　　　光徳小屋（奥日光）
　　　妙高高原寮（池の平）
八　臨海施設
　　　沼津游泳場（沼津）
九　校外教育施設
　　　　西田幾多郎博士記念館（学習院寸心荘）（鎌倉）

第13章　奨学制度
第65条　本大学院は、成績優秀で品行方正な学生又は
経済的に修学困難の事情が生じた学生に対する奨
学制度を設ける。奨学制度に関する規程は別に定
める。

第14章　賞罰及び除籍
第66条　学長は、特に推奨すべき行為のあった学生を
表彰することができる。

第67条　学生が、本大学院の規則若しくは命令に背
き又は学生の本分に反する行為を行った場合には、
当該研究科委員会の議を経て、学長が懲戒を加える。
2　懲戒は、訓告、停学及び退学とする。
3　前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者
に対して行う。
一　性行不良で改善の見込がないと認められる者
二　学力劣等で成業の見込がないと認められる者
三　大学院の秩序を乱し、その他学生としての本分
に反した者

第68条　次の各号のいずれかに該当する者は、除籍す
る。

一　第 ９条第 ３項で定められた在学年数を超える者
二　授業料その他の納付金の納入を怠り、督促を受
けても納付しない者

2　前項第二号によって除籍になった者が、当該年度
中に未納金を納付した場合には、除籍を解除する
ことがある。

第15章　改　　正
第69条　この学則の改正は、各研究科委員会及び大学
院委員会の議を経て、大学協議会の承認を得なけ
ればならない。

附　則
昭和28年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和30年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和32年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和36年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和40年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和42年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和43年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和44年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和47年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和48年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和49年 4 月 1 日から施行する。

附　則
昭和52年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和53年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和54年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和55年 4 月 1 日から施行する。

附　則
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この学則は、昭和55年 5 月28日から施行し、昭和
55年 4 月 1 日から適用する。
附　則
この学則は、昭和55年10月29日から施行し、昭和

56年 4 月 1 日から適用する。
附　則
この学則は、昭和56年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和56年11月 6 日から施行し、昭和

57年 4 月 1 日から適用する。
附　則
この学則は、昭和57年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和57年10月29日から施行し、昭和

58年 4 月 1 日から適用する。
附　則
この学則は、昭和58年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和59年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和60年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和60年 5 月27日から施行する。

附　則
この学則は、昭和60年10月31日から施行する。

附　則
この学則は、昭和61年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和62年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、昭和63年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、平成元年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成元年 6月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成元年10月27日から施行する。

附　則
この学則は、平成 2年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成 3年 4 月 1 日から施行する。た

だし、平成 3年 3月31日に国文学専攻に在籍するもの
については、当該専攻に在籍しなくなるまでの間従前

の例による。
附　則
1 　この学則は、平成 3年10月30日から施行する。
2 �　第22条の 2、第22条の 3、別表 3、別表 4および
別表 5については、平成 4年 4月 1日から適用する。
3 �　第13条の規定にかかわらず、平成 2年 4月 1日以
前の人文科学研究科国文学専攻の入学者の学位は、
次のとおりとする。
　　修士（国文学）
　　博士（国文学）

附　則
この学則は、平成 4年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成 4年10月30日から施行し、平成
5年 4月 1日から適用する。
附　則
この学則は、平成 5年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成 5年10月29日から施行し、平成
6年 4月 1日から適用する。
附　則
この学則は、平成 6年 3月28日から施行する。

附　則
この学則は、平成 6年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成 6年 7月14日から施行する。

附　則
この学則は、平成 7年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成 8年 4 月 1 日から施行する。た

だし、別表 1の「一　法学研究科」については平成 5
年 4月 1日以降に在籍する者に遡及適用する。
附　則
この学則は、平成 9年 4月 1日から施行する。

附　則
この学則は、平成 9年 6月 1日から施行する。

附　則
1 　この学則は、平成10年 4 月 1 日から施行する。
2 �　平成10年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 3を適用する。
附　則
1 　この学則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
2 �　平成11年度入学者の納付金については、施行日前
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に納付する場合にも別表 3を適用する。
附　則
1 　この学則は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
2 �　平成12年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 3又は別表 4を適用する。
3 �　改正後の第10条の 2の規定は、平成12年度以後の
入学者について適用し、平成11年度以前の入学者に
ついては、なお従前の例による。
附　則
1 　この学則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
2 �　平成13年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 3又は別表 4を適用する。

附　則
1 　この学則は、平成14年 4 月 1 日から施行する。
2 �　平成14年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 3を適用する。

附　則
この学則は、平成15年 ４ 月 １ 日から施行し、平成

15年度入学者の納付金について、施行日前に納付する
場合にも別表 ３を適用する。
附　則
1 　この学則は、平成16年 ４ 月 １ 日から施行する。
2 �　平成16年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 ３を適用する。
附　則
この学則は、平成17年 ４ 月 １ 日から施行し、平成

17年度入学者の納付金について、施行日前に納付する
場合にも別表 3を適用する。
附　則
この学則は、平成18年 ４ 月 １ 日から施行する。

附　則
1 　この学則は、平成19年 ４ 月 １ 日から施行する。
2 �　平成19年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 ３又は別表 4を適用する。
附　則
1 　この学則は、平成20年 ４ 月 １ 日から施行する。
2 �　第19条の規定は、平成19年度人文科学研究科入学
者についても適用する。
3 �　平成20年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 3を適用する。
附　則
1 �　この学則は、平成21年 ４ 月 １ 日から施行し、平成
21年度以降の入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 ３又は別表 ４を適用する。
2 �　平成21年 ３ 月31日以前の入学者の納付金について

は、なお従前の例による。
3 �　第13条の規定にかかわらず、平成20年 ４ 月 １ 日以
前の人文科学研究科イギリス文学専攻の入学者の学
位は、次のとおりとする。
　　修士（イギリス文学）
　　博士（イギリス文学）

附　則
1 　この学則は、平成22年 ４ 月 １ 日から施行する。
2 �　第13条の規定にかかわらず、平成21年 ４ 月 １ 日以
前の人文科学研究科ドイツ文学専攻の入学者の学位
は、次のとおりとする。
　　修士（ドイツ文学）
　　博士（ドイツ文学）

附　則
この学則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

附　則
この学則は、平成24年 4 月 1 日から施行する。

附　則
1 　この学則は、平成25年 ４ 月 １ 日から施行する。
2 �　平成25年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 ３を適用する。
3 �　平成25年 ３ 月31日以前の入学者の納付金のうち別
表 ３については、維持費を施設設備費に改めるほか
は、なお従前の例による。
附　則
この学則は、平成26年 ４ 月 １ 日から施行する。
附　則
１ 　この学則は、平成27年 ４ 月 １ 日から施行する。
２� 　平成27年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 ３又は別表 ４を適用する。
附　則
１ 　この学則は、平成28年 ４ 月 １ 日から施行する。
２� 　第13条第 ２項及び第16条第 ３項の規定にかかわら
ず、平成27年度以前履修規定適用者が平成28年度以
降に修得した成績の表示は、次のとおりとする。た
だし、平成27年度以前に修得した成績は、なお従前
の例による。
　　100点〜80点　優（A）、79点〜70点　良（B）、
　　 69点〜60点　可（C）、59点〜 0点　不可（F）
３� 　平成28年度入学者の納付金については、施行日前
に納付する場合にも別表 ３を適用する。
附　則
この学則は、平成29年 ４ 月 １ 日から施行する。

附　則
この学則は、平成30年 ４ 月 １ 日から施行する。
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別表 1
一　法学研究科

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

法
　
　
　
律
　
　
　
学
　
　
　
専
　
　
　
攻

法 学 基 礎 研 究 2 憲 法 特 別 研 究 4

憲 法 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 憲 法 演 習 4

憲 法 演 習 Ⅰ 2または 4 国 際 法 特 別 研 究 4

憲 法 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 国 際 法 演 習 4

憲 法 演 習 Ⅱ 2または 4 行 政 法 特 別 研 究 4

国 際 法 特 殊 研 究 2または 4 行 政 法 演 習 4

国 際 法 演 習 2または 4 民 法 特 別 研 究 4

行 政 法 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 民 法 演 習 4

行 政 法 演 習 Ⅰ 2または 4 商 法 特 別 研 究 4

行 政 法 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 商 法 演 習 4

行 政 法 演 習 Ⅱ 2または 4 刑 法 特 別 研 究 4

民 法 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 刑 法 演 習 4

民 法 演 習 Ⅰ 2または 4 刑 事 訴 訟 法 特 別 研 究 4

民 法 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 民 事 訴 訟 法 特 別 研 究 4

民 法 演 習 Ⅱ 2または 4 民 事 訴 訟 法 演 習 4

民 法 特 殊 研 究 Ⅲ 2または 4 労 働 法 特 別 研 究 4

民 法 演 習 Ⅲ 2または 4 労 働 法 演 習 4

民 法 特 殊 研 究 Ⅳ 2または 4 経 済 法 特 別 研 究 4

民 法 演 習 Ⅳ 2または 4 経 済 法 演 習 4

商 法 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 知 的 財 産 法 特 別 研 究 4

商 法 演 習 Ⅰ 2または 4 知 的 財 産 法 演 習 4

商 法 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 刑 事 学 特 別 研 究 4

商 法 演 習 Ⅱ 2または 4 刑 事 学 演 習 4

刑 法 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 租 税 法 特 別 研 究 4

刑 法 演 習 Ⅰ 2または 4 租 税 法 演 習 4

刑 法 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 環 境 法 特 別 研 究 4

刑 法 演 習 Ⅱ 2または 4 環 境 法 演 習 4

刑 事 訴 訟 法 特 殊 研 究 2または 4 西 洋 法 制 史 特 別 研 究 4

刑 事 訴 訟 法 演 習 2または 4 西 洋 法 制 史 演 習 4

民 事 訴 訟法特殊研究Ⅰ 2または 4 国 際 私 法 特 別 研 究 4

民 事 訴 訟 法 演 習 Ⅰ 2または 4 国 際 私 法 演 習 4

民 事 訴 訟法特殊研究Ⅱ 2または 4 英 米 法 特 別 研 究 4

民 事 訴 訟 法 演 習 Ⅱ 2または 4 英 米 法 演 習 4
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専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

法
　
　
律
　
　
学
　
　
専
　
　
攻

国 際 私 法 特 殊 研 究 2または 4 ド イ ツ 法 特 別 研 究 4

国 際 私 法 演 習 2または 4 フ ラ ン ス 法 特 別 研 究 4

労 働 法 特 殊 研 究 2または 4 フ ラ ン ス 法 演 習 4

労 働 法 演 習 2または 4 比 較 信 託法特別研究 1 2 または 4

知 的 財 産 法 特 殊 研 究 2または 4 比 較 信 託法特別研究 2 2 または 4

知 的 財 産 法 演 習 2または 4 法 学 研 究 科 特 殊 研 究 2または 4

経 済 法 特 殊 研 究 2または 4 法 哲 学 特 別 研 究 4

経 済 法 演 習 2または 4 法 哲 学 演 習 4

租 税 法 特 殊 研 究 2または 4

租 税 法 演 習 2または 4

法 哲 学 特 殊 研 究 2または 4

法 哲 学 演 習 2または 4

英 米 法 特 殊 研 究 2または 4

英 米 法 演 習 2または 4

ド イ ツ 法 特 殊 研 究 2または 4

ド イ ツ 法 演 習 2または 4

研 究 指 導 2

法 学 研 究科特殊研究Ⅰ 2または 4

法 学 研 究科特殊研究Ⅱ 2または 4

法 学 研 究科特殊研究Ⅲ 2または 4

法 学 研 究科特殊研究Ⅳ 2または 4

法 学 研 究科特殊研究Ⅴ 2または 4
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Ⅰ

学
　
　
則

二　政治学研究科

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

政
　
　
　
治
　
　
　
学
　
　
　
専
　
　
　
攻

共 同 基 礎 演 習 Ⅰ 2 政 治 学 特 殊 研 究 2または 4
共 同 基 礎 演 習 Ⅱ 2 政 治 学 演 習 2または 4
基 礎 文 献 講 読 Ⅰ 2 社 会 学 特 殊 研 究 2または 4
基 礎 文 献 講 読 Ⅱ 2 社 会 学 演 習 2または 4
基 礎 文 献 講 読 Ⅲ 2 比 較 政 治 特 殊 研 究 2または 4
英 語 研 究論文執筆演習 2 比 較 政 治 演 習 2または 4
英語研究プレゼンテーション演習 2 行 政 学 特 殊 研 究 2または 4
行 政 と ガ バ ナ ン ス 2 行 政 学 演 習 2または 4
日 本 の 統 治 構 造 2 公 共 哲 学 特 殊 研 究 2または 4
政 治 分 析 方 法 論 2 公 共 哲 学 演 習 2または 4
日 本 政 治 研 究 2 公 共 政 策 論 特 殊 研 究 2または 4
歴 史 政 策 論 2 公 共 政 策 論 演 習 2または 4
公 共 政 策 論 2 国 際 政 治 特 殊 研 究 2または 4
現 代 国 際 政 治 2 国 際 政 治 演 習 2または 4
国 際 政 治 経 済 論 2 社 会 心 理 学 特 殊 研 究 2または 4
国 際 開 発 協 力 論 2 社 会 心 理 学 演 習 2または 4
現 代 ア メ リ カ 政 治 2 国 際 政 治 史 特 殊 研 究 2または 4
現 代 東 ア ジ ア 政 治 2 国 際 政 治 史 演 習 2または 4
現 代 中 国 政 治 2 西洋政治思想史特殊研究 2または 4
現 代 ヨ ー ロ ッ パ 政 治 2 西 洋 政 治 思 想 史 演 習 2または 4
公 共 思 想 史 2 日本政治外交史特殊研究 2または 4
公 共 哲 学 研 究 2 日 本 政 治 外 交 史 演 習 2または 4
日 本 政 治 思 想 研 究 2 ヨーロッパ政治史特殊研究 2または 4
公 共 秩 序の数理モデル 2 ヨ ー ロ ッパ政治史演習 2または 4
社 会 情 報 学 2 日本政治過程論特殊研究 2または 4
政 治 行 動 論 2 日 本 政 治 過 程 論 演 習 2または 4
政 治 学 研究科特殊研究 2 日本政治思想史特殊研究 2または 4
政 治 学 研 究 科 演 習 2 日 本 政 治 思 想 史 演 習 2または 4
統 計 分 析 Ⅰ 2 ア メ リ カ政治特殊研究 2または 4
統 計 分 析 Ⅱ 2 ア メ リ カ 政 治 演 習 2または 4
政 策 課 題 研 究 2 東 ア ジ ア政治特殊研究 2または 4
政 策 評 価 演 習 2 東 ア ジ ア 政 治 演 習 2または 4
実 務 研 修 2 中 国 政 治 特 殊 研 究 2または 4
政 策 実 務 演 習 2 中 国 政 治 演 習 2または 4
研 究 指 導 Ⅰ 2 国際開発協力論特殊研究 2または 4
研 究 指 導 Ⅱ 2 国 際 開 発 協 力 論 演 習 2または 4
研 究 指 導 Ⅲ 2 共 同 基 礎 演 習 2または 4
研 究 指 導 Ⅳ 2 共 同 特 別 演 習 2または 4
政 治 学 基 本 研 究 2
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三　経済学研究科

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

経
　
　
　
済
　
　
　
学
　
　
　
専
　
　
　
攻

経 済 数 学 特 論 Ⅰ 2 経 済 数 学 特 論 Ⅰ 2
経 済 数 学 特 論 Ⅱ 2 経 済 数 学 特 論 Ⅱ 2
ミ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 ミ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
ミ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 ミ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
マ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 マ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
マ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 マ ク ロ 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
ゲ ー ム 理 論 特 論 Ⅰ 2 ゲ ー ム 理 論 特 論 Ⅰ 2
ゲ ー ム 理 論 特 論 Ⅱ 2 ゲ ー ム 理 論 特 論 Ⅱ 2
計 量 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 計 量 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
計 量 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 計 量 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
国 際 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 国 際 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
国 際 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 国 際 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
日 本 経 済 史 特 論 Ⅰ 2 日 本 経 済 史 特 論 Ⅰ 2
日 本 経 済 史 特 論 Ⅱ 2 日 本 経 済 史 特 論 Ⅱ 2
経 済 政 策 特 論 Ⅰ 2 経 済 政 策 特 論 Ⅰ 2
経 済 政 策 特 論 Ⅱ 2 経 済 政 策 特 論 Ⅱ 2
産 業 組 織 論 特 論 Ⅰ 2 産 業 組 織 論 特 論 Ⅰ 2
産 業 組 織 論 特 論 Ⅱ 2 産 業 組 織 論 特 論 Ⅱ 2
日 本 経 済 論 特 論 Ⅰ 2 日 本 経 済 論 特 論 Ⅰ 2
日 本 経 済 論 特 論 Ⅱ 2 日 本 経 済 論 特 論 Ⅱ 2
財 政 学 特 論 Ⅰ 2 財 政 学 特 論 Ⅰ 2
財 政 学 特 論 Ⅱ 2 財 政 学 特 論 Ⅱ 2
統 計 学 特 論 Ⅰ 2 統 計 学 特 論 Ⅰ 2
統 計 学 特 論 Ⅱ 2 統 計 学 特 論 Ⅱ 2
労 働 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 労 働 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
労 働 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 労 働 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
社 会 保 障 論 特 論 Ⅰ 2 社 会 保 障 論 特 論 Ⅰ 2
社 会 保 障 論 特 論 Ⅱ 2 社 会 保 障 論 特 論 Ⅱ 2
公 共 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 公 共 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
公 共 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 公 共 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
現 代 金 融 論 特 論 Ⅰ 2 現 代 金 融 論 特 論 Ⅰ 2
現 代 金 融 論 特 論 Ⅱ 2 現 代 金 融 論 特 論 Ⅱ 2
一 般 経 済 史 特 論 Ⅰ 2 一 般 経 済 史 特 論 Ⅰ 2
一 般 経 済 史 特 論 Ⅱ 2 一 般 経 済 史 特 論 Ⅱ 2
国 際 金 融 論 特 論 Ⅰ 2 国 際 金 融 論 特 論 Ⅰ 2
国 際 金 融 論 特 論 Ⅱ 2 国 際 金 融 論 特 論 Ⅱ 2
環 境 経 済 学 特 論 Ⅰ 2 環 境 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
環 境 経 済 学 特 論 Ⅱ 2 環 境 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
ゲ ー ム 理 論 特 殊 研 究 2または 4 ゲ ー ム 理 論 特 殊 研 究 2または 4
ゲ ー ム 理 論 演 習 2または 4 ゲ ー ム 理 論 演 習 2または 4
計 量 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4 計 量 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4
計 量 経 済 学 演 習 2または 4 計 量 経 済 学 演 習 2または 4
国 際 貿 易 論 特 殊 研 究 2または 4 国 際 貿 易 論 特 殊 研 究 2または 4
国 際 貿 易 論 演 習 2または 4 国 際 貿 易 論 演 習 2または 4
日 本 経 済 史 特 殊 研 究 2または 4 日 本 経 済 史 特 殊 研 究 2または 4
日 本 経 済 史 演 習 2または 4 日 本 経 済 史 演 習 2または 4
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Ⅰ

学
　
　
則

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

経
　
　
　
済
　
　
　
学
　
　
　
専
　
　
　
攻

西 洋 経 済 史 特 殊 研 究 2または 4 西 洋 経 済 史 特 殊 研 究 2または 4
西 洋 経 済 史 演 習 2または 4 西 洋 経 済 史 演 習 2または 4
経 済 政 策 特 殊 研 究 2または 4 経 済 政 策 特 殊 研 究 2または 4
経 済 政 策 演 習 2または 4 経 済 政 策 演 習 2または 4
産 業 組 織 論 特 殊 研 究 2または 4 産 業 組 織 論 特 殊 研 究 2または 4
産 業 組 織 論 演 習 2または 4 産 業 組 織 論 演 習 2または 4
日 本 経 済 論 特 殊 研 究 2または 4 日 本 経 済 論 特 殊 研 究 2または 4
日 本 経 済 論 演 習 2または 4 日 本 経 済 論 演 習 2または 4
数 量 経 済分析特殊研究 2または 4 数 量 経 済分析特殊研究 2または 4
数 量 経 済 分 析 演 習 2または 4 数 量 経 済 分 析 演 習 2または 4
数 理 計 画 論 特 殊 研 究 2または 4 数 理 計 画 論 特 殊 研 究 2または 4
数 理 計 画 論 演 習 2または 4 数 理 計 画 論 演 習 2または 4
財 政 学 特 殊 研 究 2または 4 財 政 学 特 殊 研 究 2または 4
財 政 学 演 習 2または 4 財 政 学 演 習 2または 4
金 融 論 特 殊 研 究 2または 4 金 融 論 特 殊 研 究 2または 4
金 融 論 演 習 2または 4 金 融 論 演 習 2または 4
国 際 金 融 論 特 殊 研 究 2または 4 国 際 金 融 論 特 殊 研 究 2または 4
国 際 金 融 論 演 習 2または 4 国 際 金 融 論 演 習 2または 4
統 計 学 特 殊 研 究 2または 4 統 計 学 特 殊 研 究 2または 4
統 計 学 演 習 2または 4 統 計 学 演 習 2または 4
環 境 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4
環 境 経 済 学 演 習 2または 4 環 境 経 済 学 演 習 2または 4
労 働 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4 労 働 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4
労 働 経 済 学 演 習 2または 4 労 働 経 済 学 演 習 2または 4
社 会 保 障 論 特 殊 研 究 2または 4 社 会 保 障 論 特 殊 研 究 2または 4
社 会 保 障 論 演 習 2または 4 社 会 保 障 論 演 習 2または 4
公 共 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4 公 共 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4
公 共 経 済 学 演 習 2または 4 公 共 経 済 学 演 習 2または 4
ミ ク ロ 経済学特殊研究 2または 4 ミ ク ロ 経済学特殊研究 2または 4
ミ ク ロ 経 済 学 演 習 2または 4 ミ ク ロ 経 済 学 演 習 2または 4
景 気 循 環 論 特 殊 研 究 2または 4 景 気 循 環 論 特 殊 研 究 2または 4
景 気 循 環 論 演 習 2または 4 景 気 循 環 論 演 習 2または 4
経 済 成 長 論 特 殊 研 究 2または 4 経 済 成 長 論 特 殊 研 究 2または 4
経 済 成 長 論 演 習 2または 4 経 済 成 長 論 演 習 2または 4
理 論 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4 理 論 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4
理 論 経 済 学 演 習 2または 4 理 論 経 済 学 演 習 2または 4
応 用 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4 応 用 経 済 学 特 殊 研 究 2または 4
応 用 経 済 学 演 習 2または 4 応 用 経 済 学 演 習 2または 4
時 系 列 分 析 特 殊 研 究 2または 4 時 系 列 分 析 特 殊 研 究 2または 4
時 系 列 分 析 演 習 2または 4 時 系 列 分 析 演 習 2または 4
経済学研究科特殊研究Ⅰ 2または 4
経済学研究科特殊研究Ⅱ 2または 4
経済学研究科特殊研究Ⅲ 2または 4
経済学研究科特殊研究Ⅳ 2または 4
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四　経営学研究科

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

経
　
　
　
営
　
　
　
学
　
　
　
専
　
　
　
攻

経 営 学 文 献 講 読 Ⅰ 2または 4 経 営 学 文 献 講 読 Ⅰ 2または 4
経 営 学 文 献 講 読 Ⅱ 2または 4 経 営 学 文 献 講 読 Ⅱ 2または 4
経 営 学 文 献 講 読 Ⅲ 2または 4 経 営 学 文 献 講 読 Ⅲ 2または 4
経 営 学 文 献 講 読 Ⅳ 2または 4 経 営 学 文 献 講 読 Ⅳ 2または 4
ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅰ 2または 4 ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅰ 2または 4
ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅱ 2または 4 ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅱ 2または 4
ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅲ 2または 4 ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅲ 2または 4
ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅳ 2または 4 ケ ー ス 分 析 演 習 Ⅳ 2または 4
デ ー タ 解 析 演 習 Ⅰ 2または 4 デ ー タ 解 析 演 習 Ⅰ 2または 4
デ ー タ 解 析 演 習 Ⅱ 2または 4 デ ー タ 解 析 演 習 Ⅱ 2または 4
デ ー タ 解 析 演 習 Ⅲ 2または 4 デ ー タ 解 析 演 習 Ⅲ 2または 4
デ ー タ 解 析 演 習 Ⅳ 2または 4 デ ー タ 解 析 演 習 Ⅳ 2または 4
経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
経 営 科 学 演 習 Ⅰ 2または 4 経 営 科 学 演 習 Ⅰ 2または 4
経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
経 営 科 学 演 習 Ⅱ 2または 4 経 営 科 学 演 習 Ⅱ 2または 4
経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅲ 2または 4 経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅲ 2または 4
経 営 科 学 演 習 Ⅲ 2または 4 経 営 科 学 演 習 Ⅲ 2または 4
経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅳ 2または 4 経 営 科 学 特 殊 研 究 Ⅳ 2または 4
経 営 科 学 演 習 Ⅳ 2または 4 経 営 科 学 演 習 Ⅳ 2または 4
経 営 情 報 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 経 営 情 報 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
経 営 情 報 演 習 Ⅰ 2または 4 経 営 情 報 演 習 Ⅰ 2または 4
経 営 情 報 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 経 営 情 報 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
経 営 情 報 演 習 Ⅱ 2または 4 経 営 情 報 演 習 Ⅱ 2または 4
経 営 統 計 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 経 営 統 計 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
経 営 統 計 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 経 営 統 計 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
マーケティングサイエンス特殊研究Ⅰ 2 または 4 マーケティングサイエンス特殊研究Ⅰ 2 または 4
マーケティングサイエンス特殊研究Ⅱ 2 または 4 マーケティングサイエンス特殊研究Ⅱ 2 または 4
マーケティングサイエンス演習 2 または 4 マーケティングサイエンス演習 2 または 4
マーケティング・リサーチ特殊研究 2 または 4 マーケティング・リサーチ特殊研究 2 または 4
経 営 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 経 営 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
経 営 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 経 営 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
経 営 学 特 殊 研 究 Ⅲ 2または 4 経 営 学 特 殊 研 究 Ⅲ 2または 4
経 営 学 特 殊 研 究 Ⅳ 2または 4 経 営 学 特 殊 研 究 Ⅳ 2または 4
経 営 学 演 習 Ⅰ 2または 4 経 営 学 演 習 Ⅰ 2または 4
経 営 学 演 習 Ⅱ 2または 4 経 営 学 演 習 Ⅱ 2または 4
戦 略 行 動 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 戦 略 行 動 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
戦 略 行 動 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 戦 略 行 動 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
戦 略 行 動 演 習 2または 4 戦 略 行 動 演 習 2または 4
イノベーション特殊研究Ⅰ 2または 4 イノベーション特殊研究Ⅰ 2または 4
イノベーション特殊研究Ⅱ 2または 4 イノベーション特殊研究Ⅱ 2または 4
イ ノ ベ ー シ ョ ン 演 習 2または 4 イ ノ ベ ー シ ョ ン 演 習 2または 4
経 営 組 織 論 特 殊 研 究 2または 4 経 営 組 織 論 特 殊 研 究 2または 4
経 営 組 織 論 演 習 2または 4 経 営 組 織 論 演 習 2または 4
組 織 行 動 論 特 殊 研 究 2または 4 組 織 行 動 論 特 殊 研 究 2または 4
組 織 行 動 論 演 習 2または 4 組 織 行 動 論 演 習 2または 4
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Ⅰ

学
　
　
則

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

経
　
　
　
営
　
　
　
学
　
　
　
専
　
　
　
攻

企 業 論 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 企 業 論 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
企 業 論 演 習 Ⅰ 2または 4 企 業 論 演 習 Ⅰ 2または 4
企 業 論 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 企 業 論 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
企 業 論 演 習 Ⅱ 2または 4 企 業 論 演 習 Ⅱ 2または 4
経 営 戦 略 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 経 営 戦 略 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
経 営 戦 略 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 経 営 戦 略 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
経 営 戦 略 演 習 2または 4 経 営 戦 略 演 習 2または 4
産 業 発 展論特殊研究Ⅰ 2または 4 産 業 発 展論特殊研究Ⅰ 2または 4
産 業 発 展論特殊研究Ⅱ 2または 4 産 業 発 展論特殊研究Ⅱ 2または 4
産 業 発 展 論 演 習 2または 4 産 業 発 展 論 演 習 2または 4
国 際 経 営 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 国 際 経 営 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
国 際 経 営 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 国 際 経 営 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
交 通 経 営 論 特 殊 研 究 2または 4 交 通 経 営 論 特 殊 研 究 2または 4
交 通 経 営 論 演 習 2または 4 交 通 経 営 論 演 習 2または 4
経 営 労 務 論 特 殊 研 究 2または 4 経 営 労 務 論 特 殊 研 究 2または 4
経 営 労 務 論 演 習 2または 4 経 営 労 務 論 演 習 2または 4
経 営 財 務論特殊研究Ⅰ 2または 4 経 営 財 務論特殊研究Ⅰ 2または 4
経 営 財 務論特殊研究Ⅱ 2または 4 経 営 財 務論特殊研究Ⅱ 2または 4
経 営 財 務 論 演 習 2または 4 経 営 財 務 論 演 習 2または 4
マーケティング特殊研究Ⅰ 2または 4 マーケティング特殊研究Ⅰ 2または 4
マーケティング特殊研究Ⅱ 2または 4 マーケティング特殊研究Ⅱ 2または 4
マーケティング特殊研究Ⅲ 2または 4 マーケティング特殊研究Ⅲ 2または 4
マ ー ケ テ ィ ン グ 演 習 2または 4 マ ー ケ テ ィ ン グ 演 習 2または 4
消 費 者 行動特殊研究Ⅰ 2または 4 消 費 者 行動特殊研究Ⅰ 2または 4
消 費 者 行動特殊研究Ⅱ 2または 4 消 費 者 行動特殊研究Ⅱ 2または 4
消 費 者 行 動 演 習 2または 4 消 費 者 行 動 演 習 2または 4
会 計 学 特 殊 研 究 2または 4 会 計 学 特 殊 研 究 2または 4
会 計 学 演 習 2または 4 会 計 学 演 習 2または 4
原 価 会 計 特 殊 研 究 2または 4 原 価 会 計 特 殊 研 究 2または 4
原 価 会 計 演 習 2または 4 原 価 会 計 演 習 2または 4
会 計 監 査論特殊研究Ⅰ 2または 4 会 計 監 査論特殊研究Ⅰ 2または 4
会 計 監 査論特殊研究Ⅱ 2または 4 会 計 監 査論特殊研究Ⅱ 2または 4
会 計 監 査 論 演 習 2または 4 会 計 監 査 論 演 習 2または 4
管 理 会 計 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 管 理 会 計 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
管 理 会 計 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4 管 理 会 計 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
管 理 会 計 演 習 2または 4 管 理 会 計 演 習 2または 4
日 本 経 営史特殊研究Ⅰ 2または 4 日 本 経 営史特殊研究Ⅰ 2または 4
日 本 経 営史特殊研究Ⅱ 2または 4 日 本 経 営史特殊研究Ⅱ 2または 4
日 本 経 営 史 演 習 2または 4 日 本 経 営 史 演 習 2または 4
経 営 史 特 殊 研 究 2または 4 経 営 史 特 殊 研 究 2または 4
経 営 史 演 習 2または 4 経 営 史 演 習 2または 4
経営学研究科特殊研究Ⅰ 2または 4
経営学研究科特殊研究Ⅱ 2または 4
経営学研究科特殊研究Ⅲ 2または 4
経営学研究科特殊研究Ⅳ 2または 4
研 究 指 導 Ⅰ 2
研 究 指 導 Ⅱ 2
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五　人文科学研究科

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

哲 

学 

専 

攻

哲 学 特 殊 研 究 2または 4 哲 学 特 殊 研 究 2または 4
哲 学 史 特 殊 研 究 2または 4 哲 学 史 特 殊 研 究 2または 4
思 想 史 特 殊 研 究 2または 4 思 想 史 特 殊 研 究 2または 4
哲 学 演 習 2または 4 哲 学 演 習 2または 4
思 想 史 演 習 2または 4 思 想 史 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

美
術
史
学
専
攻

日本東洋美術史特殊研究 2または 4 日本東洋美術史特殊研究 2または 4
西 洋 美 術 史 特 殊 研 究 2または 4 西 洋 美 術 史 特 殊 研 究 2または 4
美 術 館 学 特 殊 研 究 2または 4 美 術 館 学 特 殊 研 究 2または 4
日 本 東 洋 美 術 史 演 習 2または 4 日 本 東 洋 美 術 史 演 習 2または 4
西 洋 美 術 史 演 習 2または 4 西 洋 美 術 史 演 習 2または 4
芸 術 学 演 習 2または 4 芸 術 学 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

史
　
学
　
専
　
攻

日 本 史 特 殊 研 究 2または 4 日 本 史 特 殊 研 究 2または 4
東 洋 史 特 殊 研 究 2または 4 東 洋 史 特 殊 研 究 2または 4
西 洋 史 特 殊 研 究 2または 4 西 洋 史 特 殊 研 究 2または 4
古 文 書 学 文 献 学 研 究 2または 4 古 文 書 学 文 献 学 研 究 2または 4
史 学 理 論 史 学 史 研 究 2または 4 史 学 理 論 史 学 史 研 究 2または 4
日 本 史 演 習 2または 4 日 本 史 演 習 2または 4
東 洋 史 演 習 2または 4 東 洋 史 演 習 2または 4
西 洋 史 演 習 2または 4 西 洋 史 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

日
本
語
日
本
文
学
専
攻

日 本 語 学 特 殊 研 究 2または 4 日 本 語 学 特 殊 研 究 2または 4
日 本 語 史 特 殊 研 究 2または 4 日 本 語 史 特 殊 研 究 2または 4
日 本 文 学 特 殊 研 究 2または 4 日 本 文 学 特 殊 研 究 2または 4
日 本 文 学 史 特 殊 研 究 2または 4 日 本 文 学 史 特 殊 研 究 2または 4
中 国 文 学 特 殊 研 究 2または 4 中 国 文 学 特 殊 研 究 2または 4
日 本 語 学 演 習 2または 4 日 本 語 学 演 習 2または 4
日 本 文 学 演 習 2または 4 日 本 文 学 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

英
語
英
米
文
学
専
攻

英 米 語 学 特 殊 研 究 2または 4 英 米 語 学 特 殊 研 究 2または 4
英 詩 特 殊 研 究 2または 4 英 詩 特 殊 研 究 2または 4
英 米 小 説 特 殊 研 究 2または 4 英 米 小 説 特 殊 研 究 2または 4
英米文学研究法特殊研究 2または 4 英米文学研究法特殊研究 2または 4
英 米 演 劇 特 殊 研 究 2または 4 英 米 演 劇 特 殊 研 究 2または 4
英 米 評 論 特 殊 研 究 2または 4 英 米 評 論 特 殊 研 究 2または 4
作 家 作 品 特 殊 研 究 2または 4 作 家 作 品 特 殊 研 究 2または 4
英 米 語 学 演 習 2または 4 英 米 語 学 演 習 2または 4
英 米 文 学 演 習 2または 4 英 米 文 学 演 習 2または 4
英 詩 演 習 2または 4 英 詩 演 習 2または 4

博 士 論 文 指 導 2
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Ⅰ

学
　
　
則

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

ド
イ
ツ
語
ド
イ
ツ
文
学
専
攻

ド イ ツ 語 学 特 殊 研 究 2または 4 ド イ ツ 語 学 特 殊 研 究 2または 4
ド イ ツ 語 史 特 殊 研 究 2または 4 ド イ ツ 語 史 特 殊 研 究 2または 4
ド イ ツ 文学史特殊研究 2または 4 ド イ ツ 文学史特殊研究 2または 4
ド イ ツ 文 学 特 殊 研 究 2または 4 ド イ ツ 文 学 特 殊 研 究 2または 4
ド イ ツ 演 劇 特 殊 研 究 2または 4 ド イ ツ 演 劇 特 殊 研 究 2または 4
ド イ ツ 語 学 演 習 2または 4 ド イ ツ 語 学 演 習 2または 4
ド イ ツ 文 学 演 習 2または 4 ド イ ツ 文 学 演 習 2または 4
ド イ ツ 演 劇 演 習 2または 4 ド イ ツ 演 劇 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

フ
ラ
ン
ス
文
学
専
攻

フランス語学特殊研究 2または 4 フ ラ ン ス語学特殊研究 2または 4
フランス文学史特殊研究 2または 4 フランス文学史特殊研究 2または 4
フ ラ ン ス文学特殊研究 2または 4 フ ラ ン ス文学特殊研究 2または 4
フ ラ ン ス 語 学 演 習 2または 4 フ ラ ン ス 語 学 演 習 2または 4
フ ラ ン ス 文 学 演 習 2または 4 フ ラ ン ス 文 学 演 習 2または 4
フ ラ ン ス 演 劇 演 習 2または 4 フ ラ ン ス 演 劇 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

心
　
理
　
学
　
専
　
攻

心 理 学 特 殊 研 究 1 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 1 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 2 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 2 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 3 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 3 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 4 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 4 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 5 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 5 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 6 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 6 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 7 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 7 2 または 4
心 理 学 特 殊 研 究 8 2 または 4 心 理 学 特 別 研 究 8 2 または 4
心 理 学 演 習 1 2 または 4 心 理 学 演 習 1 2 または 4
心 理 学 演 習 2 2 または 4 心 理 学 演 習 2 2 または 4
心 理 学 演 習 3 2 または 4 心 理 学 演 習 3 2 または 4
心 理 学 演 習 4 2 または 4 心 理 学 演 習 4 2 または 4

博 士 論 文 指 導 2

臨
床
心
理
学
専
攻

臨 床 心 理 学 特 論 4 臨 床 心 理 学 演 習 1 2 または 4
臨 床 心 理 面 接 特 論 4 臨 床 心 理 学 演 習 2 2 または 4
臨床心理査定演習Ⅰ（心理的ア
セスメントに関する理論と実践） 2 臨 床 心 理 学 演 習 3 2 または 4

臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅱ 2 臨 床 心 理 学 演 習 4 2 または 4
臨 床 心 理 基 礎 実 習 2 臨 床 心 理 学 演 習 5 4
心 理 実 践 実 習 Ⅰ 1 臨 床 心 理学特別研究 1 2 または 4
臨 床 心 理 実 習 Ⅰ
（ 心 理 実 践 実 習 Ⅱ ） 1 臨 床 心 理学特別研究 2 2 または 4

臨 床 心 理 実 習 Ⅱ 1 臨 床 心 理学特別研究 3 2 または 4
投 映 法 特 論 2または 4 臨 床 心 理学特別研究 4 2 または 4
心の健康教育特論（心の健
康教育に関する理論と実践） 2または 4
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専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

臨

床

心

理

学

専

攻

心理療法技法論（心理支
援に関する理論と実践） 2

心 理 療 法 特 論 Ⅰ 2
心 理 療 法 特 論 Ⅱ 2
学校臨床心理学特論（教育分
野に関する理論と支援の展開） 2または 4

福祉心理支援特論（福祉分野
に関する理論と支援の展開） 2または 4

事 例 研 究 法 特 論 2
臨 床 心 理 関 連 行 政 論 2
障害者（児）心理学特論
（ 福 祉 分 野 に 関 す る
理 論 と 支 援 の 展 開 ）

2または 4

精 神 医 学 特 論 Ⅰ
（ 保 健 医 療 分 野 に 関 す
る 理 論 と 支 援 の 展 開 ）

2

精 神 医 学 特 論 Ⅱ 2
家族心理学特論（家族関係・
集団・地域社会における心
理支援に関する理論と実践）

2

老年心理学特論（福祉分野
に関する理論と支援の展開） 2

犯罪心理学特論（司法・犯罪分
野に関する理論と支援の展開） 2

産業・労働心理支援特論
（産業・労働分野に関す
る 理 論 と 支 援 の 展 開 ）

2

認 知 心 理 学 特 論 1 2 または 4
認 知 心 理 学 特 論 2 2 または 4
社 会 心 理 学 特 論 1 2 または 4
社 会 心 理 学 特 論 2 2 または 4
教 育 心 理 学 特 論 1 2 または 4
教 育 心 理 学 特 論 2 2 または 4
発 達 心 理 学 特 論 1 2 または 4
発 達 心 理 学 特 論 2 2 または 4
心 理 学 研 究 法 特 論 1 2 または 4
心 理 学 研 究 法 特 論 2 2 または 4

教
　
育
　
学
　
専
　
攻

学 校 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2 学 校 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2
教 育 史 概 説 2または 4 教 育 史 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
教 育 史 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 教 育 史 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
教 育 史 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 教 師 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
教 師 教 育 概 説 2または 4 教 師 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
教 師 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 教 育 行 政 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
教 師 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 教 育 行 政 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
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Ⅰ

学
　
　
則

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

教
　
　
育
　
　
学
　
　
専
　
　
攻

教 育 行 政 概 説 2または 4 授 業 研 究 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
教 育 行 政 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 授 業 研 究 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
教 育 行 政 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 音 楽 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
授 業 研 究 概 説 2または 4 音 楽 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
授 業 研 究 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 国 語 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
授 業 研 究 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 国 語 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
音 楽 教 育 概 説 2または 4 算 数 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
音 楽 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 数 学 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
音 楽 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 美 術 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
国 語 教 育 概 説 2または 4 美 術 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
国 語 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 英 語 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
国 語 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 英 語 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
算 数 教 育 概 説 2または 4 社 会 科 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
算 数 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 社 会 科 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
数 学 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 特 別 活 動 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
美 術 教 育 概 説 2または 4 特 別 活 動 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
美 術 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 体 育 教 育 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
美 術 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 体 育 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
英 語 教 育 概 説 2または 4 理 科 と 環 境 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
英 語 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 理 科 と 環 境 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
英 語 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 総 合 学 習 事 例 研 究 Ⅱ 2または 4
社 会 科 教 育 概 説 2または 4 総 合 学 習 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
社 会 科 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4 教 育 学 特 別 演 習 Ⅱ 2または 4
社 会 科 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4 博 士 論 文 指 導 2
特 別 活 動 概 説 2または 4
特 別 活 動 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4
特 別 活 動 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
体 育 教 育 概 説 2または 4
体 育 教 育 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4
体 育 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
理 科 と 環 境 概 説 2または 4
理 科 と 環 境 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4
理 科 と 環 境 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
総 合 学 習 概 説 2または 4
総 合 学 習 事 例 研 究 Ⅰ 2または 4
総 合 学 習 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
教 育 学 特 別 演 習 Ⅰ 2または 4
修 士 論 文 指 導 2
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専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程

備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

ア
ー
カ
イ
ブ
ズ
学
専
攻

アーカイブズ学理論研究Ⅰ 2または 4 アーカイブズ学理論研究Ⅰ 2または 4
アーカイブズ学理論研究Ⅱ 2または 4 アーカイブズ学理論研究Ⅱ 2または 4
アーカイブズ学理論研究Ⅲ 2または 4 アーカイブズ学理論研究Ⅲ 2または 4
記 録 史 料 学 研 究 Ⅰ 2または 4 記 録 史 料 学 研 究 Ⅰ 2または 4
記 録 史 料 学 研 究 Ⅱ 2または 4 記 録 史 料 学 研 究 Ⅱ 2または 4
記 録 史 料 学 研 究 Ⅲ 2または 4 記 録 史 料 学 研 究 Ⅲ 2または 4
アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅰ 2 または 4 アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅰ 2 または 4
アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅱ 2 または 4 アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅱ 2 または 4
アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅲ 2 または 4 アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅲ 2 または 4
情 報 資 源 論 Ⅰ 2または 4 情 報 資 源 論 Ⅰ 2または 4
情 報 資 源 論 Ⅱ 2または 4 情 報 資 源 論 Ⅱ 2または 4
ア ー カ イ ブ ズ 学 演 習 4 ア ー カ イ ブ ズ 学 演 習 4
アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅰ 4 アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅰ 4
アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅱ 4 アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅱ 4
ア ー カ イ ブ ズ 実 習 4 ア ー カ イ ブ ズ 実 習 4

博 士 論 文 指 導 2

身
体
表
象
文
化
学
専
攻

舞 台 芸 術 批 評 研 究 2または 4 舞 台 芸 術 批 評 研 究 2または 4
映 像 芸 術 批 評 研 究 2または 4 映 像 芸 術 批 評 研 究 2または 4
マンガ・アニメーション芸術批評研究 2 または 4 マンガ・アニメーション芸術批評研究 2 または 4
舞 台 芸 術 文 化 論 演 習 2または 4 舞 台 芸 術 文 化 論 演 習 2または 4
映 像 芸 術 文 化 論 演 習 2または 4 映 像 芸 術 文 化 論 演 習 2または 4
マンガ・アニメーション芸術文化論演習 2 または 4 マンガ・アニメーション芸術文化論演習 2 または 4
身 体 表 象 文 化 論 演 習 2または 4 身 体 表 象 文 化 論 演 習 2または 4
身 体 表 象 文 化 史 演 習 2または 4 身 体 表 象 文 化 史 演 習 2または 4
表 象 文 化 制 度 論 演 習 2または 4 表 象 文 化 制 度 論 演 習 2または 4
修 士 論 文 指 導 2 博 士 論 文 指 導 2

本
研
究
科
所
属
の
共
通
科
目

言 語 学 特 殊 研 究 2または 4 言 語 学 特 殊 研 究 2または 4
ギリシア・ラテン文学特殊研究 2または 4 ギリシア・ラテン文学特殊研究 2または 4
上 級 古 典 語 2または 4 上 級 古 典 語 2または 4
漢 語 原 書 講 読 2または 4 漢 語 原 書 講 読 2または 4
比 較 文 学 特 殊 研 究 2または 4 比 較 文 学 特 殊 研 究 2または 4
アカデミック・ライティング 2または 4 アカデミック・ライティング 2または 4
国 際 文 化 学 特 殊 研 究 2または 4 国 際 文 化 学 特 殊 研 究 2または 4
※ 教 育 特 殊 研 究 Ⅰ 2または 4
※ 教 育 特 殊 研 究 Ⅱ 2または 4
※ 教 育 学 演 習 Ⅰ 2または 4
※ 教 育 学 演 習 Ⅱ 2または 4

（備考）
　※印は教職に関する科目である。
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Ⅰ

学
　
　
則

六　自然科学研究科

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程 講　義

その他 備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

物
　
　
理
　
　
学
　
　
専
　
　
攻

物 性 物 理 学 Ⅰ 2 物 性 物 理 学 Ⅰ 2 講　義

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

同 Ⅴ 2 同 Ⅴ 2 〃

同 Ⅵ 2 同 Ⅵ 2 〃

核 物 理 学 Ⅰ 2 核 物 理 学 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

基 礎 物 理 学 Ⅰ 2 基 礎 物 理 学 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

数 理 物 理 学 Ⅰ 2 数 理 物 理 学 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

応 用 物 理 学 Ⅰ 2 応 用 物 理 学 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

同 Ⅴ 2 同 Ⅴ 2 〃

化 学 物 理 学 Ⅰ 2 化 学 物 理 学 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

物 理 学 輪 講 Ⅰ 4 物 理 学 輪 講 Ⅱ 3 演　習 必　修

物 理 学 研 究 Ⅰ 10 物 理 学 研 究 Ⅱ 15 演習、実験 必　修

（1）‌�博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 8単位以内に限り本研究科所属の他の
専攻課程の授業科目をもって代用することができる。

（2）博士前期課程においては、第 1年度に講義 8単位以上を履修しなければならない。
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専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程 講　義

その他 備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

化
　
学
　
専
　
攻

無 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 無 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 講　義

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

分 析 化 学 特 論 Ⅰ 2 分 析 化 学 特 論 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

有 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 有 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

同 Ⅴ 2 同 Ⅴ 2 〃

物 理 化 学 特 論 Ⅰ 2 物 理 化 学 特 論 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

同 Ⅴ 2 同 Ⅴ 2 〃

化 学 物 理 学 Ⅰ 2 化 学 物 理 学 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 同 Ⅳ 2 〃

実 践 化 学 英 語 2 実 践 化 学 英 語 2 〃

化 学 特 別 演 習 Ⅰ 4 化 学 特 別 演 習 Ⅱ 6 演　習 必　修

化 学 特 別 研 究 Ⅰ 12 化 学 特 別 研 究 Ⅱ 15 実　験 必　修

（1）‌�博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 8単位以内に限り本研究科所属の他の
専攻課程の授業科目をもって代用することができる。
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Ⅰ

学
　
　
則

　　

専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程 講　義

その他 備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

数
　
学
　
専
　
攻

代 数 学 特 論 Ⅰ 2 講　義

同 Ⅱ 2 代 数 学 特 論 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 〃

幾 何 学 特 論 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 幾 何 学 特 論 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 〃

解 析 学 特 論 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 解 析 学 特 論 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 〃

確率論及統計学特論Ⅰ 2 確率論及統計学特論Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

数 理 科 学 特 論 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 数 理 科 学 特 論 Ⅱ 2 〃

同 Ⅲ 2 同 Ⅲ 2 〃

同 Ⅳ 2 〃

数 学 特 別 講 義 Ⅰ 2 数 学 特 別 講 義 Ⅰ 2 〃

同 Ⅱ 2 同 Ⅱ 2 〃

数 学 研 究 Ⅰ 14 数 学 研 究 Ⅱ 16 演　習 必　修

（1）‌�博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上講義選択科目のうち 4単位以内に限り本研究科所属の他の各
専攻課程の授業科目をもって代用することができる。
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専攻
博　士　前　期　課　程 博　士　後　期　課　程 講　義

その他 備 考
授　業　科　目 単位 授　業　科　目 単位

生
　
命
　
科
　
学
　
専
　
攻

分子細胞生物学特論Ⅰ 2 講　義 選　択

同 Ⅱ 2 〃 〃

同 Ⅲ 2 〃 〃

同 Ⅳ 2 〃 〃

同 Ⅴ 2 〃 〃

統合生命科学特論Ⅰ 2 〃 〃

同 Ⅱ 2 〃 〃

同 Ⅲ 2 〃 〃

同 Ⅳ 2 〃 〃

同 Ⅴ 2 〃 〃

同 Ⅵ 2 〃 〃

応用生物学特論Ⅰ 2 〃 〃

同 Ⅱ 2 〃 〃

生命科学先端研究技術演習Ⅰ 2 演　習 〃

同 Ⅱ 2 〃 〃

グローバル生命科学Ⅱ 2 講　義 必　修

生命科学特別演習Ⅰ 4 生命科学特別演習Ⅱ 6 演　習 必　修

生命科学特別研究Ⅰ 12 生命科学特別研究Ⅱ 15 実　験 必　修

（1）‌�演習のうちから 1科目以上を選択履修する。
（2）‌�博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 8単位以内に限り本研究科所属の他の

専攻課程の授業科目をもって代用することができる。
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Ⅰ

学
　
　
則

別表 2

区　　分 金額（円）

入学検定料   35,000

入 学 金 150,000

別表 3－ 1（博士前期課程）

区　　分 年　　額
（円）

分納額及び分納期

第 1期
4月30日まで

第 2期
9月30日まで

授
　
業
　
料

法 学 研 究 科

508,000 254,000 254,000
政 治 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

経 営 学 研 究 科

人 文 科 学 研 究 科 510,000 255,000 255,000

自 然 科 学 研 究 科 688,000 344,000 344,000

施
設
設
備
費

法 学 研 究 科

198,000 198,000 ―
政 治 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

経 営 学 研 究 科

人 文 科 学 研 究 科 190,000 190,000 ―

自 然 科 学 研 究 科 196,000 196,000 ―

研
究
実
験
費

人 文 科 学 研 究 科
（心理学専攻・臨床心理学専攻・教育学専攻） 30,000 30,000 ―

自 然 科 学
研 究 科

「実験」を選
択するもの 70,000 70,000 ―

ただし、入学年度の第 1期分授業料、施設設備費及び研究実験費は、入学手続時に納付するものとする。



36

別表 3－ 2（博士後期課程）

区　　分 年　　額
（円）

分納額及び分納期

第 1期
4月30日まで

第 2期
9月30日まで

授
　
業
　
料

法 学 研 究 科

480,000 240,000 240,000
政 治 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

経 営 学 研 究 科

人 文 科 学 研 究 科 480,000 240,000 240,000

自 然 科 学 研 究 科 650,000 325,000 325,000

施
設
設
備
費

法 学 研 究 科

186,000 186,000 ―
政 治 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

経 営 学 研 究 科

人 文 科 学 研 究 科 180,000 180,000 ―

自 然 科 学 研 究 科 184,000 184,000 ―

研
究
実
験
費

人 文 科 学 研 究 科
（心理学専攻・臨床心理学専攻・教育学専攻） 30,000 30,000 ―

自 然 科 学
研 究 科

「実験」を選
択するもの 70,000 70,000 ―

ただし、入学年度の第 1期分授業料、施設設備費及び研究実験費は、入学手続時に納付するものとする。
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別表 4（委託生、研究生）

区　　分 年　額（円） 摘　　要

授　業　料

法 学 研 究 科

320,000 期間が半年の場合は 160,000円

政 治 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

経 営 学 研 究 科

人 文 科 学 研 究 科

自 然 科 学 研 究 科 420,000 期間が半年の場合は 210,000円

＊　
研究実験費

人 文 科 学 研 究 科
（心理学専攻・臨床心理学専攻・教育学専攻）

自 然 科 学 研 究 科
（「実験」を選択するもの）

期間が半年の場合は半額

＊　必要に応じて徴収することがある。

別表 5（科目等履修生、交流学生）

区　分 金　額（円） 摘　　要

選 考 料 20,000

登 録 料 10,000 2 年間以上継続して履修する場合は初年度のみ

履 修 料 1 科目につき 50,000 半期終了科目は 25,000円
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学習院大学学位規程

昭和 36 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 昭和 39 年 3 月 31 日	 昭和 40 年 4 月 1 日
	 昭和 47 年 4 月 1 日	 昭和 53 年 4 月 1 日
	 昭和 54 年 4 月 1 日	 昭和 56 年 4 月 1 日
	 昭和 57 年 4 月 1 日	 昭和 59 年 4 月 1 日
	 昭和 61 年 4 月 1 日	 平成 2 年 4 月 1 日
	 平成 3 年 10 月 30 日	 平成 6 年 4 月 1 日
	 平成 8 年 4 月 1 日	 平成 14 年 4 月 1 日
	 平成 15 年 4 月 1 日	 平成 16 年 4 月 1 日
	 平成 17 年 4 月 1 日	 平成 18 年 4 月 1 日
	 平成 19 年 4 月 1 日	 平成 20 年 3 月 28 日
	 平成 21 年 4 月 1 日	 平成 22 年 4 月 1 日
	 平成 23 年 4 月 1 日	 平成 25 年 4 月 1 日
	 平成 26 年 4 月 1 日	 平成 27 年 4 月 1 日
	 平成 28 年 4 月 1 日	 平成 29 年 4 月 1 日

第 1章　総　　則
　（目的）
第 1条　この規程は本学において授与する学位につい
て学位規則（昭和28年文部省令第 ９号）第13条の
規定並びに学習院大学学則、学習院大学大学院学
則及び学習院大学専門職大学院学則に基づき必要
な事項を定めることを目的とする。

　（学位の名称）
第 2条　本学において授与する学位は学士、修士、博
士及び法務博士（専門職）とする。
2　学士の学位には、次の区分により専攻分野を付記
する。

　　学士（法 学）
　　学士（政 治 学）
　　学士（経 済 学）
　　学士（経 営 学）
　　学士（哲 学）
　　学士（史 学）
　　学士（日本語日本文学）
　　学士（英語英米文化学）
　　学士（ドイツ語圏文化学）

　　学士（フランス語圏文化学）
　　学士（心　　理　　学）
　　学士（教　　育　　学）
　　学士（理　　　　　学）
　　学士（社　会　科　学）
3　修士の学位には、次の区分により専攻分野を付記
する。

　　修士（法　　　　　学）
　　修士（政　　治　　学）
　　修士（経  済  学）
　　修士（経  営  学）
　　修士（哲  学）
　　修士（美  術  史  学）
　　修士（史  学）
　　修士（日本語日本文学）
　　修士（英 語 英 米 文 学）
　　修士（ドイツ語ドイツ文学）
　　修士（フ ラ ン ス 文 学）
　　修士（心  理  学）
　　修士（臨 床 心 理 学）
　　修士（教  育  学）
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　　修士（アーカイブズ学）
　　修士（表 象 文 化 学）
　　修士（理  学）
4　博士の学位には、次の区分により専攻分野を付記
する。

　　博士（法  学）
　　博士（政  治  学）
　　博士（経  済  学）
　　博士（経  営  学）
　　博士（哲  学）
　　博士（美  術  史  学）
　　博士（史  学）
　　博士（日本語日本文学）
　　博士（英 語 英 米 文 学）
　　博士（ドイツ語ドイツ文学）
　　博士（フ ラ ン ス 文 学）
　　博士（心  理  学）
　　博士（臨 床 心 理 学）
　　博士（教  育  学）
　　博士（アーカイブズ学）
　　博士（表 象 文 化 学）
　　博士（理  学）
　（細則）
第 3条　本学において授与する学位について必要な事
項に関しては、本規程に定める規定のほか各研究
科の定めるところによる。

第 2章　学　　士
　（学士の学位）
第 4条　本学の各学部において、規定の修業年限を満
たし、所定の授業科目を履修し、卒業に必要な単
位数を修得した者には、本学学則の定めるところ
により、学士の学位を授与する。

　（学位授与の時期）
第 5条　学士の学位授与の時期は、 3月とする。ただ
し、教授会が特別に必要と認めた場合は、 9月と
することができる。

第 3章　修　　士
　（修士の学位）
第 6条　本学大学院の博士前期課程を経た者には、本
大学大学院学則の定めるところにより、修士の学
位を授与する。

　（修士の学位論文及び特定の課題についての研究の
成果の提出）

第 7条　修士の学位論文及び特定の課題についての研
究の成果（以下「修士の学位論文等」という。）は、
学位申請書を添え、指導教授（研究科の定めると
ころにより、准教授が指導教員である場合を含む。
以下同じ。）を経て当該研究科委員長に提出する。
2　修士の学位論文等の提出は在学中でなければなら
ない。

　（修士の学位論文等）
第 8条　修士の学位論文等は主論文一篇とする。ただ
し、参考論文を添付することができる。
2　修士の学位論文等に使用する言語は各研究科委員
会において定める。

　（審査委員）
第 9条　修士の学位論文等の審査委員は、次の各号に
定める者とする。
一　指導教授
二　修士の学位論文の審査においては、当該学位
論文の内容に最も関係する科目若しくはこれに
関連する科目の授業を担当する教授又は准教授
2名以上。ただし、研究科委員会は、審査のた
めに適切であると認めたときは、このうちの 1
名に代えて、第 3項に定める者を審査委員とす
ることができる。

三　特定の課題についての研究の成果の審査にお
いては、当該研究の成果の内容に最も関係する
科目若しくはこれに関連する科目の授業を担当
する教授又は准教授 1名以上。ただし、 2名以
上とした場合、研究科委員会は、審査のために
適切であると認めたときは、このうちの 1名に
代えて、第 3項に定める者を審査委員とするこ
とができる。

2　修士の学位論文等の審査において、指導教授が主
査となる。ただし、研究科委員会は、准教授が指
導教授である場合において、審査のため必要があ
ると認めたときは、指導教授以外の教授を主査と
することができる。
3　研究科委員会は、審査のため必要があると認めた
ときは、第 1項に掲げる者以外の本学大学院教員
又は学外の大学院・研究所等の教員等を審査委員
に加えることができる。

　（審査及び試験）
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第10条　審査委員は、修士の学位論文等の審査及び試
験を行う。
2　修士の学位論文の審査は、以下の観点から総合的
に行うものとする。
一　研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての
的確性

二　課題を追求する上での方法論の適切性
三　研究方法及び調査方法の妥当性
四　結論の妥当性
五　研究の独創性と研究分野への貢献
３　修士の特定の課題についての研究の成果の審査は、
以下の観点から総合的に行うものとする。
一　研究課題の明確性
二　課題を追求する上での方法論の適切性
三　研究方法及び調査方法の妥当性
四　研究の成果の妥当性
五　研究の新規性
４　前 ２項の審査の観点に加えて、各研究科において
審査の観点を設けることができる。
５　試験は修士の学位論文等を中心として、これに
関連のある科目について、口頭又は筆答により行
うものとする。ただし、学位論文等の審査の結果、
その内容が著しく不良であると認めるときは、試
験を省くことができる。

　（審査委員の報告）
第11条　審査委員は、修士の学位論文等の審査及び試
験を終えたときは、学位論文等とともにその審査
の要旨、試験の結果の要旨に、学位を授与できる
か否かの意見を付して、速かに研究科委員会に提
出しなければならない。

　（研究科の議決）
第12条　研究科委員会は、前条の報告に基づいて、修
士の学位を授与すべきか否かを議決する。
２　前項の議決には、研究科委員会委員の 3分の 2以
上の出席を必要とし、修士の学位を授与するには、
出席委員の 3分の 2以上の賛成がなければならな
い。

　（審査結果の報告）
第13条　研究科委員会が前条の議決をしたときは、そ
の委員長は修士の学位論文等の審査の要旨及び試
験の結果の要旨を文書で学長に報告しなければな
らない。
２　試験を行わないで、修士の学位を授与できないも

のと議決したときは、試験の結果の要旨を添える
ことを要しない。

　（学位の授与）
第14条　学長は、前条の報告に基づき、修士の学位を
授与すべき者には修士の学位記を授与し、修士の
学位を授与できない者にはその旨を通知する。
2　修士の学位授与の時期は、 3月及び10月の年 2
回とする。ただし、研究科の定めるところにより、
3月のみとすることができる。

第 4章　課程博士
　（課程博士の学位）
第15条　本学大学院の博士後期課程を経た者には、本
大学大学院学則の定めるところにより、博士の学
位を授与する（以下「課程博士」という。）。

　（課程博士の学位論文の提出）
第16条　課程博士の学位論文は、学位申請書・主論文
の内容の要旨・論文目録・履歴書を添え、指導教
授を経て当該研究科委員長に提出する。
2　課程博士の学位論文の提出は在学中でなければな
らない。
3　前項の場合、論文審査料を免除する。
　（課程博士の学位論文）
第17条　第 8条の規定は、課程博士の学位論文に準用
する。

　（審査委員）
第18条　第 9条の規定は、課程博士の学位論文の審査
委員に準用する。

　（審査及び試験）
第19条　第10条の規定は、課程博士の学位論文の審査
及び試験に準用する。
2　第10条第 2項を準用するにあたっては、研究の独
創性の高さと研究分野への貢献の度合いを重視す
るものとする。

　（審査期間）
第20条　課程博士の学位論文の審査及び試験は、学位
論文を受理した日から 1年以内に終了しなければ
ならない。ただし、特別な事由があるときは、研
究科委員会の議を経て、 1年を超えない範囲にお
いてその期間を延長することができる。
2　前項の場合には、研究科委員長は、延長をする理
由を付してその旨を学長に報告するとともに、当
該申請者に通知しなければならない。
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3 　延長した期間内に学位論文の審査及び試験を終了
することができない特別の事情があるときは、研
究科委員会の議を経て、 1年を超えない範囲にお
いてその期間を再度延長することができる。この
場合には、前項の規定を準用する。

　（審査委員の報告）
第21条　第11条の規定は、審査委員による審査の報告
に準用する。

　（研究科の議決）
第22条　第12条の規定は、研究科委員会の議決に準用
する。

　（審査結果の報告）
第23条　研究科委員会が前条の議決をしたときは、そ
の委員長は、学位論文とともに審議の要旨を文書
で学長に報告しなければならない。
2　試験を行わないで、課程博士の学位を授与できな
いものと議決したときは、試験の結果の要旨を付
することを要しない。

　（学位の授与）
第24条　学長は、前条の報告に基づき、大学院委員会
の議を経て、課程博士の学位を授与すべき者には
課程博士の学位記を授与し、課程博士の学位を授
与できない者にはその旨を通知する。
2　課程博士の学位授与の時期は、 3月及び10月の 2
回とする。ただし、研究科の定めるところにより、
3月のみとすることができる。

　（学位論文要旨の公表）
第25条　本大学は、課程博士の学位を授与したときは、
当該博士の学位を授与した日から 3月以内に当該
博士の学位の授与に係る学位論文の内容の要旨及
び論文審査の結果の要旨を学習院学術成果リポジ
トリによって公表するものとする。

　（学位論文の公表）
第26条　課程博士の学位を授与された者は、当該博
士の学位を授与された日から 1年以内に、その学
位論文の全文を、原則として学習院学術成果リポ
ジトリによって公表しなければならない。ただし、
当該学位を授与される前にすでに公表していたと
きは、この限りでない。
2　前項の規定により学位論文を公表する場合には、
その論文に、「学習院大学審査学位論文」と明記し
なければならない。
3　やむを得ない事由がある場合には、研究科委員会

の議を経て、当該学位論文の全文に代えてその内
容を要約したものを公表することをもって学位論
文の公表に代えることができる。この場合、当該
研究科は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に
供するものとする。

　（学位の登録）
第27条　本学において課程博士の学位を授与したとき
は、学長は学位簿に登録し、文部科学大臣に報告
する。

第 5章　論文博士
　（論文博士の学位）
第28条　博士の学位は、本学大学院博士後期課程を
経ない者であっても、論文を提出してその審査及
び試験に合格し、かつ専攻学術に関し本学大学院
の博士後期課程を修了して学位を授与される者と
同様に広い学識と研究指導能力を有することが確
認（以下「学力の確認」という。）された場合には、
授与することができる（以下「論文博士」という。）。
2　本学大学院の博士後期課程に 3年以上在学し、修
了に必要な所定の単位を修得した後に退学した者
が、再入学しないで博士の学位を申請する場合に
は、前項の規定による。

　（論文博士の学位論文の提出）
第29条　論文博士の学位授与を申請するときは、学位
申請書・主論文の内容の要旨・論文目録・履歴書
及び所定の論文審査料を添え、第 2条に定める学
位の専攻区分を指定して、論文を学長に提出しな
ければならない。
2　本学大学院の博士後期課程に 3年以上在学し、修
了に必要な所定の単位を修得した後に退学した者
が、退学後 3年以内において論文博士の学位授与
を申請する場合は、前項の論文審査料を免除する。
3　受理した論文及び論文審査料は還付しない。
　（論文博士の学位論文）
第30条　第 8条の規定は、論文博士の学位論文に準用
する。

　（審査の付託）
第31条　論文博士の学位論文が提出されたときは、学
長は受理の可否を研究科委員会に照会し、受理す
ることが承認された場合には、その論文を審査す
べき研究科委員会に付託する。

　（審査委員）
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第32条　論文博士の学位論文の審査委員は、当該学位
論文の内容に最も関係する科目若しくはそれに関
連する科目の授業を担当する教授又は准教授 3名
以上とする。ただし、少なくとも 1名は当該学位
論文の内容に最も関係する科目の授業を担当する
教授又は准教授でなければならない。
2　研究科委員会は、審査のために適切であると認め
たときは、前項に定める学位論文の内容に関連す
る科目の授業を担当する教授又は准教授のうちの
1名に代えて、第 9条第 3項に定める者を審査委
員とすることができる。
3　学位論文の審査において、審査委員のうち、当該
学位論文の内容に最も関係する科目を担当する教
授又は准教授が主査となる。ただし、研究科委員
会はその者が准教授である場合には、第 1項に定
める審査委員のうち教授である者を主査とするこ
とができる。
4　研究科委員会は、審査のため必要があると認めた
ときは、第 1項に掲げる者以外の本学大学院教員
又は学外の大学院・研究所等の教員等を審査委員
に加えることができる。

　（審査、試験及び学力の確認）
第33条　審査委員は、論文博士の学位論文の審査、試
験及び学力の確認を行う。
2　第10条第 2項及び第 3項の規定は、審査委員の行
う学位論文の審査及び試験に準用する。
3　第10条第 2項を準用するにあたっては、研究の独
創性の高さと研究分野への貢献の度合いを重視す
るものとする。
4　学力の確認は、試問によって行うことを原則とし、
試問は口頭又は筆答により行う。外国語について
は 2種類を課することを原則とする。
5　本学大学院の博士後期課程に 3年以上在学し、修
了に必要な所定の単位を修得した後に退学した者
が、退学から 5年以内に論文博士の学位を申請し
た場合には、前項の学力の確認を免除する。
6　論文審査の結果、その内容が著しく不良であると
認めるときは、試験及び学力の確認を省くことが
できる。

　（審査期間）
第34条　第20条の規定は、論文博士の学位論文の審査
期間に準用する。

　（審査委員の報告）

第35条　審査委員は、博士の学位論文の審査、試験及
び学力の確認を終えたときは、論文とともにその
審査の要旨、試験及び学力の確認の結果の要旨に、
学位を授与できるか否かの意見を付して、速やか
に研究科委員会に提出しなければならない。

　（研究科の議決）
第36条　第12条の規定は、研究科委員会の議決に準用
する。

　（審査結果の報告）
第37条　第23条第 1項の規定は、審査結果の報告に準
用する。
2　試験及び学力の確認を行わないで、論文博士の学
位を授与できないものと議決したときは、試験及
び学力の確認の結果の要旨を付すことを要しない。

　（学位の授与）
第38条　第24条第 1項の規定は、論文博士の学位の授
与に準用する。
2　論文博士の学位授与の時期は、その都度定める。
　（学位論文要旨の公表）
第39条　第25条の規定は、論文博士の学位論文の要旨
の公表に準用する。

　（学位論文の公表）
第40条　第26条の規定は、論文博士の学位論文の公表
に準用する。

　（学位の登録）
第41条　第27条の規定は、論文博士の学位の登録に準
用する。

第 6章　法務博士（専門職）
　（法務博士（専門職）の学位）
第42条　本学専門職大学院法務研究科（法科大学院）
法務専攻において、規定の修業年限を満たし、所
定の授業科目を履修し、修了に必要な単位数を修
得した者には、本学専門職大学院学則の定めると
ころにより、法務博士（専門職）の学位を授与する。

　（学位授与の時期）
第43条　法務博士（専門職）の学位の授与の時期は、
3月とする。

第 7章　その他
　（学位の名称）
第44条　本学から学位を授与された者が学位の名称を
用いる場合には、次のように学位の種類、専攻分
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野及び本学名を付記するものとする。
　　学士（××）　学習院大学
　　修士（××）　学習院大学
　　博士（××）　学習院大学
　　法務博士（専門職）　学習院大学
　（学位の取消）
第45条　学位を授与された者が、不正の方法により学
位の授与を受けた事実が判明したとき又はその名
誉を汚す行為をしたときは、学長は教授会又は大
学院委員会の議を経て学位を取り消すことができ
る。
2　前項の議決は、学士又は法務博士（専門職）の学
位にあっては、教授会構成員の 3分の 2以上の出
席を必要とし、出席者の 3分の 2以上の賛成がな
ければならない。
3　第 1項の議決は、修士又は博士の学位にあっては、
大学院委員会委員の 3分の 2以上の出席を必要と
し、出席者の 4分の 3以上の賛成がなければなら
ない。

　（学位記及び書類の形式）
第46条　学位記及び学位の申請に関する書類の様式は、
別表による。

　（改正）
第47条　この規程の改正は、各教授会及び各研究科委
員会の議を経て、大学協議会及び大学院委員会の
承認を得なければならない。

附　則
　この規程は、昭和36年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和39年 3 月31日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和40年 7 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和47年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和53年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和54年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和56年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和57年 4 月 1 日から施行する。
附　則

　この規程は、昭和59年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、昭和61年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成 2年 4月 1日から施行する。
附　則
　この規程は、平成 3年10月30日から施行する。ただ
し、第 2条の規定にかかわらず、平成 2年 4月 1日以
前の文学部国文学科及び人文科学研究科国文学専攻の
入学者の学位は、次のとおりとする。
　　　学士（国 文 学）
　　　修士（国 文 学）
　　　博士（国 文 学）
附　則
　この規程は、平成 6年 4月 1日から施行する。
附　則
1 　この規程は、平成 8年 4月 1日から施行する。
2　この規程の施行以前に本学大学院を退学した者が
退学後 3年以内に博士の学位を申請する場合にお
いて、その申請がこの規程の施行後 3年を超えな
い期間内であるときは、第16条第 2 項の規定にか
かわらず、論文博士の学位の申請をすることがで
きる。

附　則
　この規程は、平成14年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成15年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
附　則
1 　この規程は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
2　第 2条第 2項の規定は、平成18年度の文学部ドイ
ツ文学科及びフランス文学科の第 1年次入学者に
ついても適用する。
3　第 2条第 2項の規定にかかわらず、文学部ドイツ
文学科及びフランス文学科の平成17年 4 月 1 日以
前入学者並びに平成18・19年度第 3年次編入学者
の学位は、次のとおりとする。

　　　ドイツ文学科学士（ドイツ文学）
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　　　フランス文学科学士（フランス文学）
附　則
1 　この規程は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
2　第 2条第 2項の規定にかかわらず、文学部英米文
学科の平成19年度以前入学者並びに平成21年度以
前第 3年次編入学者の学位は、次のとおりとする。

　　　英米文学科学士（英米文学）
3　第 2 条第 3 項及び第 4項の専攻分野のうち、美
術史学、アーカイブズ学、表象文化学については、
平成19年度入学者より適用する。

附　則
1 　この規程は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
2　第 2条第 3項及び第 4項の規定にかかわらず、平
成20年 4 月 1 日以前の人文科学研究科イギリス文
学専攻の入学者の学位は、次のとおりとする。

　　　修士（イギリス文学）
　　　博士（イギリス文学）
附　則
1 　この規程は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
2　第 2条第 3項及び第 4項の規定にかかわらず、平

成21年 4 月 1 日以前の人文科学研究科ドイツ文学
専攻の入学者の学位は、次のとおりとする。

　　　修士（ドイツ文学）
　　　博士（ドイツ文学）
附　則
　この規程は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成25年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この規程は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
附　則
1 　この規程は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
2　第16条第 2項、第28条第 2項及び第33条第 5項の
規定にかかわらず、平成28年 4 月 1 日より前に入
学した者については、なお従前の例による。

附　則
　この規程は、平成29年 4 月 1 日から施行する。
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別表第 1
　　　（1）学士　学習院大学学則第49条
　　　　　　　　学習院大学学位規程第 4条による場合

学　　位　　記

学　部　　　　　学　科　　　　　　　

　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　本大学において成規の試験に合格したので学士（　　　　）の学位を授与する。

平成　　年　　月　　日
 ㊞

 ㊞

 ㊞
第　　　号

学習院大学　学部長

学 習 院 大 学 長

学 習 院 長

　　　（2）修士　ア（修士論文による場合）
　　　　　　　　学習院大学大学院学則第14条
　　　　　　　　学習院大学学位規程第 6条による場合

学　　位　　記

　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　年　　月　　日生

平成　　年　　月　　日
㊞

第　　　号

学習院大学長

　本学大学院　　研究科　　専攻の博士前期課程において所定の単位を修得し学位
論文の審査及び最終試験に合格したので、修士（　　　　）の学位を授与する。
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　　　（2）修士　イ（特定の課題についての研究の成果による場合）
　　　　　　　　学習院大学大学院学則第14条
　　　　　　　　学習院大学学位規程第 6条による場合

学　　位　　記

　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　年　　月　　日生

平成　　年　　月　　日
㊞

第　　　号

学習院大学長

　本学大学院　　研究科　　専攻の博士前期課程において所定の単位を修得し特定
課題研究の成果の審査及び最終試験に合格したので、修士（　　　　）の学位を授
与する。

　　　（3）課程博士　学習院大学大学院学則第14条
　　　　　　　　　　学習院大学学位規程第15条による場合

学　　位　　記

　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　年　　月　　日生

平成　　年　　月　　日
㊞

甲第　　　号

学習院大学長

　本学大学院　　研究科　　専攻の博士後期課程において所定の単位を修得し学位
論文の審査及び最終試験に合格したので、博士（　　　　）の学位を授与する。
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（4）論文博士　学習院大学大学院学則第15条
学習院大学学位規程第28条第 1項による場合

学　　位　　記

　氏　名

　年　　月　　日生

平成　　年　　月　　日
㊞

乙第　　　号

学習院大学長

　本大学に学位論文を提出し所定の審査及び試験に合格したので、博士（ ）
の学位を授与する。

（5）法務博士（専門職）　学習院大学専門職大学院学則第12条第 ５項
学習院大学学位規程第42条による場合

学　　位　　記

　氏　名

　年　　月　　日生

平成　　年　　月　　日

㊞

第　　　号

学習院大学長

　本学専門職大学院法務研究科（法科大学院）法務専攻において所定の単位を修得
したので、法務博士（専門職）の学位を授与する。
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別表第 ２　学位申請書（用紙A4）
（1）第 ７条第 1項による場合

学　位　申　請　書

　年　　月　　日

　論文及び提出書類
・主論文
・その他

学習院大学長　殿

学習院大学大学院　　　研究科　　　専攻
博士前期課程

　学習院大学学位規程第 7 条第1 項の規定により修士（ ）の学位の授与を
申請いたします。

氏名 ㊞

（　）部

受　理　　　  年　　月　　日　　事　務　担　当　者　 ㊞

　　　　備考 １．論文及び提出書類の提出部数、その他の提出物は、各研究科の内規による。
　 2．�参考論文を提出する場合には、提出書類として、主論文の次の行に「・参考論文○篇　各○部」
と書き加えること。

　 3．�主論文の内容の一部又は全部が共同研究によるものである場合には、主論文を提出することに
ついて共同研究者の同意書を添付すること。その場合には、提出書類として、その他の次の行に
「・同意書　○件　各 1部」と書き加えること。
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　　　（2）第16条第 1項による場合

学　位　申　請　書

　年　　月　　日

　論文及び提出書類
　　・主論文
　　・論文目録
　　・主論文の内容の要旨
　　・履歴書

学習院大学長　殿

学習院大学大学院　　　研究科　　　専攻
博士後期課程
　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　学習院大学学位規程第16条第 1 項の規定により博士（　　　　）の学位の授与を
申請いたします。

部
部
部
部

受　理　　　  年　　月　　日　　事　務　担　当　者　 ㊞

　　　　備考 １．論文及び提出書類の提出部数は、各研究科の内規による。
　　　　　　 2．�参考論文を提出する場合には、提出書類として、主論文の次の行に「・参考論文○篇　各○部」

と書き加えること。
　　　　　　 3．�主論文の内容の一部又は全部が共同研究によるものである場合には、主論文を提出することに

ついて共同研究者の同意書を添付すること。その場合には、提出書類として、履歴書の次の行に
「・同意書　○件　各 1部」と書き加えること。
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　　　（3）第29条第 1項による場合

学　位　申　請　書

　年　　月　　日

学習院大学長　殿

　学習院大学学位規程第29条第 1 項の規定により博士（　　　　）の学位の授与を
申請いたします。

申請者
　住所
　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞

　　　　　　3 部
　　　　　　4 部
　　　　　　4 部
　　　　　　2 部

金　　　　　円

受　付　　　  年　　月　　日　　事　務　担　当　者　 ㊞

　論文及び提出書類
　　・主論文
　　・論文目録
　　・主論文の内容の要旨
　　・履歴書
　　・論文審査料

　　　　備考 １．�参考論文を提出する場合には、提出書類として、主論文の次の行に「・参考論文○篇　各○部」
と書き加えること。

　　　　　　 2．�主論文の内容の一部又は全部が共同研究によるものである場合には、主論文を提出することに
ついて共同研究者の同意書を添付すること。その場合には、提出書類として、論文審査料の次の
行に「・同意書　○件　各 1部」と書き加えること。
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別表第 3　第16条第 1項又は第29条第 1項による学位申請書添付書類（用紙A4）
　　　（1）論文目録

論　　文　　目　　録

1 　 主論文
　・題名
　・公表の方法及び時期

2 　 参考論文
　・題名
　・公表の方法及び時期

学位申請者氏名

報告番号　　　学習院大・甲・乙・第　　　　　号

　　　　備考 １．論文題名が外国語の場合は、和訳を付記すること。
　　　　　　 2．�参考論文が 2以上ある場合は、それぞれ題名・公表の方法及び時期を記入すること。
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　　　（2）主論文の内容の要旨

主論文の内容の要旨

論文題名

内容の要旨

学位申請者
氏　　　名

ローマ字
氏　　名

報告番号　　　学習院大・甲・乙・第　　　　　号

　　　　備考　用語は日本語とすること。
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　　　（3）履歴書

報告番号　　　学習院大・甲・乙・第　　　　　号

履　　歴　　書

年　　月　　日

学　歴

研究歴

職　歴

学位申請者氏名

生　年　月　日

本　　　　　籍

現　　住　　所

都　道
府　県

男

女

㊞

年　　　　　月　　　　　日
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別表第 4　論文審査の要旨の報告書（用紙A4）
　　　（1）第11条による場合

論文審査の要旨及び担当者

年　　月　　日

論文題名

論文審査の要旨

報告番号 学習院大・修士

学位申請者氏名

論文審査担当者

主査　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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　　　（2）第21条又は第35条による場合

報告番号　　　学習院大・甲・乙・第　　　　　号

論文審査の要旨及び担当者

年　　月　　日

論文題名

論文審査の要旨

学位申請者氏名

論文審査担当者

主査　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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別表第 ５　試験の結果の要旨報告書（用紙A4）
　　　（1）第11条による場合

試験の結果の要旨及び担当者

年　　月　　日

試験の結果の要旨

学位申請者氏名

試 験 担 当 者

報告番号 学習院大・修士

主査　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　備考　‌�試験の内容（どのような科目で、どのような内容の試験を行ったか）、試験の方法（試験の具体的な
方法）、結論（学位授与の可否）を記入すること。
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　　　（2）第21条又は第35条による場合

試験の結果の要旨及び担当者

年　　月　　日

試験の結果の要旨

学位申請者氏名

試 験 担 当 者

主査　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

報告番号　　　学習院大・甲・乙・第　　　　　号

　　　　備考　‌�試験の内容（どのような科目で、どのような内容の試験を行ったか）、試験の方法（試験の具体的な
方法）、結論（学位授与の可否）を記入すること。
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別表第 6　第35条による学力の確認の結果の要旨報告書（用紙A4）

学力の確認の結果の要旨及び担当者

年　　月　　日

学力の確認の結果の要旨

学位申請者氏名

試 験 担 当 者

主査　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

報告番号　　　　　学習院大・乙・第　　　　　号

　　　　備考　‌�試験科目（どのような科目で、どのような内容の試験を行ったか）、確認の方法（学力確認の具体的
な方法）、結果（学力確認の評価と、博士後期課程修了者と同等の学力を有することを確認したこと）
を記入すること。
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別表第 7　学位授与審議報告書（用紙A4）
　　　（1）第23条による場合

学位授与審議報告書

年　　月　　日

1
2

3

4

5

6

7
8

添付書類
　　（1）論文目録　（2）主論文の内容の要旨　（3）履歴書
　　（4）論文審査の要旨及び担当者　（5）試験の結果の要旨及び担当者

学 位 の 名 称
学位授与申請者
　　　本　　籍
　　　氏　　名
　　　生年月日
授 与 の 要 件

学位論文の題名

学位論文審査機関の名称及び組織　　　　　名　称　　審査会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組　織　　委　員　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主　査　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他委員　　　人
判定の方法　　　機関の名称　　研究科委員会
　　　　　　　　判定の方法
研究科委員会開催日　　　　　　年　　月　　日　於
研究科委員会における審議の要旨

報告番号　　　学習院大・甲・第　　　　　　　号

学習院大学長　殿

研究科委員長
　　氏名　　　　　　　　　　　　　  ㊞

研究科　　　専攻博士後期課程修了者

　　　　備考　�課程博士の場合はこの報告書に記入すること。
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　　　（2）第37条による場合

学位授与審議報告書

年　　月　　日

1
2

3
4
5

6

7
8

添付書類
　　（1）論文目録　（2）主論文の内容の要旨　（3）履歴書
　　（4）論文審査の要旨及び担当者　（5）試験の結果の要旨及び担当者
　　（6）学力の確認の結果の要旨及び担当者

学 位 の 名 称
学位授与申請者
　　　本　　籍
　　　氏　　名
　　　生年月日
授 与 の 要 件
学位論文の題名
学位論文審査機関の名称及び組織　　　　　名　称　　審査会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組　織　　委　員　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主　査　　　　　人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他委員　　　人
判定の方法　　　機関の名称　　研究科委員会
　　　　　　　　判定の方法
研究科委員会開催日　　　　　　年　　月　　日　於
研究科委員会における審議の要旨

報告番号　　　学習院大・乙・第　　　　　　　号

学習院大学長　殿

研究科委員長
　　氏名　　　　　　　　　　　　　  ㊞

博士の論文提出者

　　　　備考　�論文博士の場合はこの報告書に記入すること。
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〇学位論文審査料の基準に関する細則

昭和 59 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 平成 8 年 4 月 1 日	 平成 14 年 7 月 18 日

第 1条　この細則は、学習院大学学位規程第29条第 1項の学位論文審査料について、その基準を定める。
第 2条　学位論文審査料は、次の基準による。
一　学位規程第28条第 2項の条件を満たす者
　イ　退学後、 3年を超えて 5年以内に学位論文を提出した者	 30,000 円
　ロ　退学後、 5年を超えて学位論文を提出した者	 60,000 円
二　前号の条件を満たさぬ者
　イ　本大学卒業者及び本大学大学院博士前期課程または修士課程を修了した者	 80,000 円
　ロ　その他の者	 120,000 円
三　本院の専任教職員である者	 20,000 円

第 3条　この細則の改正は、大学院委員会の議を経て行う。
　　附　則
1 　この細則は、昭和59年 4 月 1 日から施行する。
2　学位論文審査料の基準に関する内規は、廃止する。
　　附　則
　この細則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
　　附　則
　この細則は、平成14年 7 月18日から施行する。
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〇学習院大学法学研究科の学位に関する細則

昭和 47 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 昭和 51 年 11 月 11 日	 昭和 54 年 4 月 1 日
	 昭和 62 年 4 月 1 日	 平成 3 年 10 月 30 日
	 平成 7 年 1 月 1 日	 平成 8 年 4 月 1 日
	 平成 9 年 4 月 1 日	 平成 17 年 4 月 1 日
	 平成 22 年 4 月 1 日	 平成 28 年 4 月 1 日

第 1章　総　　則
第 1条　この細則は、学習院大学学位規程（以下「学
位規程」という。）に基づき、法学研究科において
必要のある事項を定めるものとする。

第 2条　法学研究科における学位は、学位規程第 ６条
による修士の学位、学位規程第15条による博士の
学位（以下「課程博士」という。）及び学位規程第
28条による博士の学位（以下「論文博士」という。）
とする。

第 3条　論文は自著論文でなければならない。
２　外国語による論文を提出するときは、邦語訳文を
添付しなければならない。

第 4条　学位論文の題名届の様式は、別表のとおりと
する。
２　学位論文提出のときに添付する学位申請書及び論
文審査その他の報告関係書類の様式は、学位規程
第46条の定めるところによる。

第 2章　修士の学位論文
第 5条　修士の学位論文は、在学期間中に提出するも
のとする。
２　修士の学位論文は、博士前期課程に １年以上在学
し、所定の科目について20単位以上を修得した者
が提出することができる。
３　修士の学位論文（ ３通）の提出期限は １月10日と
し、論文を提出する予定の者は、前年の ６月30日
までに、論文の題名を指導教授を経て研究科委員
長に届け出なければならない。

第 6条　修士の学位論文については、学位規程第 ９条
第 １項による審査委員のうち、指導教授以外の委

員は、研究科委員会で選任する。
２　前条第 ３項の届出があった場合には、研究科委員
会は、その論文の審査委員を １月10日までに選任
するものとする。

第 7条　論文の審査及び論文提出者に対する試験は、
３月 ５日までに終了しなければならない。ただし、
特別の事由があるときは、研究科委員会の議を経
て、その期限を変更することができる。

第 3章　課程博士の学位論文
第 8条　課程博士の学位論文は、在学期間中に提出す
るものとする。
２　課程博士の学位論文は、博士後期課程に 2年以上
在学し、所定の科目について 8単位以上を修得し
た者が提出することができる。
３　課程博士の学位論文（ ３通）の提出期限は 9月30
日又は 3 月31日とする。 9月30日までに論文を提
出する予定の者は、 6月30日までに、 3月31日ま
でに論文を提出する予定の者は、 1月31日までに、
それぞれ論文の題名を指導教授を経て研究科委員
長に届け出なければならない。

第 9条　課程博士の学位論文については、学位規程第
18条による審査委員のうち、指導教授以外の委員
は、研究科委員会で選任する。
２　前条第 3項の届出があった場合には、研究科委員
会は、その届出が 6月30日までになされたときは
9月30日までに、その届出が 1月31日までになさ
れたときは 3月31日までに、それぞれ審査委員を
選任するものとする。

第10条　論文の審査及び論文提出者に対する試験は、
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論文が 9月30日までに提出された場合には、翌年
3月 5 日までに、 3月31日までに提出された場合
には、 9月20日までに、それぞれ終了しなければ
ならない。ただし、特別の事由があるときは、研
究科委員会の議を経て、その期限を変更すること
ができる。

第 4章　論文博士の学位論文
第11条　論文博士の学位論文については、学位規程第
32条による審査委員は、研究科委員会で選任する。
２　前項の審査委員は、論文の提出のあった日から 3
カ月以内に選任するものとする。

第12条　論文の審査、論文提出者に対する試験及び
学位規程第28条による学力の確認は、論文（ ３通）
の提出のあった日から 1年以内に終了しなければ
ならない。ただし、特別の事由があるときは、研
究科委員会の議を経て、その期限を変更すること
ができる。
２　本学大学院博士後期課程に 3年以上在学し、所定
の単位を修得した後退学した者が、退学後 5年以
内に博士の学位を申請したときは、学位規程第33
条第 5項による。

第 5章　改　　　正
第13条　この細則の改正は、研究科委員会の議決によ
る。

附　則
　この細則は、昭和47年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、昭和51年11月11日から施行する。
附　則
　この細則は、昭和54年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、昭和62年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 3年10月30日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 7年 1月 1日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 9年 4月 1日から施行する。
附　則
　この細則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
附　則
１ 　この細則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
２　第 8条第 1項の規定にかかわらず、平成28年 4 月
1 日より前に入学した者については、なお従前の
例による。



別表 平成   年度論文題名届（A） 

教務課受付月日 

指 導 教 授 

上記の通りお届けいたします。 
平成  年  月  日 
氏名        印 

法学研究科委員長  殿 

研究室キリトリ 

承認印 

題     名 

平成   年度論文題名届（B） 

研究室受付印 

指 導 教 授  

上記の通りお届けいたします。 
平成  年  月  日 
氏名        印 

法学研究科委員長  殿 

承認印 

題     名 

法学研究科法律学専攻　学籍番号 

フ リ ガ ナ 
（カタカナ） 

氏     名 

現  住  所 方 TEL

法学研究科法律学専攻　学籍番号 

フ リ ガ ナ 
（カタカナ） 

氏     名 

現  住  所 方 TEL

いずれか一方に○印をつけてください。
1. 修士論文

2. 博士論文

いずれか一方に○印をつけてください。
1. 修士論文

2. 博士論文
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〇学習院大学政治学研究科の学位に関する細則

昭和 54 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 昭和 58 年 4 月 1 日	 平成 3 年 10 月 30 日
	 平成 6 年 5 月 24 日	 平成 8 年 4 月 1 日
	 平成 8 年 11 月 26 日	 平成 15 年 4 月 1 日
	 平成 17 年 4 月 1 日	 平成 20 年 4 月 1 日
	 平成 22 年 4 月 1 日	 平成 23 年 4 月 1 日
	 平成 28 年 4 月 1 日

第 1章　総　　則
第 1条　この細則は、学習院大学学位規程（以下「学
位規程」という。）に基づき、政治学研究科におい
て必要のある事項を定めるものとする。

第 2条　政治学研究科における学位は、学位規程第 6
条による修士の学位、学位規程第15条による博士
の学位（以下「課程博士」という。）及び学位規程
第28条による博士の学位（以下「論文博士」とい
う。）とする。

第 2章　修士の学位論文
第 3条　修士の学位論文（以下、本章では「修士論
文」という。）は、在学期間中に提出するものとす
る。
２　修士論文は、博士前期課程に 1年以上在学し、所
定の科目について18単位以上を修得した者が提出
することができる。
３　修士論文（ 4通）の提出期限は、 1月10日とし、
論文を提出する予定の者は、前年の 6月30日まで
に、論文の題名を指導教授を経て研究科委員長に
届け出なければならない。

第 4条　前条第 3項の届け出があった場合には、研究
科委員会はその論文の審査委員を 1月10日までに
選任するものとする。
２　修士論文の審査委員については、学位規程第 9条
の定めるところによる。

第 5条　修士論文の審査及び論文提出者に対する試験
は、 3月 5 日までに終了しなければならない。た
だし、特別の事由があるときは、研究科委員会の

議を経て、その期限を延長することができる。

第 3章　特定の課題についての研究の成果
第 6条　特定の課題についての研究の成果（以下、本
章では「研究の成果」という。）の審査をもって修
士論文の審査に代えることができる。

第 7条　研究の成果は、在学期間中に提出するものと
する。
2　研究の成果は、博士前期課程に 1年以上在学し、
所定の授業科目について18単位以上を修得した者
が提出することができる。
3　研究の成果（ 4通）の提出期限は、 1月10日とし、
研究の成果を提出する予定の者は、前年の 6月30
日までに、その題名を指導教授を経て研究科委員
長に届け出なければならない。

第 7条の ２　前条第 3項の届け出があった場合には、
研究科委員会はその研究の成果の審査委員を 1月
10日までに選任するものとする。
2　研究の成果の審査委員については、学位規程第 9
条の定めるところによる。

第 8条　研究の成果の審査及び研究の成果提出者に対
する試験は、 3月 5 日までに終了しなければなら
ない。ただし、特別の事由があるときは、研究科
委員会の議を経て、その期限を延長することがで
きる。

第 4章　課程博士の学位論文
第 9条　課程博士の学位論文（以下、本章では「博士
論文」という。）の提出は在学中でなければならな
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い。
2　博士論文は、博士後期課程に 2年以上在学し、所
定の科目について 8単位以上を修得した者が提出
することができる。
3　博士論文（ 3通）の提出期限は、 9月30日又は 3
月31日とする。 9月30日までに提出する予定の者
は 6月30日までに、 3月31日までに提出する予定
の者は 1月31日までに、それぞれ論文の題名を指
導教員を経て研究科委員長に届け出なければなら
ない。

第10条　博士論文の審査委員会は、 4名をもって構成
する。
2　審査委員会の選任は、博士論文の提出後に、速や
かにこれを行うものとする。
3　審査委員に関するその他の事項は、学位規程第18
条の定めるところによる。

第11条　博士論文の審査及び試験は、博士論文を受理
した日から 6カ月以内に終了しなければならない。
2　審査期間に関するその他の事項は、学位規程第20
条の定めるところによる。

第 5章　論文博士の学位論文
第12条　論文博士の学位論文（以下、本章では「博士
論文」という。）の審査委員会は、 4名をもって構
成する。
2　審査委員に関するその他の事項は、学位規程第32
条の定めるところによる。
3　審査委員は、博士論文の提出のあった日から 3か
月以内に選任するものとする。

第13条　博士論文の審査期間については、学位規程第
34条の定めるところによる。

第 6章　その他
第14条　学位論文及び特定の課題についての研究の
成果（以下、本章では「学位論文等」という。）は、
自著論文でなくてはならない。

第15条　外国語による学位論文等を提出するときには、

邦語訳文を添付しなければならない。
第16条　学位論文には、4000字以内の論文要旨を添付
するものとする。

第17条　学位論文等の題名届の様式は、別表のとおり
とする。
2　学位論文等提出の時に添付する学位申請書及び論
文審査その他の報告関係書類の様式は、学位規程
の定めるところによる。

第18条　この細則の改正は、研究科委員会の議決によ
る。

附　則
　この細則は、昭和54年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、昭和58年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 3年10月30日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 6年 5月24日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
附　則
　この細則は、平成 8年11月26日から施行する。
附　則
　この細則は、平成15年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
附　則
１ 　この細則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
２　第 9条の規定にかかわらず、平成28年 4 月 1 日よ
り前に入学した者については、なお従前の例による。
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平成   年度  学位論文・研究の成果（特定課題研究）題名届（A） 

教務課受付印 

指 導 教 授 

上記の通りお届けいたします。 
平成  年  月  日 
氏名        印 

政治学研究科委員長  殿 

研究室キリトリ 

承認印 

題     名 

フ リ ガ ナ 

氏     名 

現  住  所 

学籍番号 

方 TEL

平成   年度  学位論文・研究の成果（特定課題研究）題名届（B） 

研究室受付印 

1. 学位論文（修士論文又は博士論文） 

2. 研究の成果（特定課題研究） 

いずれか一方に○印を
つけてください。  

指 導 教 授 

上記の通りお届けいたします。 
平成  年  月  日 
氏名        印 

政治学研究科委員長  殿 

承認印 

題     名 

政治学研究科政治学専攻 

フ リ ガ ナ 

氏     名 

現  住  所 

学籍番号 

方 TEL

政治学研究科政治学専攻 

1. 学位論文（修士論文又は博士論文） 

2. 研究の成果（特定課題研究） 

いずれか一方に○印を
つけてください。  

別表 
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〇学習院大学経済学研究科の学位に関する細則

平成 15 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 平成 18 年 4 月 1 日	 平成 19 年 4 月 1 日
	 平成 20 年 4 月 1 日	 平成 21 年 4 月 1 日
	 平成 22 年 4 月 1 日	 平成 28 年 4 月 1 日

第 1章　総　　則
第 1条　この細則は、学習院大学学位規程（以下、
「学位規程」という。）に基づき、経済学研究科に
おいて必要のある事項を定めるものとする。

第 2条　経済学研究科における学位は、学位規程第 6
条による修士の学位、学位規程第15条による博士
の学位（以下、「課程博士」という。）及び学位規
程第28条による博士の学位（以下、「論文博士」と
いう。）とする。

第 ３条　論文及び特定の課題についての研究の成果
（以下、本章では「学位論文等」という。）は自著
論文でなければならない。
２　外国語（英語を除く）による学位論文等を提出す
るときは、邦語訳文を添付しなければならない。

第 ４条　学位論文等には、要旨を添付するものとする。
第 ５条　学位論文等の題名届の様式は、別表のとおり
とする。
２　学位論文等提出の時に添付する学位申請書及び論
文審査その他の報告関係書類の様式は、学位規程
第46条の定めるところによる。
3　学位論文等の提出及び論文題名の届出の窓口は学
生センター教務課とする。

第 2章　修士の学位論文
第 6条　修士の学位論文は、在学期間中に提出するも
のとする。
2　修士の学位論文は、博士前期課程に 1年以上在学
し、所定の科目について20単位以上を修得した者
及び博士前期課程に在学し、修了に必要な単位数
を修得見込みであり、かつ、指導教授の了解を得
た者が提出することができる。
3　修士の学位論文（ 3通）の提出期限は 1月31日

とする。論文を提出する予定の者は、前年の11月
30日までに、論文の題名を指導教授を経て研究科
委員長に届け出なければならない。ただし、外国
語による論文を提出するときは、 6月30日までに
研究科委員会の承認を得なければならない。なお、
学位論文題名及び学位論文の提出に関して、提出
期限が土曜日又は日曜日の場合は月曜日、月曜日
が休日となる場合は火曜日として取り扱うものと
する。
4　修士の学位論文に添付する要旨については、 3通
を提出するものとする。

第 7条　修士の学位論文については、学位規程第 9条
第 1項による審査委員のうち、指導教授以外の委
員は、研究科委員会で選任する。
2　前条第 3項の届出があった場合には、研究科委員
会は、その論文の審査委員を12月20日までに選任
するものとする。

第 8条　論文の審査及び論文提出者に対する試験は、
3月 5日までに終了しなければならない。ただし、
特別の事由があるときは、研究科委員会の議を経
て、その期日を変更することができる。

第 8条の ２　本研究科の博士後期課程に進学する場合
には、修士論文を提出しなければならない。

第 3章　特定の課題についての研究の成果
第 ９条　特定の課題についての研究の成果（以下、本
章では「研究の成果」という。）の審査をもって修
士論文の審査に代えることができる。

第10条　研究の成果は、在学期間中に提出するものと
する。
２　研究の成果は、博士前期課程に １年以上在学し、
所定の科目について20単位以上を修得した者及び
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博士前期課程に在学し、修了に必要な単位数を修
得見込みであり、かつ、指導教授の了解を得た者
が提出することができる。
３　研究の成果（ ３通）の提出期限は １月31日とする。
研究の成果を提出する予定の者は、前年の11月30
日までに、その題名を指導教授を経て研究科委員
長に届け出なければならない。ただし、外国語に
よる研究の成果を提出するときは、 ６月30日まで
に研究科委員会の承認を得なければならない。な
お、研究の成果の題名及び研究の成果の提出に関
して、提出期限が土曜日又は日曜日の場合は月曜
日、月曜日が休日となる場合は火曜日として取り
扱うものとする。
４　研究の成果に添付する要旨については、 3通を提
出するものとする。

第11条　研究の成果については、学位規程第 ９条第 １
項による審査委員のうち、指導教授以外の委員は、
研究科委員会で選任する。
２　前条第 ３項の届出があった場合には、研究科委員
会は、その論文の審査委員を12月20日までに選任
するものとする。

第12条　研究の成果の審査及び研究の成果提出者に対
する試験は、 ３月 ５ 日までに終了しなければなら
ない。ただし、特別の事由があるときは、研究科
委員会の議を経て、その期日を変更することがで
きる。

第 4章　課程博士の学位論文
第13条　課程博士の学位論文は、在学期間中に提出す
るものとする。
2　課程博士の学位論文は、博士後期課程に 1年以上
在学し、所定の科目について 8単位以上を修得し
た者で、かつ、指導教授の了解を得た者が提出す
ることができる。
3　課程博士の学位論文（ 3通）の提出期限は 9月
30日又は、 3 月31日とする。 9月30日までに論文
を提出する予定の者は 6月30日までに、 3月31日
までに論文を提出する予定の者は 1月31日までに、
それぞれ論文の題名を、指導教授を経て研究科委
員長に届け出なければならない。その際、外国語
による論文を提出する予定の者は、その旨申し出、
研究科委員会の承認を得なければならない。なお、
学位論文題名及び学位論文の提出に関して、提出

期限が土曜日又は日曜日の場合は月曜日、月曜日
が休日となる場合は火曜日として取り扱うものと
する。
4　課程博士の学位論文に添付する要旨については、
3通を提出するものとする。

第14条　主論文の内容の一部又は全部が共同研究に
よるものである場合には、研究の分担を明確にし、
学位論文の主論文として提出することについて共
同研究者の同意書を添付しなければならない。
2　前項の論文は、学位申請者の分担した部分を主と
した申請者単独名の論文でなければならない。
3　共同研究について、すでに共著論文がある場合に
は、その論文を参考論文として添付しなければな
らない。

第15条　主論文の内容が共同研究によるものであり、
かつ、その共同研究についての共著論文がすでに
印刷公表されているとき及び印刷公表される予定
のときには、その共著論文をもって、学位規程第
26条及び学位規程第40条に定める学位論文の公表
の一部又は全部とすることができる。

第16条　課程博士の学位論文の審査委員については、
第 7条第 1項を準用する。
2　第13条第 3項の届出があった場合には、研究科委
員会は、その届出が 6月30日までになされたとき
は 9月30日までに、その届出が 1月31日までにな
されたときは 3月31日までに、それぞれ審査委員
を選任するものとする。

第17条　論文の審査及び論文提出者に対する試験は、
論文が 9月30日までに提出された場合には翌年 3
月 5 日までに、 3月31日までに提出された場合に
は 9月20日までに、それぞれ終了しなければなら
ない。ただし、特別の事由があるときは、研究科
委員会の議を経て、その期限を変更することがで
きる。

第 5章　論文博士の学位論文
第18条　論文博士の学位論文に添付する要旨について
は、 4通を提出するものとする。

第19条　論文博士の学位論文について、主論文の内容
の一部又は全部が共同研究によるものである場合
には、第14条の規定を準用する。

第20条　主論文の内容が共同研究によるものであり、
かつ、その共同研究についての共著論文がすでに
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印刷公表されているとき及び印刷公表される予定
のときには、第15条の規定を準用する。

第21条　論文博士の学位論文については、学位規程第
32条による審査委員は、研究科委員会で選任する。
2　前項の審査委員は、論文の提出のあった日から
3ヶ月以内に選任するものとする。

第22条　論文の審査、論文提出者に対する試験及び
学位規程第28条による学力の確認は、論文（ 3通）
の提出のあった日から 1年以内に終了しなければ
ならない。ただし、特別の事由があるときは、研
究科委員会の議を経て、その期限を変更すること
ができる。
2　本研究科博士後期課程に 3年以上在学し、所定の
単位を修得した後退学した者が、退学から 5年以
内に博士の学位を申請したときは、学位規程第33
条第 5項による。

第 6章　改　　正
第23条　この細則の改正は、研究科委員会の議決によ

る。
附　則
　この細則は、平成15年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
附　則
１ 　この細則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
２　第13条第 1項及び第22条第 2項の規定にかかわら
ず、平成28年 4 月 1 日より前に入学した者につい
ては、なお従前の例による。
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別表 平成   年度博士論文題名届（２通） 

教務課受付月日 

指 導 教 授 

上記の通りお届けいたします。 
平成  年  月  日 
氏名        印 

経済学研究科委員長  殿 

承認印 

題     名 

経済学研究科 

フ リ ガ ナ 
 

氏     名 

現  住  所 

専攻学籍番号 

方 TEL

平成   年度修士論文・特定課題研究題名届（２通） 

教務課受付月日 経済学研究科 

フ リ ガ ナ 
 

氏     名 

現  住  所 

専攻 学籍番号 

方 TEL

指 導 教 授 

上記の通りお届けいたします。 
平成  年  月  日 
氏名        印 

経済学研究科委員長  殿 

承認印 

題     名 

 

〒 

〒 

  

 
いずれか一方に○印をつけてください。 

注 所要事項を記入し、11月30日までに学生センター教務課へ提出すること。 

注　所要事項を記入し、 9 月30日までに論文提出する予定の者は 6 月30日までに、 3 月31日
までに論文を提出する予定の者は 1 月31日までに、それぞれ学生センター教務課へ提出する
こと。

1. 修 士 論 文

2. 特定課題研究
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〇学習院大学経営学研究科の学位に関する細則

平成 12 年 4 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 平成 17 年 4 月 1 日	 平成 18 年 4 月 1 日
	 平成 19 年 4 月 1 日	 平成 22 年 4 月 1 日
	 平成 26 年 4 月 1 日	 平成 28 年 4 月 1 日

第 1章　総　　則
第 1条　この細則は、学習院大学学位規程（以下、
「学位規程」という。）に基づき、経営学研究科に
おいて必要のある事項を定めるものとする。

第 2条　経営学研究科における学位は、学位規程第 6
条による修士の学位、同第15条による博士の学位
（以下、「課程博士」という。）及び学位規程第28条
による博士の学位（以下、「論文博士」という。）
とする。

第 ３条　論文及び特定の課題についての研究の成果
（以下、本章では「学位論文等」という。）は自署
論文でなければならない。
２　外国語（英語を除く）による学位論文等を提出す
るときは、邦語訳文を添付しなければならない。

第 ４条　学位論文等には、要旨を添付するものとする。
第 ５条　学位論文等の題名届の様式は、別表のとおり
とする。
２　学位論文提出のときに添付する学位申請書及び論
文審査その他の報告関係書類の様式は、学位規程
第46条の定めるところによる。

第 2章　修士の学位論文
第 6条　修士の学位論文は、在学期間中に提出するも
のとする。
2　修士の学位論文は、博士前期課程に 1年以上在学
し、所定の科目について20単位以上を修得した者
が提出することができる。
３　前項の規定にかかわらず、博士前期課程に在学
し、修了に必要な単位を20単位以上修得し、かつ、
経営学研究科委員会（以下、「研究科委員会」とい
う。）の承認を得た者は、修士の学位論文を提出す
ることができる。

４　修士の学位論文（ 4通）の提出期限は 1月10日と
し、論文を提出する予定の者は、前年の 6月30日
までに、論文の題名を指導教授を経て研究科委員
長に届け出なければならない。なお、学位論文題
名及び学位論文の提出に関して、提出期限が土曜
日又は日曜日の場合は月曜日、月曜日が休日とな
る場合は火曜日として取り扱うものとする。

第 7条　修士の学位論文については、学位規程第 9条
第 1項による審査委員のうち、指導教授以外の委
員は、研究科委員会で選任する。
2　前条第 ４項の届出があった場合には、研究科委員
会は、その論文の審査委員を 1月31日までに選任
するものとする。

第 8条　論文の審査及び論文提出者に対する試験は、
3月 5日までに終了しなければならない。ただし、
特別の事由があるときは、研究科委員会の議を経
て、その期限を変更することができる。

第 ３章　特定の課題についての研究の成果
第 9条　特定の課題についての研究の成果（以下、本
章では「研究の成果」という。）の審査をもって修
士論文の審査に代えることができる。

第10条　研究の成果は、在学期間中に提出するものと
する。
２　研究の成果は、博士前期課程に １年以上在学し、
所定の授業科目について20単位以上を修得した者
が提出することができる。
３　前項の規定にかかわらず、博士前期課程に在学し、
修了に必要な単位を20単位以上修得し、かつ、研
究科委員会の承認を得た者は、研究の成果を提出
することができる。
４　研究の成果（ ４通）の提出期限は １月10日とし、
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研究の成果を提出する予定の者は、前年の ４月 １
日までに、研究の成果の作成計画書（以下「計画
書」という。）を、また、前年の ６月30日までに、
その題名を指導教授を経て研究科委員長に届け出
なければならない。なお、計画書、研究の成果の
題名及び研究の成果の提出に関して、提出期限が
土曜日又は日曜日の場合は月曜日、月曜日が休日
となる場合は火曜日として取り扱うものとする。
５　計画書の内容に応じて、研究科委員会は、学位規
程第10条第 ２ 項に定める学位論文等の総合的な審
査の観点について、計画書を提出した者が特に留
意すべき事項をあらかじめ提示することができる。

第11条　研究の成果の審査及び研究の成果提出者に対
する試験は、 ３月 ５ 日までに終了しなければなら
ない。ただし、特別の事由があるときは、研究科
委員会の議を経て、その期限を延長することがで
きる。

第 4章　課程博士の学位論文
第12条　課程博士の学位論文は、在学期間中に提出す
るものとする。
2　課程博士の学位論文は、博士後期課程に 2年以上
在学し、所定の科目について 8単位以上を修得し、
学位論文のテーマや構成、手法等に関する構想を
まとめた博士論文作成計画書について研究科委員
会から承認を得た者が提出することができる。
3　課程博士の学位論文（ 4通）の提出期限は 9月30
日又は 3 月31日とする。 9月30日までに論文を提
出する予定の者は、 6月30日までに、 3月31日ま
でに論文を提出する予定の者は、 1月31日までに、
それぞれ論文の題名を指導教授を経て研究科委員
長に届け出なければならない。なお、学位論文題
名及び学位論文の提出に関して、提出期限が土曜
日又は日曜日の場合は月曜日として取り扱うもの
とする。

第13条　主論文の内容の一部又は全部が共同研究によ
るものである場合には、次のようにしなければな
らない。

　一�　研究の分担を明確にし、主論文は学位申請者の
分担した部分を主とした申請者単独名の論文でな
ければならない。

　二�　前項の論文が主論文として提出されることにつ
いて、共同研究者の同意書を添付する。

　三�　共同研究について、すでに共著論文がある場合
には、その論文を参考論文として添付する。

第14条　主論文の内容が共同研究によるものである場
合に、その共同研究についての共著論文がすでに
公表されているとき、及び公表される予定のとき
には、その共著論文をもって、学位規程第26条及
び学位規程第40条に定める学位論文の公表の一部
又は全部とすることができるものとする。

第15条　課程博士の学位論文の審査委員については、
第 7条第 1項を準用する。
2　第12条第 3項の届出があった場合には、研究科委
員会は、論文が提出された後、すみやかに審査委
員を選任するものとする。

第16条　論文の審査及び論文提出者に対する試験は、
論文が 9月30日までに提出された場合には、翌年
3月 5 日までに、 3月31日までに提出された場合
には、 9月20日までに、それぞれ終了しなければ
ならない。ただし、特別の事由があるときは、研
究科委員会の議を経て、その期限を変更すること
ができる。

第 5章　論文博士の学位論文
第17条　論文博士の学位論文については、学位規程第
32条による審査委員は、研究科委員会で選任する。
2　前項の審査委員は、論文の提出のあった日から
3ヶ月以内に選任するものとする。

第18条　論文の審査、論文提出者に対する試験及び
学位規程第28条による学力の確認は、論文（ 4通）
の提出のあった日から 1年以内に終了しなければ
ならない。ただし、特別の事由があるときは、研
究科委員会の議を経て、その期限を変更すること
ができる。
2　本学大学院博士後期課程に 3年以上在学し、所定
の単位を修得した後退学した者が、退学後 5年以
内に博士の学位を申請したときは、学位規程第33
条第 5項による。

第 6章　改　　正
第19条　この細則の改正は、研究科委員会の議決によ
る。

附　則
　この細則は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
附　則
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　この細則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

附　則
　この細則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
附　則
１ 　この細則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
２　第12条第 1項の規定にかかわらず、平成28年 4 月
1 日より前に入学した者については、なお従前の
例による。

別表 

 

方 TEL

〒 

平成   年度博士論文題名届（２通） 

題　　名 

指導教授 

上記の通りお届けします。 
平成  年  月  日 
氏名 

経営学研究科委員長  殿 

経営学研究科経営学専攻／学籍番号 
フ リ ガ ナ 

氏   名 

現 住 所 

 

方 TEL

〒 

平成   年度修士論文・特定課題研究題名届（２通） 

経営学研究科経営学専攻／学籍番号 
フ リ ガ ナ 

氏   名 

現 住 所 

題  名 

指導教授 

上記の通りお届けします。 
平成  年  月  日 
氏名 

経営学研究科委員長  殿 

 

1. 修 士 論 文

2. 特定課題研究
 

いずれか一方に○印をつけてください。  

印 

印 

承認印 

承認印 

※所要事項を記入し、 9 月30日までに論文提出する予定の者は 6 月30日までに、 3 月31日までに論文提出
する予定の者は 1 月31日までに、それぞれ学生センター教務課へ提出すること。 

※自署でない場合は押印すること。 

※所要事項を記入し、 6 月30日までに学生センター教務課へ提出すること。 
※自署でない場合は押印すること。 

教  務  課
受 付 月 日  

教  務  課
受 付 月 日  
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別表 

 

方 TEL

〒 

平成   年度博士論文題名届（２通） 

題　　名 

指導教授 

上記の通りお届けします。 
平成  年  月  日 
氏名 

経営学研究科委員長  殿 

経営学研究科経営学専攻／学籍番号 
フ リ ガ ナ 

氏   名 

現 住 所 

 

方 TEL

〒 

平成   年度修士論文・特定課題研究題名届（２通） 

経営学研究科経営学専攻／学籍番号 
フ リ ガ ナ 

氏   名 

現 住 所 

題  名 

指導教授 

上記の通りお届けします。 
平成  年  月  日 
氏名 

経営学研究科委員長  殿 

 

1. 修 士 論 文

2. 特定課題研究
 

いずれか一方に○印をつけてください。  

印 

印 

承認印 

承認印 

※所要事項を記入し、 9 月30日までに論文提出する予定の者は 6 月30日までに、 3 月31日までに論文提出
する予定の者は 1 月31日までに、それぞれ学生センター教務課へ提出すること。 

※自署でない場合は押印すること。 

※所要事項を記入し、 6 月30日までに学生センター教務課へ提出すること。 
※自署でない場合は押印すること。 

教  務  課
受 付 月 日  

教  務  課
受 付 月 日  
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〇経営学研究科博士課程学生の学位論文等作成指導に関する内規

　本内規は、学習院大学経営学研究科履修規定及び学
習院大学経営学研究科の学位に関する細則を補完し、
円滑な学位論文等の作成に資するため、学生指導の大
綱を定める。

博士前期課程
1 　本研究科博士前期課程の学生は、博士前期課程に
おける履修計画・研究目標等をまとめた年度研究
計画書を毎年度作成しなければならない。
2　学生の作成した年度研究計画書には、学生が署名
し、当該学生の指導教員 １名と副指導教員 １名以
上の承認と署名を得て、経営学研究科委員会に対
し ５月末までに提出しなければならない。
3　年度研究計画書に署名した教員は当該学生の修
士論文等指導委員会を構成する。当該学生は、研
究の進捗状況等を随時、この指導委員会に報告し、
体系的な履修及び計画的な修士論文等の作成のた
め、必要な指導を受けなければならない。
4　指導委員会の構成教員は、経営学研究科委員会に
報告し承認を得ることによって随時変更・追加す
ることができる。
5　修士の学位論文をもって前期課程修了を希望する
学生は、指導委員会の指定する期日に、修士論文
の中間報告を行わなければならない。
6　学習院大学経営学研究科の学位に関する細則第10
条第 ４ 項に定める特定の課題についての研究の計
画書（以下「計画書」という。）は、計画するテー
マや構成、手法等に関し、修士の学位論文の構想
と異なる点を特定しなければならない。
7　前項の計画書に関する指導委員会の意見に基づき、
学位論文等の総合的な審査の観点として経営学研
究科委員会が特に留意すべき事項を提示した場合
は、計画書を提出した者はその内容に従わなけれ
ばならない。

博士後期課程
1 　本研究科博士後期課程の学生は、その年度におけ
る履修計画・研究目標等をまとめた年度研究計画
書を毎年度作成しなければならない。
2　学生の作成した年度研究計画書には、学生が署名
し、当該学生の指導教員 １名と副指導教員 １名以
上の承認と署名を得て、経営学研究科委員会に対
し ５月末までに提出しなければならない。
3　年度研究計画書に署名した教員は当該学生の博士
論文指導委員会を構成する。当該学生は、研究の
進捗状況等を随時、この指導委員会に報告し、体
系的な履修及び計画的な博士論文の作成のため、
必要な指導を受けなければならない。
4　指導委員会の構成教員は、経営学研究科委員会に
報告し承認を得ることによって随時変更・追加す
ることができる。
5　本研究科博士後期課程の学生は、博士論文のテー
マや構成、手法等に関する構想をまとめた「博士
論文作成計画書」を、原則として １年次の年度末
までに指導委員会に提出しなければならない。
6　博士論文指導委員会は「博士論文作成計画書」の
審査を行う。同委員会の審査の結果、計画書が承
認された場合には、経営学研究科委員会は、学習
院大学経営学研究科の学位に関する細則第12条第
２項に基づき、博士論文提出資格を承認する。

7　上記の期間内に「博士論文作成計画書」を提出し
なかった学生、もしくは同計画書が指導委員会に
よって承認されなかった学生は、 ２年次以降、各
年次の ６月、10月、 ３ 月の各月末までに改めて提
出することができる。
8　博士論文提出資格を取得した学生は、指導委員会
の指定した期日に博士論文の中間報告を行わなけ
ればならない。

附　則
　本内規は、平成26年 4 月 1 日から施行し、平成26年
度の入学者から適用する。
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〇学習院大学人文科学研究科学位規程に関する内規

昭和 43 年 6 月 1 日
施行

　　　　　　　　改正	 昭和 46 年 12 月 1 日	 昭和 51 年 12 月 12 日
	 昭和 58 年 2 月 1 日	 平成 3 年 10 月 30 日
	 平成 8 年 4 月 1 日	 平成 9 年 4 月 1 日
	 平成 15 年 4 月 1 日	 平成 16 年 4 月 1 日
	 平成 21 年 4 月 1 日	 平成 22 年 4 月 1 日
	 平成 27 年 4 月 1 日	 平成 28 年 4 月 1 日

第 1条　この内規は学習院大学学位規程（以下、「学
位規程」という。）に関して人文科学研究科におい
て必要のある事項を定めるものとする。

第 2条　人文科学研究科における学位は、学位規程第
6条による修士の学位、学位規程第15条による博
士の学位（課程博士）及び学位規程第28条第 1 項
による博士の学位（論文博士）とする。

第 ３条　修士の学位論文は、博士前期課程に 1年以上
在学し、所定の授業科目について20単位以上を修
得した者及び博士前期課程に在学し、修了に必要
な単位数を修得見込みであり、かつ、人文科学研
究科委員会の承認を得た者が提出することができ
る。
２　修士の学位論文を提出する者は、 1月10日までに、
その論文を指導教授を経て研究科委員長に提出し
なければならない。
３　修士の学位論文は、原則として 3部を提出するも
のとする。
４　修士の学位論文を提出する予定の者は、前年の 6
月30日までに、その論文の題名を指導教授を経て
研究科委員長に届け出なければならない。
５　修士の学位論文の題名届の様式は、別表 １のとお
りとする。
６　論文の提出及び論文の題名の届出の窓口は学生セ
ンター教務課とする。

第 ４条　課程博士の論文は、博士後期課程に 2年以上
在学し、所定の授業科目について16単位以上を修
得した者及び博士後期課程に 1年以上在学し、修
了に必要な単位数を修得見込みであり、かつ、人

文科学研究科委員会の承認を得た者が提出するこ
とができる。
２　課程博士の学位論文を提出する者は、次の各号に
定めるいずれかの期間内に、その論文を指導教授
を経て研究科委員長に提出しなければならない。

　一　 ８月 １日から ９月末日まで
　二　 １月11日から ２月末日まで
３　課程博士の学位論文は 3部を提出するものとする。
４　課程博士の学位論文を提出する予定の者は、第 ２
項各号に定める提出期間最終日の ３ケ月前までに、
その論文の題名を指導教授を経て研究科委員長に
届け出なければならない。
５　課程博士の学位論文の題名届の様式は、別表 ２の
とおりとする。
６　論文の提出及び論文の題名の届出の窓口は学生セ
ンター教務課とする。

第 ５条　博士後期課程に 3年以上在学し、所定の単位
を修得した後退学した者が、再入学しないで博士
の学位を申請する場合には、学位規程第28条第 2
項による。

第 6条　本学大学院人文科学研究科博士後期課程を経
ない者が博士の学位を申請するときは学位規程第
28条第 1項による。

第 7条　論文は自著論文でなくてはならない。ただし
参考論文としては、共著の論文を提出することが
できる。
２　論文に使用する言語は、日本語、英語、仏語、独
語のいずれかとする。

第 8条　学位規程第 9条、第18条及び第32条による審
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査委員のうち、指導教授以外の委員は、研究科委
員会で選定するものとする。
２　この内規の第 3条第 4項の届出があった場合には、
その論文の審査委員を 1月10日までに選定するも
のとする。
３　この内規の第 ４条第 ２項による学位論文が提出さ
れた場合には、人文科学研究科委員会は、速やか
にその論文の審査委員を選定するものとする。
４　論文博士の論文審査の付託があった場合には、そ
の論文の審査委員を付託のあった日から 1ケ月以
内に選定するものとする。

第 9条　この内規第 3条によって提出された論文の審
査及び論文提出者に対する試験は 3月 5 日までに
終了しなければならない。ただし特別の事由があ
るときは、研究科委員会の議を経てその期日を延
期することができる。

第10条　この内規の改正には人文科学研究科委員会の
議を経なければならない。

附　則
　この内規は、昭和43年 6 月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、昭和46年12月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、昭和51年10月12日から施行する。

附　則
　この内規は、昭和58年 2 月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成 3年10月30日から施行する。
附　則
　この内規は、平成 8年 4月 1日から施行する。
附　則
　この内規は、平成 9年 4月 1日から施行する。
附　則
　この内規は、平成15年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
附　則
１ 　この内規は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
２　第 5条の規定にかかわらず、平成28年 4 月 1 日よ
り前に入学した者については、なお従前の例による。
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別表１ 

研究室キリトリ 

指 導 教 授  

上記の通りお届けいたします。 平成  年  月  日 

人文科学研究科委員長 殿 

題  名 

教務課受付印 

平成   年度   修士論文題名届（A） 教務課提出用 

フ リ ガ ナ 

氏    名 

現  住  所 

専攻／学籍番号 

方 

人文科学研究科 

〒 

TEL

和
文 

欧
文 

印 

印 

指 導 教 授  

上記の通りお届けいたします。 平成  年  月  日 

人文科学研究科委員長 殿 

題  名 

研究室受付印 

平成   年度   修士論文題名届（B） 研究室提出用 

フ リ ガ ナ 

氏    名 

現  住  所 

専攻／学籍番号 

方 

人文科学研究科 

〒 

TEL

和
文 

欧
文 

印 

印 



82

指

別表２ 

研究室キリトリ 

指 導 教 授  

上記の通りお届けいたします。 平成  年  月  日 

人文科学研究科委員長 殿 

題  名 

教務課受付印 

平成   年度   博士論文題名届（A） 教務課提出用 

フ リ ガ ナ 

氏    名 

現  住  所 

専攻／学籍番号 

方 

人文科学研究科 

〒 

TEL

和
文 

欧
文 

印 

印 印 印 

導 教 授  

上記の通りお届けいたします。 平成  年  月  日 

人文科学研究科委員長 殿 

題  名 

研究室受付印 

平成   年度   博士論文題名届（B） 研究室提出用 

フ リ ガ ナ 

氏    名 

現  住  所 

専攻／学籍番号 

方 

人文科学研究科 

〒 

TEL

和
文 

欧
文 

印 

印 印 印 
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〇博士課程学生の学位論文作成指導に関する内規

（目的）　�本内規は、学習院大学人文科学研究科の学生
の博士課程修了を円滑にすることを目的として、
本研究科における学位論文作成指導の大綱を定
めるものである。

博士前期課程
1 　本研究科の博士前期課程に入学した学生は、 4月
末日までに、博士前期課程における研究目標等を
まとめた「研究計画書」を、各専攻宛に提出しな
ければならない。
2　各専攻は、学生の提出した「研究計画書」に基づ
き、その専攻に所属する教員の中から当該学生の
指導教授 1名、副指導教授 1名以上を決定し、当
該学生についての修士論文指導委員会を組織する。
3　学生は、研究の進捗状況等を随時、指導委員会に
報告し、必要な指導を受けなければならない。
4　学生は、修士論文のテーマや構成等に関する構想
をまとめた「修士論文作成計画書」を、原則とし
て 1年次の 3月25日から30日までの期間に指導委
員会に提出しなければならない。
5　 2年次以降の学生は、指導委員会の指定する期日
に、修士論文の中間報告を行わなければならない。

博士後期課程
1 　本研究科の博士後期課程に入学した学生は、 4月
末日までに、博士後期課程における研究目標等を

まとめた「研究計画書」を、各専攻宛に提出しな
ければならない。
2　各専攻は、学生の提出した「研究計画書」に基づ
き、本研究科に所属する教員の中から当該学生の
指導教授 1名、副指導教授 1名以上を決定し、当
該学生についての博士論文指導委員会を組織する。
3　学生は、博士論文のテーマや構成等に関する構想
をまとめた「博士論文作成計画書」を、原則とし
て 1年次の 3月25日から30日までの期間に指導委
員会に提出しなければならない。
4　博士論文指導委員会は「博士論文作成計画書」の
審査を行う。同委員会の審査の結果、計画書が承
認された学生について、本研究科委員会は、博士
論文提出資格を有するものと認定する。
5　上記の期間内に「博士論文作成計画書」を提出し
なかった学生、もしくは同計画書が指導委員会に
よって承認されなかった学生は、 2年次以降、各
年次の 6月、10月、 3 月の各25日から30日までの
期間に改めて提出することができる。
6　博士論文提出資格を取得した学生は、指導委員会
の指定した期日に博士論文の中間報告を行わなけ
ればならない。

附　則
　本内規は、平成 6年 3月 8日から施行し、平成 7年
度の入学者から適用する。
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〇学習院大学学位規程に関する内規

自 然 科 学 研 究 科
（研究科委員会　昭和38年12月17日）
（大学院委員会　昭和38年12月20日）

　　　　　　　　改正	 平成 3 年 10 月 30 日	 平成 8 年 4 月 1 日
	 平成 18 年 4 月 1 日

第 1条　この内規は本学学位規程（以下「規程」とい
う。）に関して、自然科学研究科において必要のあ
る事項を定めるものとする。

第 2条　自然科学研究科における学位は、規程第 6
条による修士の学位、規程第15条による博士の学
位（課程博士）及び、規程第28条による博士の学
位（論文博士）とする。

第 3条　規程第16条及び規程第29条によって提出する
博士の学位論文は、 3部（参考論文についても同
様）とする。学位申請書には論文目録 4部、主論
文の内容の要旨 4部及び履歴書 2部を添付しなけ
ればならない。
2　 3月に博士の学位を得ようとする学生は、その前
年の12月24日までに学位論文を提出しなければな
らない。
3　12月24日までに学位論文を提出する予定の学生は、
11月30日までにその論文の題名を、指導教授を経
て研究科委員長に届け出るものとする。

第 4条　 3月に博士前期課程を修了しようとする学生
は、 1月31日までに修士の学位論文を提出しなけ
ればならない。

第 5条　主論文は、自著論文でなくてはならない。
2　主論文の内容の一部又は全部が共同研究によるも
のである場合には、次のようにしなければならない。
一　研究の分担を明確にし、主論文は学位申請者
の分担した部分を主とした申請者単独名の論文
でなければならない。

二　前号の論文が主論文として提出されることに
ついて、共同研究者の同意書を添付する。

三　共同研究について、すでに共著論文がある場
合には、その論文を参考論文として添付する。

3　主論文の内容が共同研究によるものである場合に、
その共同研究についての共著論文がすでに印刷公
表されているとき、及び印刷公表される予定のと
きには、その共著論文をもって、規程第26条及び

規程第40条に定める学位論文の公表の一部又は全
部とすることができるものとする。
4　主論文に使用する言語は、日本語、英語、仏語、
独語のいずれかとする。

第 6条　規程第 9条、規程第18条、及び規程第32条に
よる審査委員のうち指導教授以外の委員及び指導
教授を主査としない場合の主査は、研究科委員会
で選定するものとする。
2　この内規第 3条第 3項の届出があった場合には、
その論文の審査委員を12月25日までに選定するも
のとする。

第 7条　この内規第 3条第 2項によって提出された論
文の審査及び論文提出者に対する試験は、規程第
20条の規程にかかわらず 3月10日までに終了しな
ければならない。ただし特別の事由があるときは
研究科委員会の議を経てその期日を延期すること
ができる。

第 8条　博士後期課程に在学中の学生が12月25日から
翌年 3月31日までの間に学位論文を提出した場合
には、その論文の審査及び論文提出者に対する試
験を 6月30日までに終了するものとする。

　　ただし特別の事由があるときは研究科委員会の議
を経てその期日を延期することができる。

第 9条　学位論文提出のとき添付する学位申請関係書
類の様式は、規程第46条によるものとする。
2　規程第21条、規程第23条、規程第35条及び第37条
の報告関係書類の様式は別表第 4（2）、第 5（2）、
第 6、第 7  のとおりとする。

附　則
　この内規は、平成 3年10月30日から施行する。
附　則
　この内規は、平成 8年 4月 1日から施行する。
附　則
　この内規は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
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Ⅲ│履修について

　所定の授業科目を、適切な計画のもとに順序よく履修することは、大学生活の根幹をなすものである。その
ためにはこの履修要覧の中の履修規定を熟読することが必要であるが、ここでは一般的な事項を掲げるので参
考とされたい。

	 1	 単位制について 

　大学における単位制とは、授業科目の一つ一つについてこれを履修し、その授業科目に与えられる単位
を試験に合格することによって修得するものである。

1．学年の学修期間は定期試験等の日を含めて35週であるがこれを 2学期に分ける（学則第61条参照）。授業
科目は、 １か年35週をもって完結するものと、半年15週をもって完結するものとがある。

2．授業の単位はすべての学修活動（教室における授業時間とその準備のための教室外における学修時間とを
含めて）45時間をもって一つの基準と考えられている。

3．各授業科目の単位計算はおおよそ次の 3種に大別される。
（1）講義（外国語を除く）及び演習については15時間の授業をもって 1単位とする。
（2）講義（外国語）、実験、実習及び実技については30時間の授業をもって 1単位とする。
（3）講義（外国語を除く）又は演習のいずれかと、他の授業の方法を併用する場合には、計30時間の授業を

もって 1単位とする。
4．各授業科目の単位は、学則附表及びシラバスを参照すること。

	 2	 授業科目の履修について 

　大学院を修了するためには、各々の研究科、専攻の定める履修規定に従って一定単位を修得しなければ
ならないが、これは極めて厳格なものであって 1単位の不足があっても修了資格は与えられない。授業科
目の履修に際しては、細心の注意を払わなければならない。

1．個々の授業科目については、出席回数、臨時考査、試験、その他担当教員が必要と認める学修作業の結果
等を総合して、その授業科目に合格と判定された場合、所定の単位が与えられる。したがって試験の成績
だけが合格の程度に達しても、他の点が不足している場合には不合格になることがある。

２．授業科目の履修にあたっては、各研究科専攻の履修規定に応じて、履修及び単位集計の取扱いが異なる場
合（履修が制限されている、履修できても修得した単位数が修了要件に含まれない等）があるので、当該
授業科目のシラバス・各自所属する研究科専攻・課程等の履修規定を熟読し、十分に注意して履修計画を
立てなければならない。

３．不合格になった授業科目を再び選択履修する場合は、出席、学修作業等その他すべて、当該授業科目をは
じめて履修する場合と全く同じように要求される。
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4．授業科目の履修に際しては、単位制の本質から見て、単に授業を受けるだけでなく、所要の自習時間を活
用し、毎週毎時間の授業について自主的に研究をすすめる必要がある。特に教室において行われる学修指
導に留意し、指定される参考書等について、十分学修し、また随時に行われる臨時考査等に対して常に準
備しておかなければならない。

５．教員の連絡先に関する問合せには一切応じられない。

	 3	 履修手続について

　履修手続は、 1年間の修学方針を決めるうえで最も重要な手続であり、単位修得並びに修了には絶対に
欠かすことのできないものである。もしこれを怠った場合には、たとえ授業に出席し、試験で合格点を
取ってもすべて無効とされる。
　したがって、履修登録に際しては、これらのことをよく理解のうえ、慎重に履修手続を行うことが必要
である。

1．履修手続の手順は次の通りであるが、掲示、配付書類等に記載の注意事項を熟読し誤りのないよう手続を
完了しなければならない。
（1）履修の計画
⃝新入学生は、年度始めに指導教授の指導を受け、履修要覧、シラバス、授業時間割等を熟読の上、履
修計画案を作成する。
⃝ ２年次生以上は、大学ポータルサイト（G-Port）で自分の成績を確認のうえ、シラバス、授業時間
割等を確認し、既修得単位数、入学年度の履修規定、自分の受講能力等を十分考慮して １年間の履修
計画案を作成する。

（2）履修登録
⃝履修する授業科目について、履修登録期間（ ４月上中旬）内にG-Port上で １ 年間分のすべての履修
科目（通年科目・第 １学期科目・第 ２学期科目）を登録する必要がある。

　なお、当年度に学位論文又は特定課題研究を提出する予定の者は、「修士論文」「博士論文」又は「特
定課題研究」を履修登録すること。
　ただし、「博士論文」を登録する必要があるのは、自然科学研究科のみである。
⃝当年度に履修する科目がない場合においても、履修科目がない状態で登録を行うこと。

（3）履修登録修正
⃝履修登録内容について、登録科目を誤っていた等のやむを得ない事情により、科目を修正する必要が
ある場合には、履修登録修正期間（ ４月下旬・９月下旬）内に限り、登録科目の修正（追加及び削除）
が可能である。なお、事前に登録手続が必要な科目については、修正することができない。
　また、 ９月下旬の修正期間については、第 2学期科目のみ修正が可能である。修正期間以外は、原則
として履修登録の修正は認めない。

（4）履修登録科目の確認
⃝上記の（２）及び（３）終了後、履修登録が正しくなされているかどうかを、履修科目確認画面で必ず
確認すること。誤った履修登録を放置すると、きちんと授業に出席し、試験に合格しても単位は認め
られない。

（5）履修登録科目の取消
⃝履修登録修正期間後は、原則として履修登録の修正は認めない。ただし、履修登録を行った科目につ
いて、途中で履修を中止したい場合、履修取消期間（学期毎に授業開講 ７回目終了後の所定の期間）
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内に限り、登録科目の取消（削除のみ）が可能である。
⃝第 １学期の取消期間では通年科目・第 １学期科目、第 ２学期の取消期間では通年科目・第 ２学期科目
の取消が可能となる。

取消期間
（第 1学期）

取消期間
（第 2学期）

通 年 科 目 ○ ○

第 1 学期科目 ○ ×

第 2 学期科目 × ○

⃝当該年度に履修登録を行った全ての科目を取消対象とするが、履修取消の対象外とする科目もあるの
で注意すること（G-Portに履修取消不可科目の情報を掲載する）。

2 ．各自の授業時間割を作成する際に留意すべき点は次の事項である。
（1）同一曜日に授業科目が集中し過ぎていないか。受講能力の限度を考慮し所要の自習活動が充分に行える

よう余裕のある時間割を組むことが望ましい。
（2）同一時限に ２科目以上履修計画されていないか。第 １学期終了科目と第 ２学期終了科目の組合せの場合

を除き、同一時限に重複して履修することは認められない。



89

履
修
に
つ
い
て

Ⅲ

	 4	 授業時間について

　本学における授業は、90分をもって １時限とし、 １日に ５時限（一部科目は ６時限）を行う。	
ただし、土曜日は ２時限（一部科目は ４時限）にて行う。

　授業時間は次のとおりである。

時　限 授　業　時　間

第 1 時 限 9 ：00 〜 10：30

第 2 時 限 10：40 〜 12：10

第 3 時 限 13：00 〜 14：30

第 4 時 限 14：40 〜 16：10

第 5 時 限 16：20 〜 17：50

第 6 時 限 18：00 〜 19：30

　補講・集中講義等については、その都度告知する。

	 5	 休講について

1．大学あるいは授業担当者の都合でやむを得ず授業を休講とする場合には、前もってG-Portで告知する。
休講の告知がなく、授業開始時刻を30分以上経過しても何の連絡もない場合には、学生センター教務課に
問合せ、指示を受けること。

2．気象庁から気象に関する警報が発表された場合、また、自然災害・ストライキに起因して交通機関の運行
が停止した場合、学長は、次（頁）の基準をもって判断の上、休講に関する措置を決定し、できる限り速
やかにG-Port及び大学ホームページに掲載し告知するものとする。

　　なお、授業中に上記の事例が発生した場合の措置についても、学長の判断による。

「休講となる条件」等は次ページに掲載しています。
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■休講となる条件（❶❷❸のひとつでも条件を満たす場合）

気象に関する警報が
発表された場合

❶「暴風・大雪・暴風雪警報のいずれか」が、「東京23区全域に発表された」場合
（東京23区のいずれか、あるいは多摩西部・多摩南部・多摩北部に警報が発表され
ても休講措置は講じない）

自然災害・
ストライキに起因する
交通機関の運行停止の
場合

❷ JR山手線が全面不通の場合
❸ �山手線以外のJR線・大手私鉄等各線（下記参照）のうち 3路線以上が同時に全面
不通の場合

❸
の
対
象
と
な
る
交
通
機
関

J
R
線

埼 京 ・ 川 越 線　（大崎〜川越）
中　　央　　線　（東京〜高尾）
総武（快速）線　（お茶の水・東京〜千葉）
常磐（快速）線　（上野〜土浦）
京　　葉　　線　（東京〜蘇我）
京浜東北・根岸線　（大船〜大宮）
東北（宇都宮）線　（上野〜小山）
高　　崎　　線　（上野〜熊谷）
東　海　道　線　（東京〜小田原）
横　須　賀　線　（東京〜逗子）

大
手
私
鉄
線
等

東 武 東 上 線　（池袋〜森林公園）
東 武 伊 勢 崎 線　（浅草〜東武動物公園）
西 武 池 袋 線　（池袋〜飯能）
西 武 新 宿 線　（西武新宿〜本川越)
小田急小田原線　（新宿〜本厚木）
京 王 （ 新 ） 線　（新宿〜京王八王子）
京 王 井 の 頭 線　（渋谷〜吉祥寺) 
東 京 メ ト ロ 線　（全線不通で 1路線分とみなす）
都 営 地 下 鉄　（全線不通で 1路線分とみなす）
東 急 東 横 線　（渋谷〜横浜）
東急田園都市線　（渋谷〜中央林間）
東 急 目 黒 線　（目黒〜日吉）
東 急 池 上 線　（五反田〜蒲田）
京 浜 急 行 本 線　（品川〜堀ノ内）
東京モノレール　（モノレール浜松町〜羽田空港第 2ビル）
ゆ り か も め　（新橋〜豊洲）
り ん か い 線　（大崎〜新木場）
京　成　本　線　（京成上野〜成田空港）
京成成田スカイアクセス線　（京成上野〜成田空港）
つくばエクスプレス線　（秋葉原〜つくば）
日暮里・舎人ライナー　（日暮里〜見沼代親水公園）

■授業開始の条件

6：00 までに ❶❷❸の条件が全て解消された場合 ⇨ 平常どおり授業を行う

6 ：00〜10：00 に ❶❷❸の条件が全て解消された場合 ⇨ 第 3時限より授業を行う

10：00〜12：00 に ❶❷❸の条件が全て解消された場合 ⇨ 第 4時限より授業を行う

12：00〜14：00 に ❶❷❸の条件が全て解消された場合 ⇨ 第 5時限より授業を行う

14：00 を過ぎても ❶❷❸いずれかの条件が解消されない場合 ⇨ 当日の授業を全て休講とする

3．前項による措置の他、学長の判断により授業を休講とすることがある。この場合は、掲示を行うとともに、
できる限り速やかにG-Portに掲載するものとする。
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	 6	 大震法に基づく警戒宣言が発せられた場合の授業について

　大規模地震対策特別措置法（大震法）に基づく警戒宣言が発せられた場合は授業を中止し、	
臨時に休業とする。

　警戒宣言が解除されたときは次のとおりとする。
（1） 6：00までに解除された場合 ……… 平常通り授業を行う。
（2）10：00までに解除された場合 ……… 第 3 時限より授業を行う。
（3）12：00を過ぎて解除された場合 …… その翌日から授業を行う。

	 ７	掲示について

　学生に対する伝達事項は、原則として掲示及びG-Portによって行う。

　学生は毎日機会あるごとに掲示及びG-Portを確認する習慣をつけることが肝要であり、掲示及びG-Portを
確認しなかったことを理由に伝達された事柄に対する責任を免れることはできない。伝達事項についての電話
による問合せは禁止している。
　なお、重要な事項は大学ホームページにも掲載しているが、これはごく一部にすぎないので、必ず掲示及び
G-Portを確認すること。
　
■教務関係の掲示場

南5号館

南4号館

西5号館

東2号館

東1号館

中央教育研究棟

南2号館

北1号館

南1号館

南7号館

南6号館

南3号館 西
1
号
館

•理学部専門科目
•自然科学研究科科目

理学部南7号館掲示場

北1号館ピロティ南側掲示場
•スポーツ・健康科学科目

北1号館西側掲示場
•法学部・経済学部・文学部・国際社会科学部専門科目
•教職に関する科目・博物館に関する科目・総合基礎科目
•大学院科目（自然科学研究科を除く）
•法科大学院（法務研究科）科目

西2号館
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	 8	 試験について

　定期試験期間は、年度によってやや異なるが、おおよそ学期末試験を 7月中旬から下旬にかけて、	
学年末試験を 1月中旬から下旬にかけて各々実施する。

　なお、授業科目によっては、この期間外に実施するものもある。定期試験の時間割は 1〜 2週間前に掲示に
よって発表する。

1 ．試験実施時間

時　限 試　験　時　間　 備　　　　　　考

第 1 時 限 9 ：00 〜 10：30 〈60分で試験を行う授業科目〉
　総合基礎科目（外国語科目及びスポーツ・健康科学科目）

〈90分で試験を行う授業科目〉
　専門科目
　総合基礎科目（外国語科目及びスポーツ・健康科学科目以外）
　教職に関する科目・博物館に関する科目

〈90分又は120分で試験を行う授業科目〉
　法科大学院科目

第 2 時 限 10：50 〜 12：20

第 3 時 限 13：10 〜 14：40

第 4 時 限 15：00 〜 16：30

第 5 時 限 16：50 〜 18：20

第 6 時 限 18：40 〜 20：10

※気象に関する警報が発表された場合、自然災害・ストライキに起因する交通機関の運行停止の場合の措置に
ついては、授業と同様の扱いとする（「5　休講について」参照）。

2 ．受験上の注意
（1）履修登録した授業科目でなければ受験することはできない。
（2）科目によっては、平常の授業と試験の曜日・時限・教室が異なる場合や、他の科目と合同で試験を実施

する場合があるので注意すること。
（3）受験の際には、必ず学生証を携帯し、試験時間中は常に机上に呈示しておかなければならない。
（4）学生証を携帯しない者は、いかなる事情があっても受験できない。
	 学生証を忘失した者に対しては、特別に発行する「仮学生証（学内試験用）」（学生センター教務課で発

行）を持参、呈示した場合に限り、受験を許可する。
（5）試験場における座席は、番号札もしくは本学備付六法の番号によって指定する場合がある。
	 その場合、学生は入室時に必ず番号札もしくは本学備付六法を受け取り、指定された席に座らなければ

ならない。また、番号札もしくは本学備付六法は監督者の指示に従い必ず返却しなければならない。
（6）試験教室に入室する際、携帯電話・スマートフォン等の通信機能を備えた機器については、持ち込みが

許可されている場合を除き、必ず電源を切ってバッグ等の中にしまうこと。
（7）着席後は、私語を慎み、筆記具その他あらかじめ許可されたもの以外を机上に置いてはならない。
（8）試験教室に入室した後、手洗い等のために一時退室することは一切認められない。
（9）試験開始後20分以上遅刻した者は受験を認めない。
	 また、試験開始後30分を経過するまでは、試験場からの退出を許可しない。
（10）解答用紙には、最初にボールペンもしくは万年筆で学籍番号、氏名等所要事項を記入し、退出の際には、

教卓、教壇等指示された場所に必ず提出しなければならない。解答を断念した場合も同様である。
（11）この他、学生は、試験場においては、監督者の指示に従わなければならない。
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3 ．不正行為
　　次の行為はこれを不正行為として学則第67条に基づき懲戒を加える。
　　不正行為があった場合には、訓告、停学又は退学とし、履修単位の無効措置の処分を行う。
（1）番号札もしくは本学備付六法を交換したり、これに応じたりすること。
	 また、不正使用の目的をもって故意に番号札もしくは本学備付六法を持ち帰ること。
（2）持ち込みを許可されていないノート、教科書、参考書、携帯電話・スマートフォン等の電子機器等を参

照すること。
（3）持ち込みを許可された六法、辞書等に不正行為を目的としてあらかじめ書き込みをすること。
（4）試験時間中にノート、教科書、参考書、携帯電話・スマートフォン等の電子機器等を貸借すること。
（5）代理受験を依頼すること。及び代理受験をすること。
（6）他人の答案をのぞき見て写したり、自己の答案を写させたりすること。
（7）私語をすること。
（8）試験監督者の指示に従わないこと。
（9）以上の不正行為に類する行為をすること。

	 9	 追試験について

　やむを得ない事情によって所定の日に試験を受けられなかった者で、所定の期日までに以下に示す	
詳細な理由を具して願い出た者に対し、研究科委員会の議を経て追試験を許可する場合がある。

1 ．出願期間
（1）試験時間割が掲示された日から試験期間最終日の 3日後まで
	 （ただし、この「 3日」には、土曜日・日曜日・祝日は含まない）
（2）手続時間は次のとおり

曜　日 手　続　時　間

月〜金曜日 8 ：50 〜 16：00

土　曜　日 8 ：50 〜 12：00

日曜日・祝日 閉室（ただし、 8月は土曜日も閉室）

2 ．追試験対象科目
（1）学期末試験の追試験については、第 1学期終了科目及び通年科目
（2）学年末試験の追試験については、第 2学期終了科目及び通年科目
（3）掲示による事前周知のない試験科目は対象外とする。



94

3 ．出願手続に必要な書類
　以下に示す（1）（2）（3）（4）すべてを所定の期間内に学生センター教務課へ提出すること。

（1）追試験願
学生センター教務課にて受領のうえ、受験できなかった理由を詳細に記入し捺
印のこと。

（2）各種証明書

試験当日に受験できなかった事情を証明するもの
①本人の病気の場合…試験当日の状況を確認できる医師の診断書（学校感染症
と診断された場合は、「登校証明書」でも可）

②家族（ 3親等内の血族又は姻族）の重篤な病気の場合…試験当日の状況を確
認できる医師の診断書

③交通機関遅延の場合…遅延証明書（ただし、鉄道に限る）及び自宅から大学
最寄駅までの経路の説明書類

④葬儀等の場合（ 3親等内の血族又は姻族の死亡に限る。法事は対象外）…
会葬礼状又は埋葬許可証（写）等

⑤就職試験等を理由とする場合…日程の変更が認められない「就職のための試
験等」により拘束された日時が明記された会社等の印がある書面（添付でき
ない場合には、拘束されていた事実を確認できる文書）

⑥裁判員又は裁判員候補者に選ばれた場合…裁判員職務従事期間についての証
明書又は出頭した裁判所で出頭日の証明を受けた「選任手続期日のお知らせ
（呼出状）」
⑦災害・事故等の緊急を要するやむを得ない事由の場合…試験当日の状況を客
観的に説明できる書類（本人以外が作成したものに限る）

（3）追試験受験料納付書

中央教育研究棟 1 Fエスカレーター横、又は学生センター教務課前の証明書自
動発行機で発行を受けること。
①受験料は、 1科目につき1,000円である。
②以下の場合については、受験料を徴収しないこととする（追試験受験料納付
書不要）。
◦交通機関遅延の場合（ただし、鉄道に限る）

（4）G-Portの
　　「履修科目確認画面」の
　　プリントアウト

4 ．注意事項
（1）研究科委員会において不許可とされた科目がある場合には受験料を返還する。この場合は、学生セン

ター教務課から本人宛てに通知する。
（2）追試験の場合は不利な点が多いので、試験期間には健康に充分留意すること。
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	 10	成績について

１．成績の評価は、100点満点の点数をもって表示し、60点以上を合格、59点以下を不合格とする。各授業科
目の成績評価の方法・基準については、シラバスを参照すること。特に、学部・大学院の各教育課程を跨
いで開講される科目の成績評価は、当該科目を履修した学生の各教育課程に応じてその評価方法等が区別
されているので、十分に注意して確認すること。上記の取り扱いは大学院博士前期課程と博士後期課程を
跨いで開講される科目についても同様とする。

2．本学で発行する成績証明書には、「秀」、「優」、「良」、「可」の評価をもって行い、その評価換算基準は次
のとおりとする。なお、入学前又は留学先大学等で修得した科目の単位を本学の単位として認定したもの
は、「認」の表記とする。

■評価換算基準表

評　語 評　　　点

秀　（S） 100点　〜　90点

優　（Ａ） 89点　〜　80点

良　（Ｂ） 79点　〜　70点

可　（Ｃ） 69点　〜　60点

不可（Ｆ） 59点　〜　 0点
　　　　　　（記載しない）

3．その年度までに履修したすべての授業科目の成績は年度末の ３月下旬にG-Port上で発表する。修了者に
ついては、修了式当日に成績表を交付する（再交付は行わない）。なお、当年度第 １学期終了科目の成績
については ９月中旬にG-Port上で確認することができる（当年度第 １学期終了科目の成績を記載した成
績証明書は ９月中旬、前年度までのすべての科目を記載した成績証明書は ４月上旬に発行する）。

4．成績は、発表後、速やかにG-Port上で各自「成績照会画面」を紙媒体に出力のうえ、大切に保管するこ
と（新年度の履修計画を立てるうえでの資料となるだけでなく、証明書の代用として役立つ場合もある）。

5．所定の期間において、成績調査願を提出することで、単位修得に関する調査を依頼することができる。成
績調査願の受付は、 ９月及び ３月で、提出先は学生センター教務課とする。詳細は掲示にて確認すること。
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	 11	GPAについて

１．GPA制度とは
　　　GPA（Grade Point Average）とは、各科目の成績評価に一定のGP（Grade Point）を与えて数値

化し、その累積に対する平均値を示すものである。

2 ．成績評語とGP

合否区分 評　語 評　点 G　P
成績証明書の表示

和　文 英　文

合　　格

S 100 〜 90 4.00 秀 S

A 89 〜 80 3.00 優 A

B 79 〜 70 2.00 良 B

C 69 〜 60 1.00 可 C

不 合 格 F 59 〜 0 0.00 非表示 非表示

履修取消 W ─ ─ 非表示 非表示

認　　定 T ─ ─ 認 T

3 ．GPAの算出方法
　　　GPAの計算式は、次に定めるものとし、算出された数値の小数点以下第 4位を四捨五入して、第 3位

までの数値とする。

　　■GPA算出式

全期間の（ 4 ×S（秀）の評価単位数＋ 3 ×A（優）の評価単位数＋ 2 ×B（良）の評価単位数＋ 1 ×C（可）の評価単位数）

全期間の総履修登録単位数（「 F（不可）」の単位数を含む。「 W（取消）」「 T（認）」の単位数は含まない。）

　　※GPAは、在籍期間中の全ての成績を通算して当該学期毎に算出する。
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4 ．GPAが適用される科目について
　　　原則として本学学則に定める授業科目とする。ただし、次の（1）〜 （5）に定める科目については、

GPA算出対象から除くものとする。

（1）本学以外の大学等で修得した科目を単位として認めたもの
　　ア　編入学した際の単位認定科目
　　イ　留学や資格取得による単位認定科目
　　ウ　他大学との単位互換制度で修得した科目

（2）博物館に関する科目及び教職に関する科目

（3）履修取消制度により取消した科目

（4）各研究科専攻等の規定に基づく「随意科目」（履修は可能だが修得しても修了必要単位数に算入されな
い科目）

（5）各研究科専攻等が別途定めた「GPA算出除外科目※1」

前項の（4）にかかわらず、次の条件においては、すべての評価をGPA算出対象とする。
◦「重複履修不可科目※2」を再度履修して複数の評価がついた場合
◦「修了必要単位数に算入できる科目」の内、修得結果により随意科目が確定する場合※3

※ 1 　「GPA算出除外科目」とは、各研究科専攻等の履修規定上は「随意科目ではない科目」（＝GPA算出対象になる
科目）であっても、各研究科専攻等の定めによりGPA算出対象外に指定できる科目をいう（G-PortにGPA算出
除外科目の情報を掲載する）。なお、これは全対象者に対して一律で適用されるものであり、任意の学生を指定
のうえ、特定の科目又は評価を個別にGPA算出対象外に指定するものではない。

※ 2　本学における「重複履修不可」とは、同じ科目を再度履修することを原則禁じていないが、履修した科目の 1科
目分の修得単位数のみ修了要件に算入されることをいう。再度履修による修得分は随意科目として集計される取
扱いである。

※ 3　各研究科専攻等の履修規定により、例えば “各専攻共通科目は 8単位まで修了単位に算入することができる” と
いう場合、超過した単位数分が随意科目として集計されるが、どの科目が該当するか判別不可のため、すべての
評価がGPA算出対象になる。

5 ．GPAの記載について
　　　GPAは、学期毎にG-Portの「成績照会画面」及び成績証明書に記載される。
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大学院学生の留学に関する内規
第 1条　学習院大学大学院（以下「本大学院」とい
う。）学生が学則第32条により、外国の大学院に留
学する場合には、この内規に定めるところによる。

第 2条　この内規にいう留学とは、研究科委員会にお
いて、その願出が承認され、学長の許可を受けた
場合をいう。

第 3条　留学の期間は、原則として １年間を限度とす
る。ただし、特別の事情があるときには、更に １
年以内の延長を認めることがある。
２　留学期間は、在学年数に算入する。
第 4条　留学の許可を受けた者が、外国の大学院にお
いて修得した単位のうち、研究科委員会が適当と
認めた単位を10単位を限度として、本大学院にお
いて修得したものとして認定することができる。
２　修得単位の認定に関する基準は、別にこれを定め
る。

第 ５条　留学を希望する者は、留学先大学院の適否及
び履修科目等の適否について、研究科委員長及び
指導教授の指導を受けなければならない。

第 6条　留学を希望する者は、留学先大学院の入学許
可証を添えて留学願を提出し、許可を得なければ
ならない。
２　渡航前に留学手続が完了しない場合には、一旦休
学願を提出して渡航し、留学先大学院の履修要覧
を本大学院に送付し、留学先大学院として適当で
あるとの認定を受けてから、入学許可証を添えて
留学願を提出し、許可を得なければならない。

　　この場合、遡って休学の期間あるいは、その一部
を取り消すことができる。

第 7条　留学の許可を受けた者については、留学期間
中の本大学院における授業料、施設設備費及び研
究実験費を減免する。
2　外国の大学院との交流協定に基づく留学者で、そ
の協定によって留学先大学院の納付金が免除され

るときは、前項にかかわらず本大学院の納付金を
納付しなければならない。

第 8条　留学した年度の第 1学期及び留学を終えて帰
国した年度の第 2学期において修得した授業科目
の単位は、それぞれの年度に修得したものとする。

第 9条　留学した年度の第 1学期に履修していた通年
の授業科目については、留学前に継続履修願を提
出し、留学を終えて帰国した年度の第 2学期にそ
の授業科目を継続して履修することが認められた
場合、通年で履修したものとみなす。

第10条　第 4条の規定に基づき単位の認定を願い出る
者は、留学した大学院の成績証明書及び履修要覧
を添えて、留学に伴う単位認定願を提出するもの
とする。

第11条　留学先大学院で修得した単位の認定は、研究
科委員会が行う。

第12条　留学を終えて帰国した年度の第 2学期に履修
する授業科目の履修登録は、 9月末までに終える
ものとする。

第13条　留学及び単位の認定に関する事務は、学生セ
ンター教務課が行う。

第14条　この内規の改正は、研究科委員会の議を経て、
大学院委員会の承認を得なければならない。

附　則
　この内規は、昭和59年 ４ 月 １ 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成12年 ４ 月 １ 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成21年 ４ 月 １ 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成22年 ４ 月 １ 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成25年 ４ 月 １ 日から施行する。
附　則
　この内規は、平成27年 ４ 月 １ 日から施行する。

	 12	留学について

　学則第32条が規定する留学に対しては、一定の条件を備えた場合に限り、外国の大学での修得単位を	
本学の単位に認定する。
　留学の諸手続にあたっては次の内規によらねばならない。
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	 14	他大学大学院の授業科目の履修について

　本学大学院と他大学大学院との間で締結された協定に基づき、他大学大学院の授業科目を履修すること
ができる。詳細については、各研究科の履修規定を参照のこと。

	 15	図書館司書資格取得について

　学習院女子大学との協定に基づく科目等履修生制度を利用することにより、図書館法施行規則で定める
司書となる資格を取得することができる。学習院女子大学が開設する司書課程科目の履修を希望する学生
は、下記のことに留意すること。

①�司書課程の科目を履修できるのは、学部 ２〜 ４年次生及び大学院生である。
②�４ 月上旬に学習院女子大学で開催される「司書課程ガイダンス」に必ず出席すること（履修開始年度のみ）。
③�履修が許可された場合、図書館司書課程履修費を納入すること（窓口は学習院女子大学）。なお、科目等
履修生の選考料、登録料、履修料は免除される。また、履修が許可された科目の取消しはできないので注
意すること。
④�司書課程免許状は、修了式（ ３月20 日）当日、本学学生センター教務課で交付する。
⑤�在学中に単位の一部を修得したものの、司書資格を取得できなかった場合、学習院女子大学の科目等履修
生として残りの単位を修得することにより、資格を取得することができる。ただし、この場合は下記の
「事務取扱い窓口のご案内」にかかわらず、すべての業務の窓口が学習院女子大学となる。また、選考料・
登録料・履修料等の費用が必要となる。

	 13	大学院学生の休学に伴う授業科目の履修および単位認定の取扱いについて

１ ．休学した年度の第 １学期及び休学を終えた年
度の第 ２学期に修得した授業科目の単位は、そ
れぞれの年度に修得したものとする。
2．休学した年度の第 １学期に履修していた通年
の授業科目については、休学前に継続履修願を
提出し、休学を終えた年度の第 ２学期に、その
授業科目を継続して履修することが認められた
場合、通年で履修したものとみなす。
3．休学を終えた年度の第 2学期に履修する授業
科目の履修登録は、 ９月末までに終えるものと
する。
4．休学に伴う授業科目の履修及び単位の認定に

関する事務は、学生センター教務課が行う。
5．この取扱いの改正は、研究科委員会の議を経
て、大学院委員会の承認を得なければならない。
附　則
　この取扱いは、昭和59年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この取扱いは、平成21年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この取扱いは、平成22年 4 月 1 日から施行する。
附　則
　この取扱いは、平成27年 4 月 1 日から施行する。
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＊�学習院女子大学との協定に基づく科目等履修生制度に関わる事務取扱いは、下記のとおり本学学生センター
教務課と学習院女子大学とで分担して行っている。

本学学生センター教務課で行う業務 学習院女子大学で行う業務

◦出願要項・願書の配付
◦願書の受付
◦履修許可の結果発表
◦成績表の交付（年 ２回）
◦司書課程免許状の交付（修了時）

◦履修ガイダンスの開催
◦図書館司書課程履修費の徴収
◦身分証明書の発行
◦成績証明書の発行
◦司書資格取得証明書の発行
◦休講等各種連絡事項の掲示

	 16	教職課程の科目の履修について

　本学では、卒業後、中学校又は高等学校、中等教育学校の教員になろうとする者を対象として、教育職
員免許法に定める単位を修得するための教職課程を設置している。

　大学院生は学部生と履修方法が異なるため、履修を希望する場合は教職課程事務室に相談すること。その際
に指示された書類を提出のうえ、 ４月上旬に行われる「教職課程履修ガイダンス」に必ず出席すること。

	 17	博物館に関する科目の履修について

　本学では、卒業後、博物館学芸員になろうとする者を対象として、博物館法第 ５条に定める学芸員とな
る資格を取得するための「博物館に関する科目」を設置している。資格取得には、学士の称号に加え所定
の単位を修得することが条件となっている。

　大学院生については、学部生と履修の手続が異なる場合があるため、履修を希望する場合は ４月上旬のガイ
ダンス前までに学芸員課程事務室に確認のうえ、「博物館に関する科目履修ガイダンス」に出席すること。ま
た履修についての詳細は、学芸員課程事務室発行の「学芸員課程の手引」を参照すること。

平成20年度から新たな授業料減免制度※ができています。
対象は、
所定単位を修得したうえで 3年を超えて在学する博士後期課程の学生です。
※これまでどおり、休学や留学の場合も授業料は減免されます。

▶問い合わせ窓口　学生センター教務課

授業料の減免について
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法学研究科　ナンバリングコード付番ルール
　ナンバリングコードは、各科目についており、各学科ごとに、以下のコードを組み合わせ、その科目の水準、
履修順序、授業形態などをあらわしています。

（例）　法学基礎研究

111 -  F -  100

①開設部門
　コード

③通し番号②履修規定上の
　位置付け 法学研究科が開設した大学院科目で、

基礎研究にあたる科目
（A～G）下表参照

法学研究科は
「111」（ ）

　① 開設部門コード

法学研究科 111

　② 履修規定上の位置付け

A 各学部学科等の専門科目で、必修科目又は選択必修科目の位置付けと認められるもの。

B 各学部学科等の専門科目で、選択科目の位置付けと認められるもの。

C 各学部学科等の専門科目で、自由科目の位置付けと認められるもの。

D 総合基礎科目（基礎教養科目、情報科目、スポーツ・健康科学科目、外国語科目）

E 資格関係（学芸員・教職課程）科目

F 大学院科目

G その他

　③ 通し番号
　　 法律学専攻（111）

区　分 定　　　義

100-199 基礎研究

200-299 特殊研究

300-399 演　　習

400-499 研究指導

500-599 そ の 他

600-699 特別研究

700-799 演　　習

800-899 そ の 他
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法学研究科履修規定

Ⅰ．博士前期課程

（1）前期課程においては、学生は所定の授業科目について30単位以上を修得しなければならないが、そのうち
「研究指導」については、単年度 2単位、合計 ４単位を必修とする。「研究指導」は、指導教授が担当する
ものとし、 4単位を超えて修得した部分は修了に必要な履修単位には算入しない。

（2）本学の他研究科が開設する科目は、届け出により本研究科委員会が承認したものに限り、10単位を上限に、
「法学研究科特殊研究」（読み替え科目）とみなし、前項に規定する30単位に算入することができる。

（3）学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修および論文の作成についてその指導を受けなければな
らない。在学中、特別の事由があるときは指導教授を変更することができる。ただし、その変更について
は研究科委員会の承認を必要とする。

（4）修士論文の提出については次のとおりとする。
⒜　 １年以上在学し、所定の単位を20単位以上修得していることを要件とする。
⒝　論文提出期限は、 １月10日とする。

（5）本研究科の博士後期課程に進学する場合には、修士の学位論文を提出しなければならない。

Ⅱ．博士後期課程

（1）後期課程においては、学生は所定の授業科目について ８単位以上を修得しなければならない。
（2）本学の他研究科が開設する科目は、届出により本研究科委員会が承認したものに限り、 ４単位を上限に、
「法学研究科特殊研究」（読み替え科目）とみなし、前項に規定する ８単位に算入することができる。

（3）学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修および論文の作成についてその指導を受けなければな
らない。在学中、特別の事由があるときは指導教授を変更することができる。ただし、その変更について
は研究科委員会の承認を必要とする。

（4）博士論文の提出については次のとおりとする。
⒜　 ２年以上在学し、所定の授業科目を ８単位以上修得していることを要件とする。
⒝　論文提出期限は、 ９月30日または ３月31日とする。
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法学研究科の学位論文について

修士の学位論文
（1）修士の学位論文は、在学期間中に提出するものとする。
（2）修士の学位論文は、博士前期課程に １年以上在学し、所定の授業科目について20単位以上を修得した者が

提出することができる。
（3）修士の学位論文（ ３通）の提出期限は、 １月10日とし、論文を提出する予定の者は、前年の ６月30日まで

に、論文の題名を、指導教授を経て研究科委員長に届け出なければならない（届出窓口は学生センター教
務課）。

（4）修士の学位論文は、自著論文でなければならない。
（5）外国語による論文を提出するときは、邦語訳文（ ３通）を添付しなければならない。
（6）論文には、4,000字以内の論文要旨（ ３通）を添付しなければならない。

課程博士の学位論文
（1）課程博士の学位論文は、在学期間中に提出するものとする。
（2）課程博士の学位論文は、博士後期課程に 2年以上在学し、所定の授業科目について ８単位以上を修得した

者が提出することができる。
（3）課程博士の学位論文（ ３通）の提出期限は ９月30日または ３月31日とする。

９月30日までに論文を提出する予定の者は、 ６月30日までに、 ３月31日までに論文を提出する予定の者は、
１月31日までに、それぞれ論文の題名を指導教授を経て研究科委員長に届け出なければならない（届出窓
口は学生センター教務課）

（4）課程博士の学位論文には、参考文献目録（ ３通）および論文概要（レジュメ）（ ３通）を添付しなければ
ならない。

（5）論文は、自著論文でなければならない。
外国語による論文を提出するときは、日本語訳文を添付しなければならない。

（6）参考文献目録は、論文内容に関連する文献を記載し、論文執筆に際して実際に読んだ文献に印をつけるも
のとする。

（7）論文概要（レジュメ）は、8,000字程度とする。
＊論文題名・論文提出日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合は、
火曜日とする。
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学習院大学大学院 法学研究科 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 　　月

入学時オリエンテーション・履修科目の選択
指導教員（ 1名）の決定・通知
授業開始
履修登録期間
履修修正期間

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

5 〜 7 月

履修取消期間
・研究テーマを設定する。
・研究テーマに関連する講義・演習科目を履修し、法的知識
を充実させ、研究手法の理解を深める。

Webシステム上で取消

8 　　月 夏季休業

9 〜 2 月
・具体的な研究課題や研究手法について設定する。
・研究課題に関連する講義・演習科目を履修し、法的知識を
充実させ、研究手法の理解を深める。

3 　　月 修士論文作成計画書を指導教授に提出

2
　
年
　
次

4 〜 8 月

授業開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
修士論文題名届の提出期限（ 6月30日）

・資料を収集分析し、論文執筆を進める。
・論文全体の目次を作成、執筆にあたり研究課題、研究手法
についての修正を行う。

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

9 　　月 修士論文中間報告

10〜12月 ・中間報告で受けた指摘も踏まえ、論文執筆を行う。
・注や参考文献など、学術論文としての体裁を整える。

1 　　月 修士論文の提出 期限は 1月10日、提出先は
学生センター教務課

2 　　月 論文審査・口述試験

3 　　月 修了認定
学位（修士（法学））授与

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（修士論文）は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の科目について20単位以上を修得した者のみが提出する
ことができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性
・課題を追求する上での方法論の適切性
・研究方法及び調査方法の妥当性
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 法学研究科 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 　　月

入学時オリエンテーション・履修科目の選択
指導教員（ 1名）の決定・通知
授業開始
履修登録期間
履修修正期間

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

5 〜 7 月
履修取消期間
・研究テーマの設定
・研究テーマに関連する講義科目・演習科目の履修

Webシステム上で取消

8 　　月 夏季休業

9 〜 2 月 ・具体的な研究課題、研究手法についての設定
・研究課題に関連する講義科目・演習科目の履修

3 　　月 指導教授との面談

2
　
年
　
次

4 〜 7 月

授業開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間（ 5月）
・研究課題、研究手法に沿った調査研究
・研究課題に関連する講義科目・演習科目の履修

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

8 　　月 夏季休業

9 〜 2 月 ・研究課題、研究手法に沿った調査研究及び博士論文の執筆
・研究課題に関連する講義科目・演習科目の履修

3 　　月 指導教授との面談・博士論文進捗状況の報告

3
　
年
　
次

4 〜 2 月

授業開始（ 4月）
履修登録期間（ 4月）
履修修正期間（ 4月）
履修取消期間（ 5月）
・研究課題、研究手法に沿った調査研究及び博士論文の執筆
・ 6月30日までに博士論文題名届出→ 9月30日までに論文提
出
・ 1月30日までに博士論文題名届出→ 3月31日までに論文提
出
・審査委員会の選任（論文提出から 3ヶ月以内）
・論文審査・口述試験（適宜）

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

題名届・論文の提出先は学生
センター教務課

3 　　月 修了認定
学位（博士（法学））授与

※学位論文（博士論文）は、博士後期課程に 2年以上在学し、所定の科目について 8単位以上を修得した者のみが提出する
ことができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性
・課題を追求する上での方法論の適切性
・研究方法及び調査方法の妥当性
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献（重点指導項目）



政
治
学
研
究
科

Ⅴ

政治学研究科
博士課程（前期・後期）
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政治学研究科　ナンバリングコード付番ルール
　ナンバリングコードは、各科目についており、各学科ごとに、以下のコードを組み合わせ、その科目の水準、
履修順序、授業形態などをあらわしています。

（例）　共同基礎演習Ⅰ

112 -  F -  101

①開設部門
　コード

③通し番号②履修規定上の
　位置付け 政治学研究科が開設した大学院科目で、

各コース共通科目
（A～G）下表参照

政治学研究科は
「112」（ ）

　① 開設部門コード

政治学研究科 112

　② 履修規定上の位置付け

A 各学部学科等の専門科目で、必修科目又は選択必修科目の位置付けと認められるもの。

B 各学部学科等の専門科目で、選択科目の位置付けと認められるもの。

C 各学部学科等の専門科目で、自由科目の位置付けと認められるもの。

D 総合基礎科目（基礎教養科目、情報科目、スポーツ・健康科学科目、外国語科目）

E 資格関係（学芸員・教職課程）科目

F 大学院科目

G その他

　③ 通し番号
　　 　政治学専攻（112）

区　分 定　　　義

101-199 各コース共通科目

201-299 日本政治政策研究コース専門科目

301-399 国際関係・地域研究コース専門科目

401-499 社会・公共領域コース専門科目

501-599 政策・実務科目

601-699 研究指導科目等

701- 博士課程科目
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政治学研究科履修規定

Ⅰ．博士前期課程

１ ．博士前期課程を修了するためには 2年以上在学して正規の授業を受け、所定の授業科目について30単位以
上を修得し、さらに修士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。

　　ただし、特定の課題についての研究の成果（特定課題研究）の提出をもって修士論文の提出に代えること
ができる。

２．単位の履修方法は次のとおりとする。

科 目 の 種 類 単　位　数

共通科目 4単位以上

コース専門科目 6単位以上

政策・実務科目 6単位以上

研究指導 6単位（修士論文を提出する場合は 8単位）

そ
の
他

他研究科開設科目
法学部開設の講義、演習及び外国書講読
単位互換制度に基づく他大学大学院交流科目

上限 ８単位
（研究科委員会が履修を認めたものに限る）

選択したコース以外の「コース専門科目」

合計３０単位以上

（1）研究指導の履修方法は次のとおりとする。
①修士論文を提出しない場合には研究指導Ⅰ、Ⅱの単位に加え、研究指導Ⅲ、Ⅳのいずれか一方の単位を
修得しなければならない（合計 6単位）。
②修士論文を提出する場合には研究指導Ⅰ～Ⅳのすべての単位を修得しなければならない（合計 8単位）。
③研究指導の単位を修得するためには、学期末にタームペーパー（研究報告レポート）を提出しなければ
ならない。ただし、修士論文の提出者は、修士論文をもって研究指導Ⅳのタームペーパーに代えること
ができる。

（2）以下の授業科目については、本研究科委員会が履修を認めたものに限り、合算して 8単位までを本研究
科の授業科目である「政治学基本研究」（読み替え用科目）とみなし、修了に必要な単位に算入するこ
とができる。なお、履修に際しては指導教授の指導を受けること、また 8単位を超えた分については、
修了に必要な単位に算入されない。
①他研究科開設の授業科目
②法学部開設の講義・演習および外国書講読
③他大学大学院政治学研究科・政治学専攻との単位互換制度に基づく他大学大学院政治学研究科・政治学
専攻の授業科目
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（3）以下の授業科目については、授業科目名が同一であっても講義題目が異なれば、重複履修とはみなさな
い。

　　政策・実務科目の「実務研修」「政策評価演習」「政策実務演習」
　　ただし、「実務研修」については、同一研修先で重ねて研修を行う場合には、修了に必要な単位に算入
することはできない。

（4）他コースのコース専門科目を履修することができる。この場合、自コースのコース専門科目の単位には
算入されないが、修了に必要な30単位には算入される。

３．学生は入学時に研究コースを選択し、授業科目の履修については指導教授の指導を受けなければならない。
　　在学中、特別の事由があるときは研究コースおよび指導教授を変更することができる。ただし、その変更
については研究科委員会の承認を必要とする。また、課程を修了するためには、変更後のコースにおける
修了要件を満たしていなければならない。

４．修士の学位論文・特定課題研究の提出については次のとおりとする。
（1） 1年以上在学し、所定の授業科目を18単位以上履修したものは、修士の学位論文・特定課題研究を提出

することができる。
（2）修士の学位論文・特定課題研究の提出期限は、毎年 1月10日とする。
（3）本研究科の博士後期課程に進学する場合には、修士論文の提出が条件となる。
５．飛び級制度については、以下のとおり定める。
（1）「特別選抜（FT）コース」（以下、FTコースとする）を修了した学生が、「特別選抜（FT）コース履修

規定」の ９で定めた要件に沿って法学部政治学科 ４年次在籍時に修得した大学院科目の単位を、政治学
研究科進学後に、博士前期課程の修了に必要な単位数として算入することによって、同課程を １年で修
了することができる。この制度を飛び級制度とする。

（2）法学部政治学科の ３年次にFTコースの履修を開始し、４年次に大学院開設科目の単位を修得した学生が、
４年次終了時にFTコースを修了できなかった場合は、その後政治学研究科に進学したとしても、飛び
級制度を利用する資格は失う。
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■政治学研究科科目履修表（博士前期課程）

科 目 名 単位数 備　　考

共 通 科 目

共同基礎演習Ⅰ
共同基礎演習Ⅱ
基礎文献講読Ⅰ（日本語文献） 
基礎文献講読Ⅱ（日本語文献） 
基礎文献講読Ⅲ（英語文献） 
英語研究論文執筆演習
英語研究プレゼンテーション演習

2
2
2
2
2
2
2

 
これら ５科目から

　 ４単位以上修得

コ

ー

ス

専

門

科

目

日本政治・政策研究コース

行政とガバナンス
日本の統治構造
政治分析方法論
日本政治研究
歴史政策論
公共政策論

2
2
2
2
2
2

選択したコースから
6単位以上修得国際関係・地域研究コース

現代国際政治
国際政治経済論
国際開発協力論
現代アメリカ政治
現代中国政治
現代ヨーロッパ政治
現代東アジア政治

2
2
2
2
2
2
2

社会・公共領域研究コース

公共思想史
公共哲学研究
日本政治思想研究
公共秩序の数理モデル
社会情報学
政治行動論

2
2
2
2
2
2

政策・実務科目

統計分析Ⅰ 
統計分析Ⅱ 
政策課題研究
政策評価演習
実務研修
政策実務演習

2
2
2
2
2
2

6 単位以上修得

研 究 指 導

研究指導Ⅰ 
研究指導Ⅱ 
研究指導Ⅲ 
研究指導Ⅳ 

2
2
2
2

6 単位修得
<修士論文を提出する場合は 8 単位>

そ
の
他

他研究科開設科目
法学部開設の講義、演習及び外国書講読
単位互換制度に基づく他大学大学院交流科目

8 単位まで
本研究科が認めたものに限り、
「政治学基本研究」に読み替える

選択したコース以外の「コース専門科目」 

合計30単位以上修得

（注）修士論文を提出するか否かにより、修了に必要な「研究指導」の単位数が異なるが、年度末に交付する成績表の単位集
計欄では、修士論文を提出しない場合を想定し、修了に必要な「研究指導」の単位数を 6単位として集計している。修
士論文を提出する場合は、各自がその部分を 8単位に換算して集計すること。
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3 つの研究コース

　平成17年度以降の入学者に適用される新しいカリキュラムでは、学生は各自の目的・関心に応じて次のよう
な 3つの研究コースのいずれかに所属して研究指導を受けます。所属するコースは入学時に登録を行いますが、
2年次に進む際に変更することも可能です。各研究コースにはそれぞれのコース専門科目が配置されており、
学生は各自が所属するコースの専門科目を中心に履修することになります。もちろん、一定の範囲で所属コー
ス以外のコース専門科目を履修することも可能です。

●日本政治・政策研究コース
日本における政治・行政・政策過程の実態の分析を通じて、広い意味での政策決定・政策評価に必要とされ
る高度な知識・能力を身に付けた人材の育成を目指します。行政とガバナンス、歴史政策論、政治分析方法
論、日本の統治構造、日本政治研究、公共政策論など、いずれも事例研究を重視した科目が設置されていま
す。

●国際関係・地域研究コース
グローバル化が進展する今日の世界において、何らかの形で国際社会と深く関わりあう場で活躍する人材の
育成を目指します。現代国際政治、国際政治経済論、国際開発協力論、現代アメリカ政治、現代ヨーロッパ
政治、現代中国政治、現代東アジア政治などの科目を学びながら、国際社会における様々な問題の分析・解
決能力を身に付けます。

●社会・公共領域研究コース
グローバル化・ボーダーレス化が進む今日の社会・公共空間について、そのメカニズムと望ましいルールは
どのようなものかといったテーマに取り組み、これからの市民社会をリードしていく人材の育成を目指しま
す。社会のメカニズムを学ぶための科目として社会情報学、公共秩序の数理モデル、政治行動論、公共領域
のルールを探求する科目として公共哲学研究、公共思想史、日本政治思想研究などの科目が設置されていま
す。
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Ⅱ．博士後期課程

１ ．博士後期課程を修了するためには 3年以上在学して正規の授業を受け、所定の授業科目について 8単位以
上を修得し、さらに博士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。

２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導を受けなければならない。
　　在学中、特別の事由があるときは指導教授を変更することができる。ただし、その変更については研究科
委員会の承認を必要とする。

３．単位の履修方法は次のとおりとする。
（1）後期課程は、研究課題にそくした研究指導と学生自身の自発的な研究活動によってなりたっている。
（2）履修 8単位は、特殊研究 4単位・演習 4単位とする。
4．博士の学位論文の提出については次のとおりとする。
（1） 2年以上在学し、所定の授業科目を 8単位以上履修したものは、指導教授と相談の上、博士の学位論文

を提出することができる。
（2）論文提出期限は、 9月30日、 3月31日の年 2回とする。
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1 博士後期課程授業科目の履修について

　博士後期課程の学生は、下表左側の博士前期課程授業科目を履修することにより、右側の博士後期課程授業
科目に読み替えられる。
　なお、右側に博士後期課程授業科目が記載されていない博士前期課程授業科目については、履修しても修了
に必要な単位には算入されない。

博士前期課程授業科目 単位 博士後期課程授業科目（読み替え後） 単位
共同基礎演習Ⅰ 2
共同基礎演習Ⅱ 2
基礎文献講読Ⅰ 2 共同基礎演習Ａ 2
基礎文献講読Ⅱ 2 共同基礎演習Ａ 2
基礎文献講読Ⅲ 2 共同基礎演習Ａ 2
日本の統治構造 2 政治学特殊研究 2
政治分析方法論 2 政治学演習 2
日本政治研究 2 日本政治過程論特殊研究 2
歴史政策論 2 日本政治外交史特殊研究 2
行政とガバナンス 2 行政学演習 2
公共政策論 2 公共政策論演習 2
現代国際政治 2 国際政治演習 2
国際政治経済論 2 国際政治特殊研究 2
国際開発協力論 2 国際開発協力論演習 2
現代アメリカ政治 2 アメリカ政治演習 2
現代中国政治 2 中国政治特殊研究 2
現代ヨーロッパ政治 2 ヨーロッパ政治史特殊研究 2
現代東アジア政治 2 東アジア政治特殊研究 2
公共思想史 2 西洋政治思想史特殊研究 2
公共哲学研究 2 公共哲学特殊研究 2
日本政治思想研究 2 日本政治思想史演習 2
公共秩序の数理モデル 2 社会学特殊研究 2
社会情報学 2 社会学演習 2
政治行動論 2 社会心理学演習 2
政治学研究科特殊研究 2
政治学研究科演習 2
統計分析Ⅰ 2 共同基礎演習Ｂ 2
統計分析Ⅱ 2 共同基礎演習Ｂ 2
政策課題研究 2
政策評価演習 2
実務研修 2
政策実務演習 2
研究指導Ⅰ 2
研究指導Ⅱ 2
研究指導Ⅲ 2
研究指導Ⅳ 2
政治学基本研究 2
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2 政治学研究科の学位論文について

Ⅰ－Ａ．修士の学位論文について
（1）修士の学位論文は、在学期間中に提出するものとする。
（2）修士の学位論文は、博士前期課程（修士課程）に 1年以上在学し、所定の授業科目について18単位以上を

修得した者が提出することができる。
（3）修士の学位論文を提出する予定の者は、その年度に「修士論文（政治学研究科）」を履修登録しなければ

ならない。
（4）修士の学位論文（4通）の提出期限は 1月10日とし、論文を提出する予定の者は、前年の 6月30日までに、

論文の題名を指導教授を経て研究科委員長に届け出なければならない（届け出窓口は教務課）。
（5）論文は、自著論文でなくてはならない。
（6）外国語による論文を提出するときは、邦語訳文を添付しなければならない。
（7）論文には、4,000字以内の論文要旨（ 4通）を添付しなければならない。
（8）使用用紙は、縦書・横書いずれの場合も、A 4判用紙を使用することが望ましい。
（9）本研究科の博士後期課程に進学する場合には、修士論文の提出が条件となる。

Ⅰ－Ｂ．特定課題研究について
（1）特定課題研究は、在学期間中に提出するものとする。
（2）特定課題研究は、研究指導Ⅰ・Ⅱ・ⅢまたはⅠ・Ⅱ・Ⅳのタームペーパーをもとに作成するものとする。
（3）特定課題研究は、博士前期課程（修士課程）に 1年以上在学し、所定の授業科目について18単位以上を修

得した者が提出することができる。
（4）特定課題研究を提出する予定の者は、その年度に「特定課題研究（政治学研究科）」を履修登録しなけれ

ばならない。
（5）特定課題研究（ 4通）の提出期限は、 1月10日とする。特定課題研究を提出する予定の者は、前年の 6月

30日までに、題名を指導教授を経て研究科委員長に届け出なければならない（届け出窓口は教務課）。
（6）特定課題研究には、4,000字以内の要旨（ 4通）を添付しなければならない。
（7）使用用紙は、縦書・横書いずれの場合も、A 4判用紙を使用することが望ましい。
（8）特定課題研究についても修士論文と同様に最終試験を実施する。

＊論文題名・論文提出締切日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合
は、火曜日とする。
＊学習院大学政治学研究科の学位に関する細則では、「特定の課題についての研究の成果」を「研究の成
果」と略しているが、ここでいう科目名としての「特定課題研究」と同じ意味である。

Ⅱ．博士の学位論文について
（1）博士の学位論文は、博士後期課程に 2年以上在学し、所定の授業科目について 8単位以上を修得した者が

提出することができる。
（2）博士の学位論文（ 3通）の提出期限は、 9月30日、 3月31日の年 2回とし、 9月30日までに論文を提出す

る予定の者は、 6月30日までに、 3月31日までに論文を提出する予定の者は、 1月31日までに論文の題名
をそれぞれ指導教授を経て、研究科委員長に届け出なければならない（届け出窓口は教務課）。

（3）論文は、自著論文でなくてはならない。
（4）外国語による論文を提出するときは、邦語訳文を添付しなければならない。
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（5）論文には、4,000字以内の論文要旨（ 3通）を添付しなければならない。
（6）使用用紙は、縦書・横書いずれの場合も、A 4判用紙を使用することが望ましい。

＊論文題名・論文提出締切日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合
は、火曜日とする。
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学習院大学大学院 政治学研究科 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
10月
3 月

新入学生オリエンテーション
「研究計画書」の提出

指導教員（ 1名）の決定・通知
授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
中間報告会（第 1回）の実施
「修士論文作成計画書」の提出

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

2
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
6 月30日

10月
1 月10日

2 月

3 月

オリエンテーション
「研究計画書」（修正版）の提出　　※必要であれば
指導教員（ 1名）の変更・通知　　※必要であれば

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
「修士論文題名届」の提出期限

中間報告会（第 2回）の実施
修士論文の提出期限
修士論文口述試験・最終試験

研究科委員会　修了者決定
学位（修士（政治学））授与

「研究計画書」の提出
履修登録（Webシステム上で
登録）

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

提出は学生センター教務課
最終試験は、博士論文の内容
だけでなく、関連のある科目
についても口頭または筆答に
より行う。

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（修士論文）は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の科目について30単位以上を修得した者のみが提出する
ことができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性
・課題を追求する上での方法論の適切性
・研究方法及び調査方法の妥当性
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 政治学研究科 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
10月
3 月

新入学生オリエンテーション
「研究計画書」の提出

指導教員（ 1名）の決定・通知
授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
中間報告会（第 1回）の実施
「博士論文作成計画書」の提出

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

2
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
10月

オリエンテーション
「研究計画書」（修正版）の提出　　※必要であれば

指導教員（ 1名）の変更・通知　　※必要であれば
授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
中間報告会（第 2回）の実施

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

3
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
6 月30日

7 月
9 月30日

論文提出から
3 ヵ月以内

2 月

3 月

オリエンテーション
「研究計画書」（修正版）の提出　　※必要であれば
指導教員（ 1名）の変更・通知　　※必要であれば

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
「博士論文題名届」の提出期限

中間報告会（第 3回）の実施
博士論文の提出期限
審査委員会の選任

博士論文口述試験・最終試験

研究科委員会　修了者決定
学位（博士（政治学））授与

「研究計画書」の提出
履修登録（Webシステム上で
登録）

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

提出は学生センター教務課

最終試験は、博士論文の内容
だけでなく、関連のある科目
についても口頭または筆答に
より行う。

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（博士論文）は、博士後期課程に 2年以上在学し、所定の単位について 8単位以上を修得した者のみが提出する
ことができる。
※指導上の留意点

・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性
・課題を追求する上での方法論の適切性
・研究方法及び調査方法の妥当性
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献（重点指導項目）
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経済学研究科
博士課程（前期・後期）

Ⅵ
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経済学研究科　ナンバリングコード付番ルール
　ナンバリングコードは、各科目についており、各学科ごとに、以下のコードを組み合わせ、その科目の水準、
履修順序、授業形態などをあらわしています。

（例）　経済数学特論Ⅰ

121 -  F -  101

①開設部門
　コード

③通し番号②履修規定上の
　位置付け 経済学研究科が開設した大学院科目で、

特論Ⅰ、Ⅱにあたる科目
（A～G）下表参照

経済学研究科は
「121」（ ）

　① 開設部門コード

経済学研究科 121

　② 履修規定上の位置付け

A 各学部学科等の専門科目で、必修科目又は選択必修科目の位置付けと認められるもの。

B 各学部学科等の専門科目で、選択科目の位置付けと認められるもの。

C 各学部学科等の専門科目で、自由科目の位置付けと認められるもの。

D 総合基礎科目（基礎教養科目、情報科目、スポーツ・健康科学科目、外国語科目）

E 資格関係（学芸員・教職課程）科目

F 大学院科目

G その他

　③ 通し番号
　　 　経済学専攻（121）

区　分 定　　　義

101-199 特論Ⅰ，Ⅱ（ともに 2単位）

201-299 特殊研究（ 2または 4単位）

301-399 演習（ 2または 4単位）

401- 特定課題研究
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経済学研究科履修規定

Ⅰ．博士前期課程

１ ．学生は所定の授業科目について、博士前期課程にあっては30単位以上を修得しなければならない。
２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導と許可を得なければならな
い。在学中、特別の事由があるときは指導教授を変更することができる。ただし、その変更については研
究科委員会の承認を必要とする。

３．単位の履修方法は次のとおりとする。
（1）博士前期課程を修了するために必要な30単位のうち20単位以上は本研究科が開設する科目の履修によっ

て修得しなければならない。なお、本学経済学部と本研究科で共通に開講される学部・大学院共通科目
の単位については、この20単位に含めることができる。

（2）特殊研究と演習に関しては重複履修可とするが、同一科目名の科目については各科目 ４単位までを修了
に必要な30単位の中に算入することができる。なお、特論に関しては重複履修不可とする。

（3）他大学大学院経済学・経営学研究科との単位互換制度に基づき、他大学大学院で履修した科目は、 ８単
位を上限として修了に必要な30単位に算入することができる。

（4）経済学部が開設する講義科目及び本学の他研究科が開設する授業科目については、届出により本研究科
委員会が承認したものに限り、 8単位までを修了に必要な30単位の中に算入することができる。

　　その際、学部及び他研究科開設の講義科目は、経済学研究科特殊研究Ⅰ、経済学研究科特殊研究Ⅱ、経
済学研究科特殊研究Ⅲ又は経済学研究科特殊研究Ⅳとみなし、（1）に規定する20単位には含めない。

（5）経済学部において、本研究科の授業科目であり、かつ、経済学部と共通の授業科目として指定されてい
るものを履修し、試験に合格している者については、その単位を除いても同学部を卒業するのに必要と
される単位数を満たしている場合に限り、本研究科入学後、研究科委員会の議を経て、20単位を限度と
して、当該授業科目の単位数を修了に必要な30単位に算入することができる。

4．修士の学位論文及び特定の課題についての研究の成果（特定課題研究）の提出については、『学習院大学
経済学研究科の学位に関する細則』の定めるところによる。

5．本研究科の博士後期課程に進学する場合には、修士の学位論文を提出しなければならない。

Ⅱ．博士後期課程

１ ．学生は所定の授業科目について、博士後期課程にあっては ８単位以上を修得しなければならない。
２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導と許可を得なければならな
い。在学中、特別の事由があるときは指導教授を変更することができる。ただし、その変更については研
究科委員会の承認を必要とする。

３．単位の履修方法は次のとおりとする。
（1）特殊研究と演習に関しては重複履修可とするが、博士後期課程において修得した同一科目名の科目につ

いては、各科目 ４単位までを修了に必要な ８単位の中に算入することができる。なお、特論に関しては
修了に必要な ８単位に算入されない。

（2）交流協定校で履修した科目及び本学の他研究科が開設する科目は、届出により本研究科委員会が承認し
たものに限り、 4単位を上限として前項に規定する ８単位に算入することができる。ただし、他大学大
学院において修得した単位については、博士前期課程・後期課程を合わせて10単位を限度とする。

4．課程博士の学位論文の提出については、『学習院大学経済学研究科の学位に関する細則』の定めるところ
による。
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経済学研究科の学位論文について

　修了を希望する場合は、指導教授の許可を得た後、以下の手順で学位論文または特定課題研究を提出するこ
と。なお、「学位規程」（本誌40ページ～）及び「経済学研究科の学位に関する細則」（同70ページ）も併せて
よく読み、提出に際しては不備のないようにすること。

手　　続 修士論文 特定課題研究 博士論文

論
文
題
名
届

締　　切 11月30日 ６ 月30日または １月31日

受　　付 学生センター教務課の窓口

注意事項 ⃝所定用紙は事前に学生センター教務課で受け取り、必要事項を記入しておくこと。

学

位

論

文

締　　切 １ 月31日 ９ 月30日または 3月31日

受　　付 学生センター教務課の窓口

提出書類
および
注意事項

１．論文　 3通
１．特定課題研究
　　　　　　　 3通

１．論文　 3通

⃝自著のこと。
⃝英語以外の外国語による論文を提出する
ときは、邦語訳文を添付すること。

⃝自著のこと。
⃝英語以外の外国語による論文を提出すると
きは、邦語訳文を添付すること。
⃝必要に応じ参考論文（ ３部）及び共同研究
者の同意書（書式自由・ １部）を添付する
こと。

２ ．要旨　 ３通

⃝A 4用紙にPCで作成のこと。（書式自由）
⃝外国語による要旨を提出するときには、
邦語訳文を添付すること。

⃝所定用紙を事前に学生センター教務課で受
け取り、PCで作成の こと。
⃝外国語による要旨を提出するときには邦語
訳文を添付すること。

３ ．学位申請書 ３ ．学位申請書
４．論文目録
５．履歴書

⃝所定用紙は事前に学生センター教務課で受
け取り、必要事項を記入しておくこと。

＊論文及び特定課題研究の提出期限は厳守されるので、論文等作成にあたっては、早期に準備を進めておくことが望ましい。
＊修士の口頭試問は原則として論文提出後 ２月末までに行う。
＊論文等題名・論文等提出日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合は、火曜日とする。
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学習院大学大学院 経済学研究科 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

4 月・ 9 月
6 月・11月

7 月
11月
2 月

新入学生オリエンテーション
指導教員（ 1名）の決定・通知（専修コースでは副指導
教員 2名についても決定・通知）
履修科目の読替申請

「研究計画書」の提出

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
研究科所属教員との懇談会
「修士論文・特定課題研究」中間報告会への傍聴参加
「修士論文・特定課題研究」発表会への傍聴参加

指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出
指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

2
　
年
　
次

4 月

4 月・ 9 月
6 月・11月
6 月30日※

7 月
9 月

11月
11月30日※

1 月31日※

2 月

3 月

オリエンテーション
指導教員の通知（専修コースでは副指導教員の通知も）
実質的な内容を伴う「研究計画書」の提出

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
外国語で執筆する場合の「修士論文題名届」（専修コース
は「特定課題研究題名届」）の提出期限
研究科所属教員との懇談会
「修士論文・特定課題研究概要届」の提出期限

「修士論文・特定課題研究」中間報告会の実施
「修士論文題名届」（専修コースは「特定課題研究題名届」）
の提出期限
修士論文（専修コースは特定課題研究）の提出期限（論
文 3通の他に要旨 3通）
修士論文（専修コースは特定課題研究）発表会および口
述試験・最終試験
研究科委員会　修了者決定
学位（修士（経済学））授与

指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教員の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出

指導教員の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

※土・日・祝日の場合は直後の平日
※修士論文（専修コースは特定課題研究）は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の科目について20単位以上を修得した
者（あるいは修得見込みの者）のみが提出することができる。
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学習院大学大学院 経済学研究科 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

4 月・ 9 月
6 月・11月

7 月
7 月・11月

1 月

新入学生オリエンテーション
指導教員（ 1名）の決定・通知
「研究計画書」の提出

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
研究科所属教員との懇談会
論文報告会（第 1回・第 2回）への傍聴参加
博士論文公聴会への傍聴参加

指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

2
　
年
　
次

4 月

4 月・ 9 月
6 月・11月

7 月

11月
1 月

オリエンテーション
指導教員（ 1名）通知
「研究計画書」の提出

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
研究科所属教員との懇談会
論文報告会（第 2回）への傍聴参加
論文報告会（第 1回）の実施
博士論文公聴会への傍聴参加

指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

3
　
年
　
次

4 月

4 月・ 9 月
6 月・11月
6 月30日※

7 月

9 月30日※

論文提出から
3 ヵ月以内

11月
1 月
2 月
3 月

オリエンテーション
指導教員（ 1名）の通知
「研究計画書」の提出

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
「博士論文題名届」の提出期限

論文報告会（第 2回）の実施
研究科所属教員との懇談会
博士論文の提出期限

博士論文審査委員の選任

博士論文予備審査会
博士論文公聴会
博士論文口述試験・最終試験
研究科委員会　修了者決定
学位（博士（経済学））授与

指導教員の承認印を得てから
経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教員の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

指導教員の承認印を得てから
学生センター教務課に提出

※土・日・祝日の場合は直後の平日
※課程博士の学位論文は、博士後期課程に 1年以上在学し、所定の科目について 8単位以上を修得した者のみが提出するこ
とができる。
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博士課程（前期・後期）

Ⅶ



126

経営学研究科　ナンバリングコード付番ルール
　ナンバリングコードは、各科目についており、各学科ごとに、以下のコードを組み合わせ、その科目の水準、
履修順序、授業形態などをあらわしています。

（例）　経営学文献講読Ⅰ

122 -  F -  101

①開設部門
　コード

③通し番号②履修規定上の
　位置付け 経営学研究科が開設した大学院科目で、

博士前期課程の講義、経営学文献講読、Ⅰ
（A～G）下表参照

経営学研究科は
「122」（ ）

　① 開設部門コード

経営学研究科 122

　② 履修規定上の位置づけ

A 各学部学科等の専門科目で、必修科目又は選択必修科目の位置付けと認められるもの。
B 各学部学科等の専門科目で、選択科目の位置付けと認められるもの。
C 各学部学科等の専門科目で、自由科目の位置付けと認められるもの。
D 総合基礎科目（基礎教養科目、情報科目、スポーツ・健康科学科目、外国語科目）
E 資格関係（学芸員・教職課程）科目
F 大学院科目
G その他

　③ 通し番号

区　分 定　　　義

100の位

0 ：博士前期課程の演習
1：博士前期課程の講義（特殊研究）　（2、 3は前期課程の予備番）
4：注1）、注2）参照
5：博士後期課程の演習
6：博士後期課程の講義（特殊研究）　（7、 8は後期課程の予備番）
9：注3）参照

10の位

学部科目に準じて分野を判断し付番
ただし「 0」は演習ではなく以下の科目に用いる
（経営学文献講読Ⅰ～Ⅳ、ケース分析Ⅰ～Ⅳ、データ解析演習Ⅰ～Ⅳ、特定課題研究、	
修士論文、研究指導Ⅰ、研究指導Ⅱ）

1 の位
各分野の特殊研究科目を学則付表四に示された順で付番
（Ⅰ～Ⅳのような科目末尾番号と一致させることが可能な場合は、その場合に限り一致さ
せる）

注1）：同一科目名称で 4単位と 2単位の両方が学則上で存在しうる大半の科目については、同一科目ナンバーを付番す
る。ただし、経営学研究科特殊研究Ⅰ～Ⅳに関しては、読み替え用として同一科目名称での 4単位と 2単位を区
別するため、491から498の計 ８番号を付する。

注2）：401：修士論文、402：特定課題研究、403：研究指導Ⅰ、404：研究指導Ⅱ
注3）：901：博士論文
注4）：開設部門はすべて122、履修上の位置づけはすべてＦとする。
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平成29年度以降入学者用　経営学研究科履修規定

Ⅰ．博士前期課程

１ ．博士前期課程を修了するためには、本研究科開設科目について、30単位以上を修得し、さらに修士の学位
論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。ただし、特定の課題についての研究の成果（特定
課題研究）の提出をもって修士論文の提出に代えることができる。

２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導と許可を得なければならな
い。また、指導教授を含む複数の教員によって構成される修士論文等指導委員会から、体系的な履修及び
計画的な修士論文等の作成のため、必要な指導を受けなければならない。在学中、特別の事由があると
きは指導教授を変更することができる。ただし、その変更については本研究科委員会の承認を必要とする。
指導教授を除く修士論文等指導委員会の構成教員は、経営学研究科委員会に報告し承認を得ることによっ
て随時変更・追加することができる。

３．単位の履修方法は、次のとおりとする。
（1）単位互換制度に基づき他大学大学院で履修した科目は、本研究科開設科目とすることができる。
（2）外国を含む他の大学院（前項（1）の大学院を除く）開設の授業科目については、本研究科委員会が

許可したものに限り、本研究科開設科目（経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）とみなす。
（3）前項（1）および前項（2）で修得した単位は10単位を上限として修了に必要な単位に算入することが

できる。
（4）本学の他研究科が開設する授業科目については、本研究科委員会の許可したものに限り、本研究科開

設科目（経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）とみなし、 ８単位を上限として修了に必要な単位に
算入することができる。

（5）指導教授が教育研究上必要と指導した場合、経済学部が開設する授業科目のうち指定された科目を履
修しなければならない。ただし、当該授業科目に合格しても、修了に必要な単位に算入することはで
きない。

（6）前項（5）により履修を要すると指導された経済学部開設科目を履修する場合、当該授業科目に対応
する経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳが同一年度に開講され、かつ双方の授業科目に合格した場
合に限り、当該経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳについては ４単位を上限として修了に必要な単
位として算入することができる。

（7）経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳについては講義題目が異なる場合には別科目としてみなす。
（8）同一の科目を重複して履修した場合は、 １科目分を超える単位数は修了に必要な単位に算入されない。

ただし経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳは除く。
４．経済学部において、本研究科の授業科目であり、かつ、経済学部と共通の授業科目として指定されている
ものを履修し、試験に合格している者については、その単位を除いても同学部を卒業するのに必要とされ
ている単位数を満たしている場合に限り、本研究科入学後、研究科委員会の議を経て、20単位を上限とし
て、当該授業科目の単位数を修了に必要な30単位に算入することができる。

５．修士の学位論文の提出については、次のとおりとする。
（1）博士前期課程に １年以上在学し、修了に必要な単位を20単位以上修得した者は、修士の学位論文ある

いは特定課題研究を提出することができる。
（2）前項（1）の規定にかかわらず、博士前期課程に在学し、修了に必要な単位を20単位以上修得し、かつ、

本研究科委員会の承認を得た者は、修士の学位論文あるいは特定課題研究を提出することができる。



128

（3）その他については『学習院大学経営学研究科の学位に関する細則』および『経営学研究科博士課程学生
の学位論文等作成指導に関する内規』の定めるところによる。

Ⅱ．博士後期課程

１ ．博士後期課程を修了するためには、所定の授業科目について、 ８単位以上を修得し、さらに博士の学位論
文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。

２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導と許可を得なければならな
い。また、指導教授を含む複数の教員によって構成される博士論文指導委員会から、体系的な履修及び計
画的な博士論文の作成に必要な指導を受けなければならない。在学中、特別の事由があるときは指導教授
を変更することができる。ただし、その変更については本研究科委員会の承認を必要とする。指導教授を
除く博士論文指導委員会の構成教員は、経営学研究科委員会に報告し承認を得ることによって随時変更・
追加することができる。

３．単位の履修方法は、次のとおりとする。
（1）履修単位（₈単位以上）のうちには、特殊研究・文献講読から ４単位以上、演習 ４単位以上を含めな

ければならない。
（2）単位互換制度に基づき、他大学大学院で履修した科目は、指導教授の許可のある場合に限り、 ４単位

を上限として、博士後期課程を修了するための必要単位数に算入することができる。
（3）同一の科目を重複して履修した場合は、 １科目分を超える単位数は修了に必要な単位に算入されない。

４．その他については『学習院大学経営学研究科の学位に関する細則』および『経営学研究科博士課程学生の
学位論文等作成指導に関する内規』の定めるところによる。
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経営学研究科の学位論文について

　現在在籍している学生が 3月に修了を希望する場合は、指導教授の許可を得た後、以下の手順で学位論文ま
たは特定課題研究を提出することができる。なお、「学位規程」（本誌40ページ～）及び「経営学研究科の学位
に関する細則」（同74ページ）も併せてよく読み、提出に際しては不備のないようにすること。

手　　続 修士論文 特定課題研究 博士論文

論
文
題
名
届

締　　切 6 月30日 ６ 月30日または １月31日

受　　付 経済学部長秘書室 学生センター教務課

注意事項 ※所定用紙は事前に学生センター教務課で受け取り、必要事項を記入しておくこと。

学

位

論

文

締　　切 １ 月10日 ９ 月30日または 3月31日

受　　付 学生センター教務課

提出書類
および
注意事項

１．論文　 ４通
１．特定課題研究
　　　　　　　 ４通

１．論文　 ４通

※自著のこと。
※英語以外の外国語による論文を提出する
ときは、邦語訳文を添付すること。

※自著のこと。
※英語以外の外国語による論文を提出すると
きは、邦語訳文を添付すること。
※必要なら参考論文（ ３部）及び共同研究者
の同意書（書式自由・ １部）を添付。

２ ．要旨　 ４通

※A 4用紙にワープロで作成のこと（書式自
由）
※外国語による要旨を提出するときには、
邦語訳文を添付すること。

※所定用紙を事前に教務課で受け取り、ワー
プロで作成のこと（1,000字以内）。
※用紙に収まらないときは別紙に作成し、
「別紙添付」と明記すること。
※外国語による要旨を提出するときには邦語
訳文を添付すること。

３ ．学位申請書 
３ ．学位申請書
４．論文目録
５．履歴書

※所定用紙は事前に学生センター教務課で受け取り、必要事項を記入しておくこと。

＊論文及び特定課題研究の提出期限は厳守されるから、論文等作成にあたっては、早期に準備を進めておくことが望ましい。
＊修士の口頭試問は原則として論文提出後 ２月末までに行う。
＊論文等題名・論文等提出日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合は、火曜日とする。 
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　平成28年度、平成27年度、平成26年度入学者用　経営学研究科履修規定

Ⅰ．博士前期課程

１ ．博士前期課程を修了するためには、本研究科開設科目について、30単位以上を修得し、さらに修士の学位
論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。ただし、特定の課題についての研究の成果（特定
課題研究）の提出をもって修士論文の提出に代えることができる。

２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導と許可を得なければならな
い。また、指導教授を含む複数の教員によって構成される修士論文等指導委員会から、体系的な履修及び
計画的な修士論文等の作成のため、必要な指導を受けなければならない。在学中、特別の事由があると
きは指導教授を変更することができる。ただし、その変更については本研究科委員会の承認を必要とする。
指導教授を除く修士論文等指導委員会の構成教員は、経営学研究科委員会に報告し承認を得ることによっ
て随時変更・追加することができる。

３．単位の履修方法は、次のとおりとする。
（1）単位互換制度に基づき他大学大学院で履修した科目は、本研究科開設科目とすることができる。
（2）外国を含む他の大学院（前項（1）の大学院を除く）開設の授業科目については、本研究科委員会が

許可したものに限り、本研究科開設科目（経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）とみなす。
（3）前項（1）および前項（2）で修得した単位は10単位を上限として修了に必要な単位に算入することが

できる。
（4）経済学部が開設する授業科目および本学の他研究科が開設する授業科目については、本研究科委員会

の許可したものに限り、本研究科開設科目（経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）とみなし、 ８単
位を上限として修了に必要な単位に算入することができる。

（5）経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳについては講義題目が異なる場合には別科目としてみなす。
（6）同一の科目を重複して履修した場合は、 １科目分を超える単位数は修了に必要な単位に算入されない。

ただし経営学研究科特殊研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳは除く。
４．経済学部において、本研究科の授業科目であり、かつ、経済学部と共通の授業科目として指定されている
ものを履修し、試験に合格している者については、その単位を除いても同学部を卒業するのに必要とされ
ている単位数を満たしている場合に限り、本研究科入学後、研究科委員会の議を経て、20単位を上限とし
て、当該授業科目の単位数を修了に必要な30単位に算入することができる。

５．修士の学位論文の提出については、次のとおりとする。
（1）博士前期課程に １年以上在学し、修了に必要な単位を20単位以上修得した者は、修士の学位論文ある

いは特定課題研究を提出することができる。
（2）上記（1）の規定にかかわらず、博士前期課程に在学し、修了に必要な単位を20単位以上修得し、か

つ、本研究科委員会の承認を得た者は、修士の学位論文あるいは特定課題研究を提出することができ
る。

（3）その他については『学習院大学経営学研究科の学位に関する細則』および『経営学研究科博士課程学
生の学位論文等作成指導に関する内規』の定めるところによる。
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Ⅱ．博士後期課程

１ ．博士後期課程を修了するためには、所定の授業科目について、 ８単位以上を修得し、さらに博士の学位論
文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。

２．学生は入学時に指導教授を選択し、授業科目の履修については指導教授の指導と許可を得なければならな
い。また、指導教授を含む複数の教員によって構成される博士論文指導委員会から、体系的な履修及び計
画的な博士論文の作成に必要な指導を受けなければならない。在学中、特別の事由があるときは指導教授
を変更することができる。ただし、その変更については本研究科委員会の承認を必要とする。指導教授を
除く博士論文指導委員会の構成教員は、経営学研究科委員会に報告し承認を得ることによって随時変更・
追加することができる。

３．単位の履修方法は、次のとおりとする。
（1）履修単位（₈単位以上）のうちには、特殊研究・文献講読から ４単位以上、演習 ４単位以上を含めな

ければならない。
（2）単位互換制度に基づき、他大学大学院で履修した科目は、指導教授の許可のある場合に限り、 ４単位

を上限として、博士後期課程を修了するための必要単位数に算入することができる。
（3）同一の科目を重複して履修した場合は、 １科目分を超える単位数は修了に必要な単位に算入されない。

４．その他については『学習院大学経営学研究科の学位に関する細則』および『経営学研究科博士課程学生の
学位論文等作成指導に関する内規』の定めるところによる。
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経営学研究科の学位論文について

　現在在籍している学生が 3月に修了を希望する場合は、指導教授の許可を得た後、以下の手順で学位論文ま
たは特定課題研究を提出することができる。なお、「学位規程」（本誌40ページ～）及び「経営学研究科の学位
に関する細則」（同74ページ）も併せてよく読み、提出に際しては不備のないようにすること。

手　　続 修士論文 特定課題研究 博士論文

論
文
題
名
届

締　　切 6 月30日 ６ 月30日または １月31日

受　　付 経済学部長秘書室 学生センター教務課

注意事項 ※所定用紙は事前に学生センター教務課で受け取り、必要事項を記入しておくこと。

学

位

論

文

締　　切 １ 月10日 ９ 月30日または 3月31日

受　　付 学生センター教務課

提出書類
および
注意事項

１．論文　 ４通
１．特定課題研究
　　　　　　　 ４通

１．論文　 ４通

※自著のこと。
※英語以外の外国語による論文を提出する
ときは、邦語訳文を添付すること。

※自著のこと。
※英語以外の外国語による論文を提出すると
きは、邦語訳文を添付すること。
※必要なら参考論文（ ３部）及び共同研究者
の同意書（書式自由・ １部）を添付。

２ ．要旨　 ４通

※A 4用紙にワープロで作成のこと（書式自
由）
※外国語による要旨を提出するときには、
邦語訳文を添付すること。

※所定用紙を事前に教務課で受け取り、ワー
プロで作成のこと（1,000字以内）。
※用紙に収まらないときは別紙に作成し、
「別紙添付」と明記すること。
※外国語による要旨を提出するときには邦語
訳文を添付すること。

３ ．学位申請書 
３ ．学位申請書
４．論文目録
５．履歴書

※所定用紙は事前に学生センター教務課で受け取り、必要事項を記入しておくこと。

＊論文及び特定課題研究の提出期限は厳守されるから、論文等作成にあたっては、早期に準備を進めておくことが望ましい。
＊修士の口頭試問は原則として論文提出後 ２月末までに行う。
＊論文等題名・論文等提出日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合は、火曜日とする。 
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学習院大学大学院 経営学研究科 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 月末

7 月
9 月
1 月

2 ～ 3 月

新入学生オリエンテーション
指導教授及び副指導教授（修士論文等指導委員会の構成
教員）の決定
「年度研究計画書」の原案作成開始
履修科目の決定（修士論文等指導委員会の承認が必要）
授業開始
履修登録期間
履修修正期間
「年度研究計画書」の提出

学期末試験
履修修正期間
学年末試験
修士論文計画または特定の課題についての研究の成果の
作成計画について原案作成開始

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
指導教授・副指導教授の承認印を
得てから経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で修正

2
　
年
　
次

4 月 1 日

5 月末

6 月30日

7 月
9 月

1 月10日
1 月
2 月

3 月

「特定の課題についての研究の成果の作成計画書」の提
出（修士論文でなく特定課題研究を選択する場合のみ）
「年度研究計画書」の原案作成開始
履修科目の決定（修士論文等指導委員会の承認が必要）
指導教員・副指導教員の変更・通知（※必要であれば）
授業開始
履修登録期間
履修修正期間
「年度研究計画書」の提出

「論文題名届」の提出期限

学期末試験
中間報告会の実施（特定課題研究でなく修士論文を選択
する場合）
履修修正期間
修士論文・特定課題研究の提出期限
学年末試験
修士論文・特定課題研究の審査及び試験

研究科委員会　修了者決定
学位（修士（経営学））授与

指導教授の承認印を得てから経済
学部長秘書室に提出

履修登録（Webシステム）

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
指導教授・副指導教授の承認印を
得てから経済学部長秘書室に提出
指導教授の承認印を得てから経済
学部長秘書室に提出

履修登録はWebシステム上で修
正

提出は学生センター教務課

最終試験は、論文の内容だけでな
く、関連のある科目についても口
頭または筆答により行う。

※学位論文（修士論文）は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の単位について20単位以上を修得した者が原則として提
出することができる。

※修士論文の指導上の留意点
　・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性
　・課題を追求する上での方法論の適切性
　・研究方法及び調査方法の妥当性
　・結論の妥当性（特定課題研究にあっては研究の成果の妥当性）
　・研究の独創性と研究分野への貢献（特定課題研究にあっては研究の新規性）
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学習院大学大学院 経営学研究科 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 月末

7 月
9 月
1 月

2 ～ 3 月

新入学生オリエンテーション
指導教授及び副指導教授（博士論文指導委員会の構成教
員）の決定
「年度研究計画書」の原案作成開始
履修科目の決定（博士論文指導委員会の承認が必要）
授業開始
履修登録期間
履修修正期間
「年度研究計画書」の提出

学期末試験
履修修正期間
学年末試験
「博士論文作成計画書」の原案作成作業

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
指導教授・副指導教授の承認印を
得てから経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で修正

2
　
年
　
次

4 月

5 月末

7 月
9 月
1 月

「博士論文作成計画書」の提出

指導教員・副指導教員の変更・通知（※必要であれば）
履修科目の決定（博士論文指導委員会の承認が必要）
授業開始
履修登録期間
履修修正期間
「年度研究計画書」の提出

学期末試験
履修修正期間
学年末試験

博士論文指導委員会の承認を経て
経営学研究科委員会の承認が必要。
承認が得られるまで改訂が必要

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
指導教授・副指導教授の承認印を
得てから経済学部長秘書室に提出

Webシステム上で修正

3
　
年
　
次

4 月

5 月末

6 月30日

9 月
9 月30日

論文提出から
3 ヵ月以内

2 月

3 月

中間報告会の実施

指導教員・副指導教員の変更・通知（※必要であれば）
履修科目の決定（博士論文指導委員会の承認が必要）
授業開始
履修登録期間
履修修正期間
「年度研究計画書」の提出

「博士論文題名届」の提出期限

履修修正期間
博士論文の提出期限
審査委員会の選任

博士論文口述試験・最終試験

研究科委員会　修了者決定
学位（博士（経営学））授与

博士論文指導委員会の指定した期
日に行う

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
指導教授・副指導教授の承認印を
得てから経済学部長秘書室に提出
指導教授の承認印を得てから学生
センター教務課に提出
Webシステム上で修正
提出は学生センター教務課

最終試験は、博士論文の内容だけ
でなく、関連のある科目について
も口頭または筆答により行う

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※課程博士の学位論文は、博士後期課程に 2年以上在学し、所定の単位について 8単位以上を修得したのち学位論文のテーマ
や構成、手法等に関する構想をまとめた博士論文作成計画書について研究科委員会から承認を得た者が提出することができる。
※指導上の留意点
　・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性　・課題を追求する上での方法論の適切性
　・研究方法及び調査方法の妥当性　　　　　　　　　　・結論の妥当性
　・研究の独創性と研究分野への貢献（重点指導項目）
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Ⅷ
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人文科学研究科　ナンバリングコード付番ルール
　ナンバリングコードは、各科目についており、各学科ごとに、以下のコードを組み合わせ、その科目の水準、
履修順序、授業形態などをあらわしています。

（例）　哲学特殊研究

131 -  F -  200

①開設部門
　コード

③通し番号②履修規定上の
　位置付け 哲学専攻が開設した大学院科目で、

特殊研究（講義）科目
（A～G）下表参照

哲学専攻は
「131」（ ）

　① 開設部門コード

哲学専攻 131 美術史学専攻 13A 史学専攻 132

日本語日本文学専攻 133 英語英米文学専攻 134 ドイツ語ドイツ文学専攻 135

フランス文学専攻 136 心理学専攻 137 臨床心理学専攻 13D

教育学専攻 138 アーカイブズ学専攻 13B 身体表象文化学専攻 13C

人文科学研究科共通 130

　② 履修規定上の位置づけ

A 各学部学科等の専門科目で、必修科目又は選択必修科目の位置付けと認められるもの。

B 各学部学科等の専門科目で、選択科目の位置付けと認められるもの。

C 各学部学科等の専門科目で、自由科目の位置付けと認められるもの。

D 総合基礎科目（基礎教養科目、情報科目、スポーツ・健康科学科目、外国語科目）

E 資格関係（学芸員・教職課程）科目

F 大学院科目

G その他
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　③ 通し番号
哲学専攻（131）

区　分 定　　　義
100番台 演習科目
200番台 特殊研究（講義）科目
300番 論文指導科目（博士前期）
400番 論文指導科目（博士後期）

史学専攻（132）
区　分 定　　　義
501～509 大学院科目（研究）
511～519 大学院科目（演習）
621 大学院科目（修士論文指導）
721 大学院科目（博士論文指導）

英語英米文学専攻（134）
区　分 定　　　義
100番台 選択必修科目
200番台 選択科目
300番台 博士論文指導

フランス文学専攻（136）
区　分 定　　　義
100番台 発展的内容
200番台 論文指導

臨床心理学専攻（13D)
区　分 定　　　義
100 必修科目
200 A群選択必修科目
300 B群選択必修科目
400 C群選択必修科目
500 D群選択必修科目
600 E群選択必修科目
700 空き
800 博士後期課程臨床心理学演習
900 博士後期課程臨床心理学特別研究

201～299 後期課程　心理学演習
300～999 後期課程　心理学特別研究

備考
末尾（1： 2単位、 2： 4単位、 3：末
尾 2の 2単位、 4：末尾 2の 4単位）
100～600：臨床心理士養成指定認定協会指定科目

アーカイブズ学専攻（13B)
区　分 定　　　義

特になし

現在開講している授業科目に通し番
号を付した。今後新規開設される場
合は、新規に付番するものとする。
その年度のみの休講などの場合は、
番号はそのままとし、開講となる年
度には同じ番号を使用する。

　
美術史学専攻（13A)

区　分 定　　　義
100番台 演習科目
200番台 特殊研究
300番台 修士論文指導
400番台 博士論文指導

備考・ 2桁目 0 ：日本東洋、 1：西洋、 2：全般

日本語日本文学専攻（133）
区　分 定　　　義
001-099 講義・演習科目
100-199 論文指導科目

ドイツ語ドイツ文学専攻（135）
区　分 定　　　義
610番台 言語学系
620番台 文学文化系
640番台 論文指導

心理学専攻（137）
区　分 定　　　義
001～099 前期課程　心理学演習
100～199 前期課程　心理学特殊研究
200 博士論文指導

201～299 後期課程　心理学演習
300～999 後期課程　心理学特別研究

教育学専攻（138）
区　分 定　　　義
011-099 必修科目
100-199 博士前期課程・選択必修科目
200-299 博士後期課程・選択必修科目

101-119、201-219 十の位が 0または 1または 6は、
教育基礎学コース161-169、261-269

121-139、221-239 十の位が 2または 3または 7
または 8は、教育実践学コース171-189、271-289

141-159、241-259 十の位が 4または 5または 9は、
教育創造コース191-199、291-299

身体表象文化学専攻（13C）
区　分 定　　　義

100の位
1 ：舞台芸術、 2：映像、 3：マンガ・ア
ニメ、 4：表象文化論、 5：表象文化史、
6：制度論、 7：論文指導

10の位 1 ：批評研究、 2：演習、 3：論文指導

1 の位 同じ科目に対して順に付番（ただし、今回の
1、 2は、 4単位と 2単位の区別のみ）

人文研共通（130）
区　分 定　　　義
001～099 講義科目
100～199 演習科目
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平成27年度以降人文科学研究科入学者用履修規定

Ⅰ．人文科学研究科履修規定通則

1 ．学生は、以下のⅡ．に示す本研究科の各専攻で定めた履修細則に従って、所定の授業科目について、博士
前期課程にあっては30単位以上、博士後期課程にあっては20単位以上を修得しなければならない。学位を
取得するためには、この他に修士論文・博士論文を提出して審査に合格する必要がある。

2．学生は、授業科目の履修について、必ず指導教授の許可を得なければならない。
3．以下に掲げる履修方法による修得単位については、本研究科が教育研究上有益と認めた場合、博士前期課
程・後期課程を通して合計10単位を限度として修了のために修得すべき科目の単位数に算入することがで
きる。ただし、対象となる大学院・研究機関、および、実際に修了に必要な単位として算入できる単位数
については、各専攻の定めるところにしたがうものとする。
（1）大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院において修得した単位
（2）他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位
（3）本研究科との協議が成立している学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修により認定

された単位
4．本研究科において教育研究上有益と認めたときには、学生が本研究科に入学する前に本大学院又は他の大
学院（外国の大学院を含む）において既に修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む）につ
いて、博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科目の単位数として算入することができる。
算入することができる単位数は、他の大学院（外国の大学院を含む）において修得した単位については、
博士前期課程・後期課程を合わせて10単位を限度とし、本大学院において修得した単位については、博士
前期課程においては、他の大学院のものと合わせて20単位、博士後期課程においては、他の大学院のもの
と合わせて10単位をそれぞれの限度とする。

5．学位論文の提出に関しては、『学習院大学人文科学研究科学位規定に関する内規』の定めるところによる。
（1）修士の学位論文は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の授業科目について20単位以上を修得した

者、及び、博士前期課程に在学し、修了に必要な単位数を修得見込みであり、かつ、人文科学研究科
委員会の承認を得た者が提出することができる。

（2）課程博士の学位請求論文は、博士後期課程に 2年以上在学し、所定の授業科目について16単位以上を
修得した者、及び、博士後期課程に 1年以上在学し、修了に必要な単位数を修得見込みであり、かつ、
人文科学研究科委員会の承認を得た者が提出することができる。

　　ただし、学位論文題目及び学位論文の提出に関して、提出期限が土曜日又は日曜日の場合は月曜日、
月曜日が休日となる場合は火曜日として取り扱うものとする。
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Ⅱ．人文科学研究科履修規定各専攻細則

1 哲学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目
哲学演習 2または 4単位

12単位以上
思想史演習 2または 4単位

選択科目

哲学特殊研究 2または 4単位

－哲学史特殊研究 2または 4単位

思想史特殊研究 2または 4単位

他専攻設置科目 2または 4単位

－各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．必修科目のうち、修士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「修士論文指導」は、
前期課程を通じて 4単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

3．「他専攻設置科目」には、人文科学研究科の哲学専攻以外の専攻が設置する科目に加えて、指導教員およ
び専攻の了承をえて、学習院大学大学院の人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を、計 8単
位を上限として修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目を哲学専攻の設置科目とし
て読み替えることはおこなわない。

4．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 8単位を上限として、修了に必要な単位に算入する
ことができる。ただし、当該科目を哲学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

5．「大学院交流科目」としては、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、あわ
せて計 8単位を上限として、修了に必要な単位数に算入できる。ただし、当該科目を哲学専攻の設置科目
として読み替えることはおこなわない。
（1）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修
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（2）本研究科との協議が成立している下記の学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修によ
り認定された単位

◦国立歴史民俗博物館	 ・国文学研究資料館
・国立民族学博物館	 ・国際日本文化研究センター
・日本近代文学館

6．大学院学生の留学に関する内規第 4 条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、
「大学院交流科目」として認定される場合がある。

7．修了に必要な単位として、特例として学部授業科目の履修が認められる場合がある。 1年度につき 4単位、
計 8単位を上限とし、哲学専攻設置科目の「演習」または「特殊研究」に読み替える。履修に際しては、
各年度の初めに専攻へ申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。

〔移行措置〕
平成26年度以前の前期課程入学者が「修士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」に読み替えて修了
に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単位、前期課程を通じて計 4単位
を算入の上限とする。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 6単位

選択必修科目
哲学演習 2または 4単位

12単位以上
思想史演習 2または 4単位

選択科目

哲学特殊研究 2または 4単位

－哲学史特殊研究 2または 4単位

思想史特殊研究 2または 4単位

総計　20単位以上

1．必修科目のうち、博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、
後期課程を通じて 6単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 6単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

2．「他専攻設置科目」・「各専攻共通科目」・「大学院交流科目」は、博士後期課程における修了に必要な単位
数としては算入されない。博士前期課程にある学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用
されない。

3．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、修
了に必要な単位として認定される場合がある。

〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」に読み替えて修了
に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単位、後期課程を通じて計 6単位
を算入の上限とする。
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2 美術史学専攻履修細則
■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目

日本東洋美術史演習 2または 4単位

12単位以上西洋美術史演習 2または 4単位

芸術学演習 2または 4単位

日本東洋美術史特殊研究 2または 4単位

8単位以上西洋美術史特殊研究 2または 4単位

美術館学特殊研究 2または 4単位

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位

－各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．必修科目のうち、修士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「修士論文指導」は、
前期課程を通じて 4単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

3．「他専攻設置科目」には、人文科学研究科の美術史学専攻以外の専攻が設置する科目に加えて、指導教員
および専攻の了承をえて、学習院大学大学院の人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を、計
6単位を上限として修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目を美術史学専攻の設置
科目として読み替えることはおこなわない。

4．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 6単位を上限として、修了に必要な単位に算入する
ことができる。ただし、当該科目を美術史学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

5．「大学院交流科目」としては、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、（1）・
（2）あわせて計 6単位を上限として修了に必要な単位数に算入できる。ただし、当該科目を美術史学専攻
の設置科目として読み替えることはおこなわない。
（1）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修

（2）本研究科との協議が成立している下記の学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修によ
り認定された単位

・国立歴史民俗博物館	 ・国文学研究資料館	 ・日本近代文学館
・国立民族学博物館	 ・国際日本文化研究センター
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6 ．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により「大
学院交流科目」として認定される場合がある。

7．修了に必要な単位として、特例として学部授業科目の履修が認められる場合がある。 1年度につき 4単位、
計 8単位を上限とし、美術史学専攻設置科目の「演習」または「特殊研究」に読み替える。履修に際して
は、各年度の初めに専攻へ申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。

〔移行措置〕
平成26年度以前の前期課程入学者が「修士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」に読み替えて修了
に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単位、前期課程を通じて計 4単位
を算入の上限とする。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 6単位

選択必修科目

日本東洋美術史演習 2または 4単位

12単位以上西洋美術史演習 2または 4単位

芸術学演習 2または 4単位

選択科目

日本東洋美術史特殊研究 2または 4単位

－西洋美術史特殊研究 2または 4単位

美術館学特殊研究 2または 4単位

総計　20単位以上

1．必修科目のうち、博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、
後期課程を通じて 6単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 6単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

2．「他専攻設置科目」・「各専攻共通科目」・「大学院交流科目」は、博士後期課程における修了に必要な単位
数としては算入されない。博士前期課程にある学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用
されない。

3．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、修
了に必要な単位として認定される場合がある。

〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」に読み替えて修了
に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単位、後期課程を通じて計 6単位
を算入の上限とする。
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3 史学専攻履修細則
■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 2単位

選択必修科目

日本史演習 2または 4単位

12単位以上東洋史演習 2または 4単位

西洋史演習 2または 4単位

選択科目

日本史特殊研究 2または 4単位

8単位以上

東洋史特殊研究 2または 4単位

西洋史特殊研究 2または 4単位

古文書学文献学研究 2または 4単位

史学理論史学史研究 2または 4単位

他専攻設置科目 2または 4単位 上限 8単位

－各専攻共通科目 2または 4単位 上限 8単位

大学院交流科目 2または 4単位 上限 8単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．必修科目のうち、修士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「修士論文指導」は、
原則として前期課程 2年次に履修するものとする。その単位を修得するためには、当該年度末に研究成果
レポートを提出しなければならない。ただし、当該年度に修士論文を提出する場合には、修士論文の提出
をもって研究成果レポートに替えることができる。

3．「他専攻設置科目」には、人文科学研究科の史学専攻以外の専攻が設置する科目に加えて、指導教員およ
び専攻の了承をえて、学習院大学大学院の人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を、計 8単
位を上限として修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目を史学専攻の設置科目とし
て読み替えることはおこなわない。

4．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 8単位を上限として、修了に必要な単位に算入する
ことができる。ただし、当該科目を史学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

5．「大学院交流科目」としては、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、（1）・
（2）あわせて計 8単位を上限として修了に必要な単位数に算入できる。ただし、当該科目を史学専攻の設
置科目として読み替えることはおこなわない。以下の（2）については、申請により、審議の上で史学専
攻設置科目の「特殊研究」として、認定される。
（1）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修
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（2）本研究科との協議が成立している下記の学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修によ
り認定された単位

・国立歴史民俗博物館	 ・国文学研究資料館
・国立民族学博物館	 ・国際日本文化研究センター
・日本近代文学館

6．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、
修了に必要な単位として認定される場合がある。

7．修了に必要な単位として、特例として学部授業科目の履修が認められる場合がある。 1年度につき 4
単位、計 8単位を上限とし、史学専攻設置科目の「演習」または「特殊研究」に読み替える。履修に
際しては、各年度の初めに専攻へ申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。

〔移行措置〕
平成26年度以前の前期課程入学者が「修士論文指導」を履修した場合、「特殊研究（ 2単位）」に読み替えて、
計 2単位を上限として修了に必要な単位数に算入することができる。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 2単位

選択必修科目

日本史演習 2または 4単位

12単位以上東洋史演習 2または 4単位

西洋史演習 2または 4単位

選択科目

博士論文指導 2単位

6単位以上

日本史特殊研究 2または 4単位

東洋史特殊研究 2または 4単位

西洋史特殊研究 2または 4単位

古文書学文献学研究 2または 4単位

史学理論史学史研究 2または 4単位

総計　20単位以上

1．課程博士の学位を取得しようとする者は、あらかじめ通則に定められた単位を修得しておかなければなら
ない。

2．必修科目のうち、博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、
原則として後期課程 1年次に必修科目として履修するものとする。年度末に、当該年度に発表した学術論
文や研究発表を添付した研究成果レポートを提出するものとする。

3．「博士論文指導」は、後期課程 2年次以降においては選択科目として履修するものとし、修了に必要な単
位数には、選択科目として計 4単位まで算入することができる。ただし、同一年度に重複して履修するこ
とはできない。

4．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、修
了に必要な単位として認定される場合がある。

5．「他専攻設置科目」・「各専攻共通科目」・「大学院交流科目」は、博士後期課程における修了に必要な単位
数としては算入されない。博士前期課程にある学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用
されない。
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〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、「特殊研究（ 2単位）」に読み替えて、
修了に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単位、後期課程を通じて計 6
単位を算入の上限とする。

4 日本語日本文学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 2単位

選択必修科目

日本語学特殊研究 2または 4単位

20単位以上

日本語史特殊研究 2または 4単位

日本文学特殊研究 2または 4単位

日本文学史特殊研究 2または 4単位

中国文学特殊研究 2または 4単位

日本語学演習 2または 4単位

日本文学演習 2または 4単位

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位

8 単位まで各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．「修士論文指導」は、修士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなうものであり、 1
科目 2単位を履修の上限とする。その単位を取得するためには、当該年度末に研究成果レポートを提出し
なければならない。ただし、当該年度に修士論文を提出する場合には、修士論文の提出をもって研究成果
レポートに替えることができる。

3．修了に必要な単位として、人文科学研究科のうち日本語日本文学専攻以外の専攻が設置する「他専攻設置
科目」、人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」、以下（1）の「大学院交流科目」で修得した科目
は、算入することができる。ただし、当該科目を日本語日本文学専攻の設置科目として読み替えること
はおこなわない。以下の（2）については、申請により、日本語日本文学専攻設置科目の「演習」ないし
「特殊研究」として認定されることがある。
（1）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修
・日本女子大学大学院文学研究科との相互科目履修

（2）本研究科との協議が成立している下記の学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修によ
り認定された単位

・国文学研究資料館 ・日本近代文学館
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4 ．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、日
本語日本文学専攻設置科目の「演習」ないし「特殊研究」として認定されることがある。

5．他大学大学院との交流協定に基づき修得した単位、本研究科との協議が成立している学外の研究機関での
課程・研修会等における履修により認定された単位、留学により外国の大学院において修得した単位は、
博士前期課程・博士後期課程を通じて合計10単位を限度として修了に必要な単位数に算入することができ
る。

6．修了に必要な単位として、学部授業科目の履修を認める特例は適用されない。

〔移行措置〕
平成26年度以前の前期課程入学者が「修士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」ないし「特殊研究
（ 2単位）」に読み替えて、計 2単位を上限として修了に必要な単位数に算入することができる。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 2単位まで

選択必修科目

日本語学特殊研究 2または 4単位

6単位以上

日本語史特殊研究 2または 4単位

日本文学特殊研究 2または 4単位

日本文学史特殊研究 2または 4単位

中国文学特殊研究 2または 4単位

日本語学演習 2または 4単位

日本文学演習 2または 4単位

博士論文指導 2単位 4単位まで

選択科目
他専攻設置科目 2または 4単位 4単位まで

大学院交流科目 2または 4単位 4単位まで

総計　20単位以上

1．博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、 1年度につき 1
科目 2単位を履修の上限とする。その単位を取得するためには、当該年度末に研究成果レポートを提出し
なければならない。ただし、当該年度に博士論文を提出する場合には、博士論文の提出をもって研究成果
レポートに替えることができる。

2．「博士論文指導」は、必修科目として履修する他に選択必修科目として履修し、修了に必要な単位数には
選択必修科目として計 4単位まで算入することができる。ただし、同一年度に重複して履修することはで
きない。

3．修了に必要な単位として、人文科学研究科のうち日本語日本文学専攻以外の専攻が設置する「他専攻設置
科目」、日本女子大学大学院文学研究科との相互科目履修による「大学院交流科目」は、算入することが
できる。ただし、当該科目を日本語日本文学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

4．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位、および、本研究科
との協議が成立している学外の研究機関（国文学研究資料館・日本近代文学館）の設置する課程・研修会
等における履修により認定された単位は、申請により、日本語日本文学専攻の設置科目「演習」ないし
「特殊研究」として認定されることがある。
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5 ．他大学大学院との交流協定に基づき修得した単位、本研究科との協議が成立している学外の研究機関での
課程・研修会等における履修により認定された単位、留学により外国の大学院において修得した単位は、
博士前期課程・博士後期課程を通じて合計10単位を限度として修了に必要な単位数に算入することができ
る。

〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」または「特殊研究
（ 2単位）」に読み替えて、修了に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単
位、後期課程を通じて計 6単位を算入の上限とする。

5 英語英米文学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

選択必修科目

英米語学特殊研究 2または 4単位

24単位以上

英米語学演習 2または 4単位

英詩特殊研究 2または 4単位

英米小説特殊研究 2または 4単位

英米文学研究法特殊研究 2または 4単位

英米演劇特殊研究 2または 4単位

英米評論特殊研究 2または 4単位

作家作品特殊研究 2または 4単位

英米文学演習 2または 4単位

英詩演習 2または 4単位

選択科目

各専攻共通科目 2または 4単位

－他専攻設置科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、 8単位を上限として、選択必修科目の必要単位数に含
めることができる。

3．「他専攻設置科目」としては、人文科学研究科のうち英語英米文学専攻以外の専攻が設置する科目を、 8
単位を上限として修了に必要な単位として含めることができる。自専攻科目に読み替える場合は、各年度
の初めに各専攻に申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。

4．修了に必要な単位として学部授業科目の履修が認められる場合がある。その場合には、 1年度につき 4単
位、計 8単位までを上限として、選択必修科目の「特殊研究」「演習」に読み替えることができる。なお、
履修に際しては、各年度の初めに各専攻に申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。



148

5 ．以下に掲げる履修方法による単位修得については、博士前期課程・博士後期課程を通して合計10単位を限
度として修了に必要な単位数に算入することができる。
（1）大学院学生の留学に関する規定第 4条に基づき外国の大学院において修得した単位
（2）以下の他大学大学院との交流規定に基づき他大学大学院において修得した単位（ 8単位を上限とす

る。）
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科、慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との相互科目履修

6．「各専攻共通科目」、「他専攻設置科目」、「大学院交流科目」については、合計10単位を限度として修了に
必要な単位数に算入することができる。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 6単位

選択必修科目

英米語学演習 2または 4単位

12単位以上英米文学演習 2または 4単位

英詩演習 2または 4単位

選択科目

英米語学特殊研究 2または 4単位

－

英詩特殊研究 2または 4単位

英米小説特殊研究 2または 4単位

英米文学研究法特殊研究 2または 4単位

英米演劇特殊研究 2または 4単位

英米評論特殊研究 2または 4単位

作家作品特殊研究 2または 4単位

各専攻共通科目（上限 4単位） 2または 4単位

他専攻設置科目（上限 4単位） 2または 4単位

総計　20単位以上

1．「博士論文指導」は、 1年度につき 2単位を上限として、後期課程を通して 6単位を修得しなければなら
ない。

2．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」、人文科学研究科のうち英語英米文学専攻以外の専攻が設
置する「他専攻設置科目」は、 4単位を上限として、修了に必要な単位数に算入することができる。

3．以下に掲げる履修方法による修得単位については、博士前期課程・博士後期課程を通して合計10単位を限
度として修了に必要な単位数に算入することができる。

　　・大学院学生の留学に関する規定第 4条に基づき外国の大学院において修得した単位

〔移行措置〕
平成26年度以前の博士後期課程入学者も「博士論文指導」を履修することができる。その場合、 2単位の自
専攻設置の「演習」として読み替えることができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単位、後期課程を通じ
て計 6単位を算入の上限とする。



149

人
文
科
学
研
究
科

Ⅷ

6 ドイツ語ドイツ文学専攻履修細則

■博士前期課程
修了するためには、次の内訳で、総計30単位を修得しなければならない。

科目の種類 科　目 単位数 自専攻設置科目で
修了に必要な単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な
単位に含めることができる単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 4単位 －

選択必修科目

ドイツ語学特殊研究 2または 4単位

計20単位以上 －

ドイツ語史特殊研究 2または 4単位

ドイツ文学特殊研究 2または 4単位

ドイツ文学史特殊研究 2または 4単位

ドイツ演劇特殊研究 2または 4単位

ドイツ語学演習 2または 4単位

ドイツ文学演習 2または 4単位

ドイツ演劇演習 2または 4単位

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位

－ 8単位まで各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．必修科目の修士論文指導は、単一年度において 2単位のみ修得することができる。また修了に必要な単位
数に、 4単位を超えて算入することはできない。

3．修士論文指導の単位を取得するためには、各年度末に研究成果レポートを提出しなくてはならない。ただ
し、当該年度に修士論文を提出する場合には、修士論文によって代替することができる。

4．修了に必要な単位として、人文科学研究科のドイツ語ドイツ文学専攻以外の専攻の設置科目、各専攻共通
科目、学習院大学大学院他研究科の設置科目、大学院交流科目を選択科目として 8単位を上限として含め
ることができる。ただしそれらの科目の修得単位は、ドイツ語ドイツ文学専攻の設置科目への読み替えを
行わない。

5．修了に必要な単位として学部授業科目の履修が認められる場合がある。その場合には上限を 4単位までと
し、大学院科目の「演習」または「特殊研究」に読み替える。なお履修に際しては、学部授業科目の履修
願いおよび読替願を各年度初めに専攻に申請し、研究科委員会において承認される必要がある。

6．以下に掲げる履修方法による修得単位については、博士前期課程・博士後期課程を通して合計10単位を限
度として修了に必要な単位数に算入することができる。
（1）大学院学生の留学に関する規定第 4条に基づき外国の大学院（およびそれに相当する教育機関）にお

いて修得した単位
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（2）以下の他大学大学院との交流規定に基づき他大学大学院において修得した単位
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科、慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との相互科目履修

〔移行措置〕
平成26年度以前の博士前期課程入学者も「修士論文指導」 2単位を履修して、「ドイツ語学演習」または
「ドイツ文学演習」の 2単位に読み替え、修了に必要な単位数に算入することができる。

■博士後期課程
修了するためには、次の内訳で、総計20単位を修得しなければならない。

科目の種類 科　目 単位数 自専攻設置科目で
修了に必要な単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な
単位に含めることができる単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 6単位 －

選択必修科目

ドイツ語学特殊研究 2または 4単位

計 6単位以上 －

ドイツ語史特殊研究 2または 4単位

ドイツ文学特殊研究 2または 4単位

ドイツ文学史特殊研究 2または 4単位

ドイツ演劇特殊研究 2または 4単位

ドイツ語学演習 2または 4単位

ドイツ文学演習 2または 4単位

ドイツ演劇演習 2または 4単位

選択科目
他専攻設置科目 2または 4単位

－ 4単位まで
各専攻共通科目 2または 4単位

総計　20単位以上

1．必修科目の博士論文指導は、単一年度において 2単位のみ修得することができる。また修了に必要な単位
数に 6単位を超えて算入することはできない。

2．博士論文指導の単位を取得するためには、各年度末に研究成果レポートを提出しなくてはならない。ただ
し、当該年度に博士論文を提出する場合には、博士論文によって代替することができる。

3．修了に必要な単位として、人文科学研究科のドイツ語ドイツ文学専攻以外の専攻の設置科目、各専攻共通
科目、学習院大学大学院他研究科の設置科目を選択科目として 4単位を上限として含めることができる。
ただしそれらの科目の修得単位は、ドイツ語ドイツ文学専攻の設置科目への読み替えを行わない。

4．以下に掲げる履修方法による修得単位については、博士前期課程・博士後期課程を通して合計10単位を限
度として修了に必要な単位数に算入することができる。
・大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院（およびそれに相当する教育機関）におい
て修得した単位

〔移行措置〕
平成26年度以前の博士後期課程入学者も「博士論文指導」 2単位を履修して、「ドイツ語学演習」または
「ドイツ文学演習」の 2単位に読み替え、修了に必要な単位数に算入することができる。
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7 フランス文学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目

フランス語学特殊研究 2または 4単位

20単位以上

フランス文学史特殊研究 2または 4単位

フランス文学特殊研究 2または 4単位

フランス語学演習 2または 4単位

フランス文学演習 2または 4単位

フランス演劇演習 2または 4単位

選択科目

各専攻共通科目 2または 4単位

－他専攻設置科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．必修科目のうち、修士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「修士論文指導」は、
前期課程を通じて 4単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

3．「他専攻設置科目」として、人文科学研究科のフランス文学専攻以外の専攻が設置する科目を、計 8単位
を上限として、修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目をフランス文学専攻の設置
科目として読み替えることはおこなわない。

4．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 8単位を上限として、フランス文学専攻の設置科目
「特殊研究」として読み替え、修了に必要な単位に算入することができる。

5．「大学院交流科目」としては、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、計 8
単位を上限として修了に必要な単位数に算入できる。ただし、当該科目をフランス文学専攻の設置科目と
して読み替えることはおこなわない。
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修
・フランス文学専攻における大学院委託聴講
　青山学院大学大学院・白百合女子大学大学院・上智大学大学院・獨協大学大学院・武蔵大学大学院・	
明治学院大学大学院・明治大学大学院

6．修了に必要な単位として、特例として学部授業科目の履修が認められる場合がある。 1年度につき 4単位、
計 8単位を上限とし、フランス文学専攻設置科目の「演習」または「特殊研究」に読み替える。履修に際
しては、各年度の初めに専攻へ申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。
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7 ．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、修
了に必要な単位として認定されることがある。

〔移行措置〕
平成26年度以前の前期課程入学者が「修士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」または「特殊研究
（ 2単位）」に読み替えて、修了に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単
位、前期課程を通じて計 4単位を算入の上限とする。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目

フランス語学特殊研究 2または 4単位

8単位以上

フランス文学史特殊研究 2または 4単位

フランス文学特殊研究 2または 4単位

フランス語学演習 2または 4単位

フランス文学演習 2または 4単位

フランス演劇演習 2または 4単位

選択科目

各専攻共通科目 2または 4単位

－他専攻設置科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　20単位以上

1．必修科目のうち、博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、
後期課程を通じて 4単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

2．「他専攻設置科目」として、人文科学研究科のフランス文学専攻以外の専攻が設置する科目を、計 4単位
を上限として、修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目をフランス文学専攻の設置
科目として読み替えることはおこなわない。

3．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 4単位を上限として、修了に必要な単位に算入する
ことができる。ただし、当該科目をフランス文学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

4．「大学院交流科目」としては、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、計 6
単位を上限として修了に必要な単位数に算入できる。ただし、当該科目をフランス文学専攻の設置科目と
して読み替えることはおこなわない。
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修
・フランス文学専攻における大学院委託聴講
　青山学院大学大学院・白百合女子大学大学院・上智大学大学院・獨協大学大学院・武蔵大学大学院・	
明治学院大学大学院・明治大学大学院

5．博士前期課程にある、学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用されない。
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6 ．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学・大学院において修得した単位は、申請によ
り、修了に必要な単位として認定されることがある。

7．「大学院交流科目」によって修得した単位、および、留学によって修得し認定された単位は、博士前期課
程・後期課程を通算して、すべて併せて計10単位を上限として、修了に必要な単位数に算入することがで
きる。

〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、「演習（ 2単位）」または「特殊研究
（ 2単位）」に読み替えて、修了に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科目 2単
位、後期課程を通じて計 6単位を算入の上限とする。

8 心理学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

選択必修科目

心理学特殊研究 1 2 または 4単位

12単位以上

心理学特殊研究 2 2 または 4単位

心理学特殊研究 3 2 または 4単位

心理学特殊研究 4 2 または 4単位

心理学特殊研究 5 2 または 4単位

心理学特殊研究 6 2 または 4単位

心理学特殊研究 7 2 または 4単位

心理学特殊研究 8 2 または 4単位

心理学演習 1 2 または 4単位

12単位以上
心理学演習 2 2 または 4単位

心理学演習 3 2 または 4単位

心理学演習 4 2 または 4単位

選択科目

各専攻共通科目 2または 4単位

－他専攻設置科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 8単位を上限として、「心理学特殊研究」として読
み替え、修了に必要な単位に算入することができる。

3．「他専攻設置科目」には、人文科学研究科の心理学専攻以外の専攻が設置する科目、および学習院大学大
学院の人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を含み、計 8単位を上限として修了に必要な単
位に算入することができる。
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　　ただし、人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を履修する場合には、指導教員および専攻の
了承を得る必要があり、また、他研究科設置科目の単位を心理学専攻の設置科目として読み替えることは
できない。

4．「他専攻設置科目」のうち、心理学専攻の設置科目として読み替えられるのは、人文科学研究科の心理学
専攻以外の専攻が設置する科目のみとし、その場合は「心理学特殊研究」として読み替える。読み替えを
おこなう場合、各年度はじめに心理学専攻に申請し、人文科学研究科委員会において承認されることが必
要である。

5．「大学院交流科目」としては、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、計 8
単位を上限として修了に必要な単位数に算入できる。
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修

6．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、修
了に必要な単位として認定されることがある。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 2単位

選択必修科目

心理学演習 1 2 または 4単位

8単位以上
心理学演習 2 2 または 4単位

心理学演習 3 2 または 4単位

心理学演習 4 2 または 4単位

選択科目

博士論文指導（ 2年次以降） 2単位

－

心理学特別研究 1 2 または 4単位

心理学特別研究 2 2 または 4単位

心理学特別研究 3 2 または 4単位

心理学特別研究 4 2 または 4単位

心理学特別研究 5 2 または 4単位

心理学特別研究 6 2 または 4単位

心理学特別研究 7 2 または 4単位

心理学特別研究 8 2 または 4単位

総計　20単位以上

1．博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、後期課程 1年次
の必修科目とし、後期課程 2年次以降に履修した場合には、選択科目として修了に必要な単位数に算入す
ることができる。ただし修了に必要な単位数に算入できるのは、後期課程を通じて、必修 2単位を含め計
6単位までとする。

2．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により、修
了に必要な単位として認定されることがある。その場合、留学によって修得し認定された単位数と、「大
学院交流科目」（心理学専攻では博士前期課程のみに認められている）によって修得した単位数の合計は、
博士前期課程・後期課程を通算して、10単位を上限とする。
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〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、「心理学特別研究（ 2単位）」に読み
替えて、修了に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 2単位、後期課程を通じて計
6単位を算入の上限とする。

9 臨床心理学専攻履修細則

■博士前期課程
⃝平成30年度以降入学者

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な
単位数

必修科目

臨床心理学特論 4単位

14単位

臨床心理面接特論 4単位

臨床心理査定演習Ⅰ
（心理的アセスメントに関する理論と実践） 2単位

臨床心理査定演習Ⅱ 2単位

臨床心理基礎実習 2単位

選択必修科目

心理実践演習Ⅰ 1単位

16単位以上

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ） 1単位

臨床心理実習Ⅱ 1単位

投映法特論 2または 4単位

心の健康教育特論（心の健康教育に関する理論と実践） 2または 4単位

心理療法技法論（心理支援に関する理論と実践） 2単位

心理療法特論Ⅰ 2単位

心理療法特論Ⅱ 2単位

学校臨床心理学特論
（教育分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

福祉心理支援特論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

事例研究法特論 2単位

臨床心理関連行政論 2単位

障害者（児）心理学特論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

精神医学特論Ⅰ
（保健医療分野に関する理論と支援の展開） 2単位

精神医学特論Ⅱ 2単位

家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会に
おける心理支援に関する理論と実践） 2単位

老年心理学特論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2単位

犯罪心理学特論
（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開） 2単位

産業・労働心理支援特論
（産業・労働分野に関する理論と支援の展開） 2単位

（次ページへ続く）
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科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な
単位数

選択必修科目

認知心理学特論 1 2 または 4単位

16単位以上

認知心理学特論 2 2 または 4単位

社会心理学特論 1 2 または 4単位

社会心理学特論 2 2 または 4単位

教育心理学特論 1 2 または 4単位

教育心理学特論 2 2 または 4単位

発達心理学特論 1 2 または 4単位

発達心理学特論 2 2 または 4単位

心理学研究法特論 1 2 または 4単位

心理学研究法特論 2 2 または 4単位

総計　30単位以上

⃝平成29年度入学者

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な
単位数

必修科目

臨床心理学特論 4単位

14単位

臨床心理面接特論 4単位

臨床心理査定演習（※1） 4単位

臨床心理査定演習Ⅰ
（心理的アセスメントに関する理論と実践）（※2） 2単位

臨床心理査定演習Ⅱ（※2） 2単位

臨床心理基礎実習 2単位

選択必修科目

心理実践実習Ⅰ 1単位

16単位以上

臨床心理実習 2単位

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ） 1単位

臨床心理実習Ⅱ 1単位

臨床心理査定特論 2または 4単位

投映法特論 2または 4単位

来談者中心療法論 2または 4単位

心の健康教育特論（心の健康教育に関する理論と実践） 2または 4単位

心理療法技法論 2または 4単位

心理療法技法論（心理支援に関する理論と実践） 2単位

心理療法特論Ⅰ 2単位

力動的心理療法論 2または 4単位

心理療法特論Ⅱ 2単位

精神分析学特論 2または 4単位

（次ページへ続く）
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科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な
単位数

選択必修科目

学校心理臨床特論 2または 4単位

16単位以上

学校臨床心理学特論
（教育分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

福祉心理臨床特論 2または 4単位

福祉心理支援特論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

事例研究法特論 2単位

臨床心理関連行政論 2単位

障害児心理学特論 2または 4単位

障害者（児）心理学特論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

精神医学特論 1 2 単位

精神医学特論Ⅰ
（保健医療分野に関する理論と支援の展開） 2単位

精神医学特論 2 2 単位

精神医学特論Ⅱ 2単位

家族心理学特論 2単位

家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会に
おける心理支援に関する理論と実践）

2単位

老年心理学特論 2単位

老年心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2単位

犯罪心理学特論
（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開）

2単位

産業・労働心理支援特論
（産業・労働分野に関する理論と支援の展開）

2単位

認知心理学特論 １ 2 または 4単位

認知心理学特論 ２ 2 または 4単位

社会心理学特論 １ 2 または 4単位

社会心理学特論 ２ 2 または 4単位

教育心理学特論 １ 2 または 4単位

教育心理学特論 ２ 2 または 4単位

発達心理学特論 １ 2 または 4単位

発達心理学特論 ２ 2 または 4単位

心理学研究法特論 １ 2 または 4単位

心理学研究法特論 ２ 2 または 4単位

総計　30単位以上

1．臨床心理査定演習は、※ １（１科目・ ４単位）もしくは※ ２（２科目・各 ２単位）のいずれか ４単位を修得
すること。
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⃝平成28年度入学者

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な
単位数

必修科目

臨床心理学特論 4単位

16単位

臨床心理面接特論 4単位

臨床心理査定演習（※１） 4単位

臨床心理査定演習Ⅰ
（心理的アセスメントに関する理論と実践）（※２） 2単位

臨床心理査定演習Ⅱ（※２） 2単位

臨床心理基礎実習 2単位

臨床心理実習 2単位

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ） 1単位

臨床心理実習Ⅱ 1単位

選択必修科目

心理実践実習Ⅰ 1単位

14単位以上

臨床心理査定特論 2または 4単位

投映法特論 2または 4単位

来談者中心療法論 2または 4単位

心の健康教育特論（心の健康教育に関する理論と実践） 2または 4単位

心理療法技法論 2または 4単位

心理療法技法論（心理支援に関する理論と実践） 2単位

心理療法特論Ⅰ 2単位

力動的心理療法論 2または 4単位

心理療法特論Ⅱ 2単位

精神分析学特論 2または 4単位

学校心理臨床特論 2または 4単位

学校臨床心理学特論（教育分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

福祉心理臨床特論 2または 4単位

福祉心理支援特論（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

事例研究法特論 2単位

臨床心理関連行政論 2単位

障害児心理学特論 2または 4単位

障害者（児）心理学特論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2または 4単位

精神医学特論 1 2 単位

精神医学特論Ⅰ（保険医療分野に関する理論と支援の展開） 2単位

精神医学特論 2 2 単位

精神医学特論Ⅱ 2単位

家族心理学特論 2単位

家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会に
おける心理支援に関する理論と実践） 2単位

（次ページへ続く）
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科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な
単位数

選択必修科目

老年心理学特論 2単位

14単位以上

老年心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2単位

犯罪心理学特論
（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開）

2単位

産業・労働心理支援特論
（産業・労働分野に関する理論と支援の展開）

2単位

認知心理学特論 １ 2 または 4単位

認知心理学特論 ２ 2 または 4単位

社会心理学特論 １ 2 または 4単位

社会心理学特論 ２ 2 または 4単位

教育心理学特論 １ 2 または 4単位

教育心理学特論 ２ 2 または 4単位

発達心理学特論 １ 2 または 4単位

発達心理学特論 ２ 2 または 4単位

心理学研究法特論 １ 2 または 4単位

心理学研究法特論 ２ 2 または 4単位

総計　30単位以上

⃝新旧対照表
平成29年度以前に入学した学生は、以下の新旧科目のうち、いずれかの科目しか修得することができない。

旧科目 新　　科　　目

臨床心理査定演習
臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と実践）

臨床心理査定演習Ⅱ

臨 床 心 理 実 習
臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ）

臨床心理実習Ⅱ

臨床心理査定特論 投映法特論

来談者中心療法論 心の健康教育特論（心の健康教育に関する理論と実践）

心理療法技法論
心理療法技法論（心理支援に関する理論と実践）

心理療法特論Ⅰ

力動的心理療法論 心理療法特論Ⅱ

学校心理臨床特論 学校臨床心理学特論（教育分野に関する理論と支援の展開）

福祉心理臨床特論 福祉心理支援特論（福祉分野に関する理論と支援の展開）

障害児心理学特論 障害者（児）心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の展開）

精神医学特論 １ 精神医学特論Ⅰ（保健医療分野に関する理論と支援の展開）

精神医学特論 ２ 精神医学特論Ⅱ

家族心理学特論 家族心理学特論（家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践）

老年心理学特論 老年心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の展開）
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1 ．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．すべての科目について、重複して履修することはできない。 
3 ．「他専攻設置科目」、および「各専攻共通科目」、また「大学院交流科目」は、修了に必要な単位に算入さ
れない。

4．原則的に、大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院において修得した科目を、臨床心
理学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

5．学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用されない。

■博士前期課程₂年間における心理実践実習時間計画　総計480時間の内訳

博士前期課程 １年履修
心理実践実習Ⅰ

博士前期課程 ２年履修
臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ）

学内実習* 学外実習** 学内実習* 学外実習** 合計時間数

事例実習 30 90 90 60 270

施設運営・見学実習 80 30 80 20 210

合　　計 110 120 170 80 480

*；学習院心理相談室における事例担当及び施設運営
**；承諾書を得た医療施設における実習を必修として、加えて教育施設、福祉施設、産業・労働施設のうち ２分野において
実習を行う。

1．単位取得の条件として①・②・③を満たすこととする。
①　心理実践実習Ⅰと臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ）において事例実習（学外実習）90時間以上を満

たすこと。
②　心理実践実習Ⅰと臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ）において事例実習（学外実習・学内実習合算）

270時間以上を満たすこと。
③　心理実践実習Ⅰと臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習Ⅱ）において実習合計時間（事例実習及び施設運

営・見学実習）450時間以上を満たすこと。



161

人
文
科
学
研
究
科

Ⅷ

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目
臨床心理学演習 1 2 単位 2単位

臨床心理学演習 5 4 単位 4単位

選択必修科目

上記必修科目のうち 2年次以降に重複して履修した科目

14単位以上

臨床心理学演習 2 2 単位

臨床心理学演習 3 2 または 4単位

臨床心理学演習 4 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 1 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 2 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 3 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 4 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 5 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 6 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 7 2 または 4単位

臨床心理学特別研究 8 2 または 4単位

総計　20単位以上

1．必修科目「臨床心理学演習 1」「臨床心理学演習 5」は重複して履修し、修了に必要な単位に算入するこ
とができる。特に、博士論文の作成指導を意図する「臨床心理学演習 5」は、 1年次に必修科目として履
修したのち、 2年次以降にも、継続して履修することが望ましい。

2．「他専攻設置科目」・「各専攻共通科目」・「大学院交流科目」は、博士後期課程における修了に必要な単位
数としては算入されない。

3．原則的に、大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院において修得した科目が、臨床心
理学専攻の設置科目として読み替えられることはない。

4．学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用されない。
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⓾ 教育学専攻履修細則
■博士前期課程
⃝平成30年度以降の入学者（博士前期課程）

科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

必修科目
学校教育事例研究Ⅰ 2単位 4単位

修士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目

教育基礎学コース

教育史概説

2または 4単位 12単位以上

教育史事例研究Ⅰ

教育史特殊研究Ⅰ

教師教育概説

教師教育事例研究Ⅰ

教師教育特殊研究Ⅰ

教師行政概説

教育行政事例研究Ⅰ

教育行政特殊研究Ⅰ

教育実践学コース

授業研究概説

授業研究事例研究Ⅰ

授業研究特殊研究Ⅰ

音楽教育概説

音楽教育事例研究Ⅰ

音楽教育特殊研究Ⅰ

国語教育概説

国語教育事例研究Ⅰ

国語教育特殊研究Ⅰ

算数教育概説

算数教育事例研究Ⅰ

数学教育特殊研究Ⅰ

美術教育概説

美術教育事例研究Ⅰ

美術教育特殊研究Ⅰ

英語教育概説

英語教育事例研究Ⅰ

英語教育特殊研究Ⅰ
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科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

選択必修科目
教育創造コース

社会科教育概説

2または 4単位 12単位以上

社会科教育事例研究Ⅰ

社会科教育特殊研究Ⅰ

特別活動概説

特別活動事例研究Ⅰ

特別活動特殊研究Ⅰ

体育教育概説

体育教育事例研究Ⅰ

体育教育特殊研究Ⅰ

理科と環境概説

理科と環境事例研究Ⅰ

理科と環境特殊研究Ⅰ

総合学習概説

総合学習事例研究Ⅰ

総合学習特殊研究Ⅰ

専攻共通 教育学特別演習Ⅰ

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位 8単位まで

10単位まで各専攻共通科目 2または 4単位 8単位まで

大学院交流科目 2または 4単位 8単位まで

総計　30単位以上

⃝平成２９年度以前の入学者（博士前期課程）

科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

必修科目
学校教育事例研究Ⅰ 2単位 4単位

修士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目 教育基礎学コース

教育史概説

2または 4単位 12単位以上

教育史事例研究Ⅰ

教育史特殊研究Ⅰ

教師教育概説

教師教育事例研究Ⅰ

教師教育特殊研究Ⅰ

教育行政概説

教育行政事例研究

教育行政事例研究Ⅰ

教育行政特殊研究

教育行政特殊研究Ⅰ
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科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

選択必修科目

教育実践学コース

授業研究概説

2または 4単位 12単位以上

授業研究事例研究Ⅰ

授業研究特殊研究Ⅰ

音楽教育概説

音楽教育事例研究

音楽教育事例研究Ⅰ

音楽教育特殊研究

音楽教育特殊研究Ⅰ

国語教育概説

国語教育事例研究

国語教育事例研究Ⅰ

国語教育特殊研究

国語教育特殊研究Ⅰ

算数教育概説

算数教育事例研究

算数教育事例研究Ⅰ

数学教育特殊研究

数学教育特殊研究Ⅰ

美術教育概説

美術教育事例研究

美術教育事例研究Ⅰ

美術教育特殊研究

美術教育特殊研究Ⅰ

英語教育概説

英語教育事例研究

英語教育事例研究Ⅰ

英語教育特殊研究

英語教育特殊研究Ⅰ

教育創造コース

社会科教育概説

社会科教育事例研究Ⅰ

社会科教育特殊研究Ⅰ

特別活動概説

特別活動事例研究Ⅰ

特別活動特殊研究Ⅰ

体育教育概説
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科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

選択必修科目
教育創造コース

体育教育事例研究

2または 4単位
12単位以上

体育教育事例研究Ⅰ

体育教育特殊研究

体育教育特殊研究Ⅰ

理科と環境概説

理科と環境事例研究

理科と環境事例研究Ⅰ

理科と環境特殊研究

理科と環境特殊研究Ⅰ

持続可能性の教育概説＊

総合学習概説＊

持続可能性の教育事例研究

総合学習事例研究Ⅰ

総合学習特殊研究Ⅰ

コース共通 教育学特別演習Ⅰ ２単位

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位

10単位まで各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　30単位以上

＊「持続可能性の教育概説」と「総合学習概説」の重複履修は不可。

1．博士前期課程修了のためには、上記単位を修得するほかに、修士論文を提出して合格しなければならない。
2．必修科目のうち、「学校教育事例研究Ⅰ」は、前期課程を通じて計 4単位を修得しなければならない。た
だし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2
単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修することはできない。

3．必修科目のうち、修士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「修士論文指導」は、
前期課程を通じて 4単位を修得しなければならない。ただし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて
算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修
することはできない。

4．学生は「教育基礎学コース」「教育実践学コース」「教育創造コース」のいずれかのコースに所属し、必修
科目に加えて、所属するコースに対応する選択必修科目 8単位を含めて、選択必修科目を12単位以上を修
得しなければならない。なお、概説については重複履修を認めない。

5．いずれのコースに所属する場合であっても、「事例研究」の科目を10単位以上修得しなければならない。
6．「他専攻設置科目」として、人文科学研究科の教育学専攻以外の専攻が設置する科目に加えて、指導教員
および専攻の了承をえて、学習院大学大学院の人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を、計
8単位を上限として修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目を教育学専攻の設置科
目として読み替えることはおこなわない。
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7 ．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 8単位を上限として、修了に必要な単位に算入する
ことができる。ただし、当該科目を教育学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

8．「大学院交流科目」として、各年度初めに届け出ることにより、以下のかたちで修得した科目を、計 8単
位を上限として修了に必要な単位数に算入できる。ただし、当該科目を教育学専攻の設置科目として読み
替えることはおこなわない。
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科・慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学国際文化交流研究科との相互科目履修

9．人文科学研究科の自専攻設置科目以外の科目、人文科学研究科所属の共通科目、人文科学研究科以外の研
究科の専攻設置科目、大学院交流科目は合計10単位までを修了に必要な単位として含めることができる。
ただし、修了に必要な単位に含めることができるのは、博士前期課程と博士後期課程を通して10単位を上
限とする。それらの科目の修得単位は教育学専攻の設置科目への読み替えは行わない。

10．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により専攻
にて判断し、修了に必要な単位として認定されることがある。

11．修了に必要な単位として学部授業科目の履修が認められる特例は適用されない。

■博士後期課程
⃝平成30年度以降の入学者

科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

必修科目
学校教育事例研究Ⅱ 2単位 4単位

博士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目

教育基礎学コース

教育史事例研究Ⅱ

2または 4単位 8単位以上

教育史特殊研究Ⅱ

教師教育事例研究Ⅱ

教師教育特殊研究Ⅱ

教育行政事例研究Ⅱ

教育行政特殊研究Ⅱ

教育実践学コース

授業研究事例研究Ⅱ

授業研究特殊研究Ⅱ

音楽教育事例研究Ⅱ

音楽教育特殊研究Ⅱ

国語教育事例研究Ⅱ

国語教育特殊研究Ⅱ

算数教育事例研究Ⅱ

数学教育特殊研究Ⅱ

美術教育事例研究Ⅱ

美術教育特殊研究Ⅱ

英語教育事例研究Ⅱ

英語教育特殊研究Ⅱ
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科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

選択必修科目
教育創造コース

社会科教育事例研究Ⅱ

2または 4単位 8単位以上

社会科教育特殊研究Ⅱ

特別活動事例研究Ⅱ

特別活動特殊研究Ⅱ

体育教育事例研究Ⅱ

体育教育特殊研究Ⅱ

理科と環境事例研究Ⅱ

理科と環境特殊研究Ⅱ

総合学習事例研究Ⅱ

総合学習特殊研究Ⅱ

専攻共通 教育学特別演習Ⅱ

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位

4単位まで各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　20単位以上

⃝平成29年度以前の入学者（博士後期課程）

科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

必修科目
学校教育事例研究Ⅱ 2単位 4単位

博士論文指導 2単位 4単位

選択必修科目

教育基礎学コース

教育史事例研究Ⅱ

2または 4単位 8単位以上

教育史特殊研究Ⅱ

教師教育事例研究Ⅱ

教師教育特殊研究Ⅱ

教育行政事例研究Ⅱ

教育行政特殊研究Ⅱ

教育実践学コース

授業研究事例研究Ⅱ

授業研究特殊研究Ⅱ

芸術教育事例研究

芸術教育特殊研究

音楽教育事例研究Ⅱ

音楽教育特殊研究Ⅱ

言語教育事例研究

言語教育特殊研究

国語教育事例研究Ⅱ

国語教育特殊研究Ⅱ
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科目の種類 科　　目 授業科目の単位 修了に必要な単位数

選択必修科目

教育実践学コース

算数教育事例研究Ⅱ

2または 4単位

数学教育特殊研究Ⅱ

美術教育事例研究Ⅱ

美術教育特殊研究Ⅱ

英語教育事例研究Ⅱ

英語教育特殊研究Ⅱ

教育創造コース

社会科教育事例研究Ⅱ

社会科教育特殊研究Ⅱ

特別活動事例研究Ⅱ

特別活動特殊研究Ⅱ

体育教育事例研究Ⅱ

体育教育特殊研究Ⅱ

理科と環境事例研究Ⅱ

理科と環境特殊研究Ⅱ

総合学習事例研究Ⅱ

総合学習特殊研究Ⅱ

コース共通 教育学特別演習Ⅱ

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位

4単位まで各専攻共通科目 2または 4単位

大学院交流科目 2または 4単位

総計　20単位以上

1．博士後期課程修了のためには、上記単位を修得するほかに、博士論文を提出して合格しなければならない。
2．必修科目のうち、「学校教育事例研究Ⅱ」は、後期課程を通じて計 4単位を修得しなければならない。た
だし、修了に必要な単位数として 4単位を超えて算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2
単位を履修の上限とし、同一年度に重複して履修することはできない。

3．必修科目のうち、博士論文の作成、およびそれに必要な研究・調査の指導をおこなう「博士論文指導」は、
後期課程を通じて 4単位を修得しなければならない。これに加えて、さらに 3年次に 2単位を加えて履修
し、後期課程を通じて計 6単位を履修することが望ましい。ただし、修了に必要な単位数として 6単位を
超えて算入することはできない。また、 1年度につき 1科目 2単位を履修の上限とし、同一年度に重複し
て履修することはできない。

4．学生は「教育基礎学コース」「教育実践学コース」「教育創造コース」のいずれかのコースに所属し、所属
するコースに対応する選択必修科目 6単位を含めて、選択必修科目 8単位以上を修得しなければならない。

5．後期課程の修了に必要な単位数に算入できる科目は、「博士論文指導」「事例研究」「特殊研究」「特別演
習」に限り、前期課程に開設する「概説」科目を修了に必要な単位数として算入することはできない。

6．「他専攻設置科目」として、人文科学研究科の教育学専攻以外の専攻が設置する科目に加えて、指導教員
および専攻の了承をえて、学習院大学大学院の人文科学研究科以外の研究科・専攻が設置する科目を、計
4単位を上限として修了に必要な単位に算入することができる。ただし、当該科目を教育学専攻の設置科
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目として読み替えることはおこなわない。
7．人文科学研究科の設置する「各専攻共通科目」は、計 4単位を上限として、修了に必要な単位に算入する
ことができる。ただし、当該科目を教育学専攻の設置科目として読み替えることはおこなわない。

8．人文科学研究科の自専攻設置科目以外の科目、人文科学研究科所属の共通科目、人文科学研究科以外の研
究科の専攻設置科目、大学院交流科目は合計 4単位までを修了に必要な単位として含めることができる。
ただし、修了に必要な単位に含めることができるのは、博士前期課程と博士後期課程を通して10単位を上
限とする。それらの科目の修得単位は教育学専攻の設置科目への読み替えは行わない。

9．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき、外国の大学院において修得した単位は、申請により専攻
にて判断し、修了に必要な単位として認定されることがある。

10．「大学院交流科目」によって修得した単位、および、留学によって修得し認定された単位は、博士前期課
程・後期課程を通算して、すべて併せて計10単位を上限として、修了に必要な単位数に算入することがで
きる。
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11 アーカイブズ学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目

アーカイブズ学演習 4単位 8単位

24単位
アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅰ 4単位 4単位

アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅱ 4単位 4単位

アーカイブズ実習 4単位 8単位

選択必修科目

アーカイブズ学理論研究Ⅰ 2または 4単位

4単位以上

アーカイブズ学理論研究Ⅱ 2または 4単位

アーカイブズ学理論研究Ⅲ 2または 4単位

記録史料学研究Ⅰ 2または 4単位

記録史料学研究Ⅱ 2または 4単位

記録史料学研究Ⅲ 2または 4単位

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅰ 2または 4単位

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅱ 2または 4単位

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅲ 2または 4単位

選択科目
情報資源論Ⅰ 2または 4単位

－
情報資源論Ⅱ 2または 4単位

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．「他専攻設置科目」・「各専攻共通科目」・「大学院交流科目」は、博士前期課程における修了に必要な単位
数としては算入されない。

3．原則的に、大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院において修得した単位が、アーカ
イブズ学専攻の設置科目として読み替えられることはない。

4．学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用されない。
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■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数 修了に必要な単位数

必修科目
アーカイブズ学演習 4単位 12単位

18単位
博士論文指導 2単位 6単位

選択必修科目

アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅰ 4単位

2単位以上

アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅱ 4単位

アーカイブズ実習 4単位

アーカイブズ学理論研究Ⅰ 2または 4単位

アーカイブズ学理論研究Ⅱ 2または 4単位

アーカイブズ学理論研究Ⅲ 2または 4単位

記録史料学研究Ⅰ 2または 4単位

記録史料学研究Ⅱ 2または 4単位

記録史料学研究Ⅲ 2または 4単位

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅰ 2または 4単位

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅱ 2または 4単位

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅲ 2または 4単位

選択科目
情報資源論Ⅰ 2または 4単位

－
情報資源論Ⅱ 2または 4単位

総計　20単位以上

1．「他専攻設置科目」・「各専攻共通科目」・「大学院交流科目」は、博士後期課程における修了に必要な単位
数としては算入されない。

2．大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院において修得した単位は、合計10単位を限度
として、修了のために修得すべき科目の単位数に算入することができる。

3．学部授業科目を修了に必要な単位として認める特例は適用されない。

〔移行措置〕
平成26年度以前の後期課程入学者が「博士論文指導」を履修した場合、選択必修科目・選択科目のいずれか
1科目（ 2単位）に読み替えて、修了に必要な単位数に算入することができる。ただし、 1年度につき 1科
目 2単位、後期課程を通じて計 6単位を算入の上限とする。
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12 身体表象文化学専攻履修細則

■博士前期課程

科目の種類 科　　目 単位数 自専攻設置科目で
修了に必要な単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な
単位に含めることができる単位数

必修科目 修士論文指導 2単位 4単位 －

選択必修科目

舞台芸術文化論演習 2または 4単位

16単位以上 －

映像芸術文化論演習 2または 4単位

マンガ・アニメーション芸術文化論演習 2または 4単位

身体表象文化論演習 2または 4単位

身体表象文化史演習 2または 4単位

表象文化制度論演習 2または 4単位

舞台芸術批評研究 2または 4単位

映像芸術批評研究 2または 4単位

マンガ・アニメーション芸術批評研究 2または 4単位

選択科目

他専攻設置科目 2または 4単位 － 8単位まで
10単位
まで

各専攻共通科目 2または 4単位 － 8単位まで

大学院交流科目 2または 4単位 － 8単位まで

総計　30単位以上

1．前期課程修了のためには、上記単位を修得するほか、修士論文を提出して合格しなければならない。修士
論文を提出する者は、提出の前年度までに修了に必要な単位数計30単位のうち20単位以上を修得しておか
ねばならない。

2．必修科目の修士論文指導は、単一年度において 2単位のみ修得することができる。また修了に必要な単位
数に、 4単位を超えて算入することはできない。

3．修士論文指導の単位を修得するためには、各年度末に研究成果レポートを提出しなくてはならない。ただ
し当該年度に修士論文を提出する場合には、修士論文によって代替することができる。

4．修了に必要な単位として、人文科学研究科の身体表象文化学専攻以外の専攻の設置科目、各専攻共通科目、
学習院大学大学院他研究科の設置科目、大学院交流科目を含めることができる。ただし学習院大学大学院
の人文科学研究科以外の研究科が設置する科目を履修する場合には、指導教員および専攻の了承を得る必
要がある。

5．人文科学研究科の身体表象文化学専攻以外の専攻の設置科目、各専攻共通科目、学習院大学大学院他研究
科の設置科目、大学院交流科目の修得単位は、身体表象文化学専攻の設置科目への読み替えを行わない。

6．修了に必要な単位として学部授業科目の履修が認められる場合がある。その場合には上限を 4単位までと
し、大学院科目の「演習」または「批評研究」に読み替える。なお履修に際しては、学部授業科目の履修
願および読替願を各年度初めに専攻に申請し、研究科委員会において承認される必要がある。

7．以下に掲げる履修方法による修得単位については、博士前期課程・博士後期課程を通して合計10単位を限
度として修了に必要な単位数に算入することができる。留学により修得した単位は、専攻会議の判断に
よって、修士論文指導、選択必修科目、選択科目として認定することができる。
（1）大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院（およびそれに相当する教育機関）にお

いて修得した単位
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（2）以下の他大学大学院との交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位
・三大学交流科目（早稲田大学大学院文学研究科、慶應義塾大学大学院文学研究科）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との相互科目履修

〔移行措置〕
平成26年度以前の博士前期課程入学者も、修士論文指導 2単位を履修して、「演習」または「批評研究」の
2単位に読み替え、修了に必要な単位数に算入することができる。

■博士後期課程

科目の種類 科　　目 単位数
自専攻設置科目で
修了に必要な単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な
単位に含めることができる単位数

必修科目 博士論文指導 2単位 6単位 －

選択必修科目

舞台芸術文化論演習 2または 4単位

12単位以上 －

映像芸術文化論演習 2または 4単位

マンガ・アニメーション芸術文化論演習 2または 4単位

身体表象文化論演習 2または 4単位

身体表象文化史演習 2または 4単位

表象文化制度論演習 2または 4単位

舞台芸術批評研究 2または 4単位

映像芸術批評研究 2または 4単位

マンガ・アニメーション芸術批評研究 2または 4単位

選択科目
他専攻設置科目 2または 4単位 －

計 4単位まで
各専攻共通科目 2または 4単位 －

総計　20単位以上

1．必修科目の博士論文指導は、単一年度において 2単位のみ修得することができる。また修了に必要な単位
数に、 6単位を超えて算入することはできない。

2．博士論文指導の単位を修得するためには、各年度末に研究成果レポートを提出しなくてはならない。ただ
し当該年度に博士論文を提出する場合には、博士論文によって代替することができる。

3．修了に必要な単位として、人文科学研究科の身体表象文化学専攻以外の専攻の設置科目、各専攻共通科目
を含めることができる。ただしそれらの科目の修得単位は、身体表象文化学専攻の設置科目への読み替え
を行わない。

4．以下に掲げる履修方法による修得単位については、博士前期課程・博士後期課程を通して合計10単位を限
度として修了に必要な単位数に算入することができる。留学により修得した単位は、専攻会議の判断に
よって、博士論文指導、選択必修科目、選択科目として認定することができる。
・�大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学院（およびそれに相当する教育機関）におい
て修得した単位

〔移行措置〕
平成26年度以前の博士後期課程入学者も、博士論文指導 2単位を履修して、「演習」または「批評研究」の
2単位に読み替え、修了に必要な単位数に算入することができる。
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学習院大学大学院人文科学研究科
大学院学生への研究指導に関する基本方針

　学習院大学大学院人文科学研究科では、博士前期課程および博士後期課程の学生に対して、次のような計画
で教育し、研究活動を指導する方針です。以下では、博士前期課程と博士後期課程の学生、それぞれに対し、
演習などの授業科目の履修に関わる計画とスケジュールと両課程修了のための必須となる修士論文および課程
博士論文の作成に関わる計画とスケジュールに分けて示します。

　以下で示す計画、スケジュールおよびその内容は、あくまで人文科学研究科共通の概要です。各専攻ごとに
独自の行事や届出書類などが存在する場合があり、開催日程・締切日時等も異なりますので、必ず指導教員に
相談し、各専攻事務室に問い合わせて下さい。
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博士前期課程 教育および研究指導計画

　学習院大学人文科学研究科博士前期課程では、次のカリキュラム・ポリシーに基づいて教育しています。
　人文科学研究科（博士前期課程）は、各専攻分野において、演習や個別的指導を通して、学生が修士論文を
仕上げるための能力をつけられるよう教育課程を編成し実施する。また、他大学院研究科と相互交流協定を結
んで、相互の履修及び単位の修得を可能とする。

　このカリキュラム・ポリシーを実現するための教育および研究指導に関わるスケジュールは以下の通りです。

■博士前期課程授業科目の履修に関わるスケジュール

年次 月　日 事 項 お よ び 内 容 決定機関・届出先

1年次

4 月初旬
4月

入学式および新入生オリエンテーション
指導教員決定および指導委員会（指導教員他、副指
導教員 2名）結成
「研究計画書」の提出
他大学大学院との交流科目* 履修届出
学外研究機関の設置する課程・研修会等** 履修届出

研究科委員会にて決定

専攻事務室
本学指導教員の承認を受け、授業
科目の担当者、課程・研修会等の
設置者の許可を受けた上で届出、
人文科学研究科委員会の承認を受
けて、履修が許可される。

5月〜 6月

11月

履修登録
履修修正
履修取消（第 1学期開講科目）
履修取消（第 2学期開講科目）

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

2 年次
以降

4 月

5 月〜 6月
11月

3 月10日***

履修登録
履修修正
履修取消（第 1学期開講科目）
履修取消（第 2学期開講科目）
博士前期課程修了者の発表
博士前期課程の学生は、 2年以上在学し、所定の授業
科目について、30単位以上を修得し、修士の学位論文
を提出し、かつ最終試験に合格しなければならない。

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

3月20日 修了式、修士学位の授与

*	 学習院大学大学院人文科学研究科は、早稲田大学、慶應義塾大学及び中央大学、 3大学の大学院文学研究科との交流協定、
学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との交流協定を締結しており、さらにフランス文学専攻は、青山学院大学、白
百合女子大学、上智大学、獨協大学、武蔵大学、明治学院大学、明治大学の大学院フランス文学専攻等との交流協定、ま
た日本語日本文学専攻は、日本女子大学大学院文学研究科日本文学専攻と博士前期課程学生の交流協定を結んでおり、修
得科目を修了に必要な単位に参入できる。詳細は、各専攻の履修規定を参照すること。

**	 学習院大学大学院人文科学研究科では、国立歴史民俗博物館、国立民族学博物館、日本近代文学館、国文学研究資料館、
国際日本文化研究センターの設置する課程、研修会等を履修することで修了単位に参入することができる。詳細は、各専
攻の履修規定を参照すること。

***	修了者の発表は、 3月10日の曜日によって、変更される場合がある。
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　学習院大学大学院人文科学研究科では、次のディプロマ・ポリシーに従って、学生の研究を指導し、修士の
学位を授与しています。

　人文科学研究科（博士前期課程）は、各専攻分野において、必要な修業年限を満たし、修士論文を含む所定
の単位を修得した者に対して、専門的な知識と方法論、広い視野に立って現代の課題と向き合い追求すること
のできる能力を身につけているものと認め、学位を授与する。

　このディプロマ・ポリシーを実現するための研究指導計画は、以下の通りです。

■修士論文作成に関わる研究指導スケジュール

年次 月　日 事 項 お よ び 内 容 決定機関・届出先

1年次

4 月初旬 指導教員決定および指導委員会（指導教員他、副指
導教員 2名）結成
「研究計画書」の提出

研究科委員会にて決定

専攻事務室

4月～ 1月
3月

（～ 4月*）

指導教員の演習での報告、個人面談等による研究指導
「修士論文作成計画書*」を提出 専攻事務室経由、指導教員（指

導委員会）

2 年次・
論文提出
年度

修士の学位論文は、博士前期課程に 1年以上在学し、
所定の授業科目について20単位以上を修得した者が
提出することができる。

4月～7月**
6 月30日***

修士論文中間報告**
修士論文題名届　提出締切 専攻事務室および学生センター

教務課

9月～12月
1 月10日***
2 月上旬
3月20日

指導教員の演習での報告、個人面談等による研究指導
修士論文提出締切
修士論文口述試験・最終試験
修士学位の授与、修了式

学生センター教務課

*	 「修士論文作成計画書」は、原則として 3月25日から30日に指導委員会に提出することになっているが、専攻によって提
出期間は異なり、またこの計画書を単に「研究計画書」と称する専攻もある。詳細は各専攻事務室に問い合わせること。

**	「修士論文中間報告」の形式、名称、日程等は、各専攻・指導教員（指導委員会）によって異なるので、必ず各専攻事務
室に確認し、指導教員と十分に相談の上で準備を進めること。

***	修上論文題名届および修士論文の提出締切日は、曜日の関係で変更・順延されることがあるので、事前に必ず確認するこ
と。
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博士後期課程 研究指導計画

　学習院大学大学院博士後期課程では、次のカリキュラム・ポリシーに基づいて学生の研究を指導しています。

　人文科学研究科（博士後期課程）は、各専攻分野において、博士前期課程での研究成果を土台に、さらに高
度な専門性と学術的価値を備えた博士論文を完成させるため、教育課程を編成し実施する。また、他大学院研
究科と相互交流協定を結んで、相互の履修及び単位の修得を可能とする。

　このカリキュラム・ポリシーを実現するための教育および研究指導計画は、以下の通りです。

■博士後期課程授業科目の履修に関わるスケジュール

年次 月　日 事 項 お よ び 内 容 決定機関・届出先

1年次

4 月初旬
4月

5月〜 6月

11月

入学式および新入生オリエンテーション
指導教員決定および指導委員会（指導教員他、副指
導教員 2名）結成
「研究計画書」の提出

履修登録
履修修正
履修取消（第 1学期開講科目）
履修取消（第 2学期開講科目）

研究科委員会にて決定

専攻事務室経由、指導教員（指
導委員会）へ
Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

2 年次

4 月

5 月～ 6月
11月

履修登録
履修修正
履修取消（第 1学期開講科目）
履修取消（第 2学期開講科目）

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

3 年次

4 月

5 月～ 6月
11月

3 月20日

履修登録
履修修正
履修取消（第 1学期開講科目）
履修取消（第 2学期開講科目）
修了式、博士学位の授与
博士後期課程の学生は、 3年以上在学し、所定の授
業科目について、20単位以上を修得し、博士の学位
論文を提出し、かつ最終試験に合格しなければなら
ない。

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
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　学習院大学大学院人文科学研究科博士後期課程では、次のディプロマ・ポリシーに従って、学生の研究を指
導し、博士の学位を授与しています。

　人文科学研究科（博士後期課程）は、各専攻分野において、必要な修業年限を満たし、所定の単位を修得し、
指導教員による論文指導を受けたのち博士論文を提出して審査及び試験に合格した者に対して、高度な専門知
識と広い視野、自立した専門的研究活動を独自に遂行する能力、研究と教育において先端的で創造的な活動を
していく能力を身につけているものと認め、学位を授与する。

　このディプロマ・ポリシーを実現するための研究指導計画は、以下の通りです。

■博士論文作成に関わる研究指導スケジュール

年次 月　日 事 項 お よ び 内 容 届出先等

1年次

4 月

4 月～ 1月
3月

（～ 4月*）

指導教員決定および指導委員会（指導教員他、副指
導教員 2名）結成
「研究計画書」の提出
指導教員の演習での報告、個人面談等による研究指導
「博士論文作成計画書*」を提出

専攻事務室

専攻事務室経由、指導教員
（指導委員会）

論文提出
前年度

4 月～ 1月
4月～12月*

指導教員演習での報告、個人面談等による研究指導
博士論文中間報告**
予備論文の提出***

論文提出
年度

課程博士の論文は、博士後期課程に 2年以上在学し、
所定の授業科目について、16単位以上を修得した者
が提出できる。

4月～ 7月
6月30日****

8 月 1 日～
9月30日****
11月30日****

1 月11日～
2月末日****
3 月20日

指導教員の演習での報告、個人面談等による研究指導
博士論文題名届締切（博士論文提出期間Ⅰに博士論
文を提出の場合）
博士論文提出期間Ⅰ

博士論文題名届締切（博士論文提出期間Ⅱに博士論
文を提出の場合）
博士論文提出期間Ⅱ

博士学位の授与（博士論文提出期間Ⅰに提出、合格
した場合）

専攻事務室および学生セン
ター教務課
学生センター教務課

専攻事務室および学生セン
ター教務課
学生センター教務課

論文提出
翌年度

10月 博士学位の授与（博士論文提出期間Ⅱに提出、合格
した場合）

*	 「博士論文作成計画書」は、原則として 3月25日から30日に指導委員会に提出することになっているが、専攻によって提
出期間は異なり、「博士論文作成計画書」の審査、および博士論文提出資格の認定法も専攻によって異なっている。また
この計画書を単に「研究計画書」と称する専攻もある、詳細は各専攻事務室に問い合わせること。

**	「博士論文中間報告」の形式、名称、日程等は、各専攻・指導教員（指導委員会）によって異なるので、必ず各専攻事務
室に確認し、指導教員と十分に相談の上で準備を進めること。

***	予備論文の扱いについては、各専攻によって異なっている。予備論文の提出の有無、分量、内容、提出時期等については、
当該専攻の事務室に必ず問い合わせること。

****	「博士論文題名届」「博士論文」の提出期限は、曜日の関係で変更・順延されることがあるので、事前に必ず確認すること。
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平成23年度以降平成26年度以前人文科学研究科入学者用履修規定

1 ．学生は本研究科の各専攻で定める履修方法に従って、所定の授業科目について、博士前期課程にあっては、
30単位以上、博士後期課程にあっては、20単位以上を修得しなければならない。

2．学生は、授業科目の履修については、必ず指導教授の許可を得なければならない。
3．以下に掲げる履修方法による修得単位については、本研究科が教育研究上有益と認めた場合、博士前期課
程・後期課程を通して合計10単位を限度として修了のために修得すべき科目の単位数に算入することがで
きる。
（1）大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学において修得した単位
（2）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院・慶應義塾大学大学院）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との相互科目履修
・フランス文学専攻における大学院委託聴講（青山学院大学大学院・白百合女子大学大学院・上智
大学大学院・獨協大学大学院・武蔵大学大学院・明治学院大学大学院・明治大学大学院）

・日本語日本文学専攻における日本女子大学大学院文学研究科との相互科目履修
（3）本研究科との協議が成立している学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修により認定

された単位
　　（現在は以下の研究機関であり、〔　〕内は、履修認定対象となり得る学生の所属専攻を示す。ただし、
履修及び単位認定に際して研究科委員会の承認が、また、学生は、単位認定に際して所定の「単位認
定願」を教務課へ提出することが必要である。）
・国立歴史民俗博物館〔哲・美・史〕
・国文学研究資料館〔哲・美・史・日〕
・国立民族学博物館〔哲・美・史〕
・国際日本文化研究センター〔哲・美・史〕
・日本近代文学館〔哲・美・史・日〕

4．本研究科において教育研究上有益と認めたときには、学生が当該研究科に入学する前に本大学院又は他の
大学院（外国の大学院を含む。）において既に修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）
について、博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科目の単位数として算入することができ
る。算入することができる単位数は、他の大学院（外国の大学院を含む。）において修得した単位につい
ては、博士前期課程・後期課程を合わせて10単位を限度とし、本大学院において修得した単位については、
博士前期課程においては、他の大学院のものと合わせて20単位、博士後期課程においては、他の大学院の
ものと合わせて10単位をそれぞれの限度とする。
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5 ．単位の履修方法は、次の通りとする。
　Ⅰ　博士前期課程
（1）修了に必要な科目及び単位数は、次の通りである。

専 攻 名

自専攻設置科目・単位数
自専攻設置科目以外で

修了に必要な単位（30単位）に
含めることができる科目・単位数 修了に

必要な
単位数

自専攻設置科目とし
て読み替えることが
できる科目・単位数自専攻設置科目の

最低必要単位数

自専攻必要単位数に
含めることができる
各専攻共通科目の

単位数

他専攻
設置科目

各専攻
共通科目

大学院
交流科目

哲 　 　 　 学 演習
16単位以上 － 8単位

まで
8単位
まで

8単位
まで

計30単位
以上

－ －

美 術 史 学 特殊研究 8単位以上
演習16単位以上 － 8単位

まで
8単位
まで

8単位
まで － －

史 　 　 　 学 演習
12単位以上 － 8単位

まで
8単位
まで

8単位
まで － －

日　 本　 語
日 本 文 学

特殊研究・演習
計24単位以上 8単位まで 8単位

まで － 8単位
まで － －

英 　 　 　 語
英 米 文 学

特殊研究・演習
計24単位以上 8単位まで 8単位

まで － 8単位
まで 他専攻 8単位

まで
ド イ ツ 語
ド イ ツ 文 学

特殊研究・演習
計24単位以上 8単位まで 8単位

まで － 8単位
まで － －

フ ラ ン ス 文 学 特殊研究12単位以上
演習12単位以上

特殊研究として
8単位まで

8単位
まで － 10単位

まで（注） － －

心　 理　 学 特殊研究12単位以上
演習12単位以上

特殊研究として
8単位まで

8単位
まで － 8単位

まで 他専攻 8単位
まで

臨 床 心 理 学 特論・演習・実習
計26単位以上 － 8単位

まで － 8単位
まで － －

アーカイブズ学
計30単位以上
（履修規定は
次ページのとおり）

－ － － － － －

身体表象文化学 批評研究・演習
計16単位以上 － 8単位

まで
8単位
まで

8単位
まで 他専攻 8単位

まで

注　早稲田大学・慶應義塾大学・中央大学大学院の設置科目は ８単位まで

※�臨床心理学特論、臨床心理面接特論、臨床心理査定演習、臨床心理基礎実習、臨床心理実習は臨床心理学専攻の必修科目
である。臨床心理関連行政論、来談者中心療法論、心理療法技法論、力動的心理療法論は特論の単位となる。臨床心理学
専攻の設置科目は原則として臨床心理学専攻の学生のみが履修できるが、障害児心理学特論、精神医学特論 1、家族心理
学特論、老年心理学特論、心理学研究法特論 1については他専攻の学生も履修できる。
※�哲学専攻・美術史学専攻・史学専攻・英語英米文学専攻・ドイツ語ドイツ文学専攻・フランス文学専攻・身体表象文化学
専攻においては、修了に必要な単位として学部授業科目の履修が認められる場合がある。その場合には、上限として 1年
度につき 4単位、計 8単位までとし、大学院科目の「特殊研究」「演習」または「批評研究」に読み替えることができる。
なお、履修に際しては、各年度初めに各専攻に申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。
※�上記の表における「他専攻」については、専攻によって以下のように含める範囲が異なるので注意すること。
哲学専攻、史学専攻、日本語日本文学専攻、ドイツ語ドイツ文学専攻、臨床心理学専攻においては、学習院大学大学院の
他研究科の専攻も含むものとする。
美術史学専攻、英語英米文学専攻、フランス文学専攻においては、人文科学研究科内の他専攻のみとする。
心理学専攻、身体表象文化学専攻においては、学習院大学大学院の他研究科の専攻も含むものとする。ただし、自専攻設
置科目としての読み替えは人文科学研究科内の他専攻のみとする。

※�哲学専攻、史学専攻、日本語日本文学専攻、ドイツ語ドイツ文学専攻、心理学専攻、臨床心理学専攻、身体表象文化学専
攻においては、人文科学研究科以外の研究科の専攻設置科目を修了に必要な単位に含める場合は、指導教員及び専攻の了
承が必要である。
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※�英語英米文学専攻、心理学専攻、身体表象文化学専攻において、他専攻設置科目を自専攻設置科目に読み替える場合は、
各年度初めに各専攻に申請し、研究科委員会において承認されることが必要である。

　アーカイブズ学専攻の学生が修了するためには、下表のように、総計30単位以上を修得しなければならない。

科目の種類 科　　目 授業科目の単位数 修了に必要な単位数

必修科目

アーカイブズ学演習 4 8

24

総計30単位
以上

アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅰ 4 4

アーカイブズ・マネジメント論演習Ⅱ 4 4

アーカイブズ実習 4 8

選択必修科目

アーカイブズ学理論研究Ⅰ 2または 4 －

4

アーカイブズ学理論研究Ⅱ 2または 4 －

アーカイブズ学理論研究Ⅲ 2または 4 －

記録史料学研究Ⅰ 2または 4 －

記録史料学研究Ⅱ 2または 4 －

記録史料学研究Ⅲ 2または 4 －

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅰ 2または 4 －

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅱ 2または 4 －

アーカイブズ・マネジメント論研究Ⅲ 2または 4 －

選択科目
情報資源論Ⅰ 2または 4 －

－
情報資源論Ⅱ 2または 4 －

　Ⅱ　博士後期課程
（1）修了に必要な科目及び単位数は、次の通りである。

専 攻 名

自専攻設置科目・
単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な単位（20単位）に
含めることができる科目・単位数 修了に必要な

単位数自専攻設置科目の
最低必要単位数 他専攻設置科目 各専攻共通科目 大学院交流科目

哲 　 　 学 演習12単位以上 － － －

計20単位
以上

美 術 史 学 演習12単位以上 － － －

史 　 　 学 演習12単位以上 － － －

日 本 語 日 本 文 学 演習12単位以上 4単位まで － 4単位まで

英 語 英 米 文 学 演習12単位以上 8単位まで －

ドイツ語ドイツ文学 演習12単位以上 4単位まで 4単位まで －

フ ラ ン ス 文 学 演習12単位以上 4単位まで 4単位まで 6単位まで

心 理 学 演習12単位以上 － － －

ア ー カ イ ブ ズ 学 演習12単位以上 － － －

身 体 表 象 文 化 学 演習12単位以上 8単位まで －

6．学位論文の提出に関しては、『学習院大学人文科学研究科学位規程に関する内規』の定めるところによる。
ただし、学位論文題名及び学位論文の提出に関して、提出期限が土曜日または日曜日の場合は月曜日、月
曜日が休日となる場合は火曜日として取り扱うものとする。
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平成22年度人文科学研究科入学者用履修規定

1 ．学生は本研究科の各専攻で定める履修方法に従って、所定の授業科目について、博士前期課程にあっては、
30単位以上、博士後期課程にあっては、20単位以上を修得しなければならない。

2．学生は、授業科目の履修については、必ず指導教授の許可を得なければならない。
3．以下に掲げる履修方法による修得単位については、本研究科が教育研究上有益と認めた場合、博士前期課
程・後期課程を通して合計10単位を限度として修了のために修得すべき科目の単位数に算入することがで
きる。
（1）大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学において修得した単位
（2）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院・慶應義塾大学大学院）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との相互科目履修
・フランス文学専攻における大学院委託聴講（青山学院大学大学院・白百合女子大学大学院・上智
大学大学院・獨協大学大学院・武蔵大学大学院・明治学院大学大学院・明治大学大学院）

・日本語日本文学専攻における日本女子大学大学院文学研究科との相互科目履修
（3）本研究科との協議が成立している学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修により認定

された単位
　　（現在は以下の研究機関であり、〔　〕内は、履修認定対象となり得る学生の所属専攻を示す。ただし、
履修及び単位認定に際して研究科委員会の承認が、また、学生は、単位認定に際して所定の「単位認
定願」を教務課へ提出することが必要である。）
・国立歴史民俗博物館〔哲・美・史〕
・国文学研究資料館〔哲・美・史・日〕
・国立民族学博物館〔哲・美・史〕
・国際日本文化研究センター〔哲・美・史〕
・日本近代文学館〔哲・美・史・日〕

4．本研究科において教育研究上有益と認めたときには、学生が当該研究科に入学する前に本大学院又は他の
大学院（外国の大学院を含む。）において既に修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）
について、博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科目の単位数として算入することができ
る。算入することができる単位数は、他の大学院（外国の大学院を含む。）において修得した単位につい
ては、博士前期課程・後期課程を合わせて10単位を限度とし、本大学院において修得した単位については、
博士前期課程においては、他の大学院のものと合わせて20単位、博士後期課程においては、他の大学院の
ものと合わせて10単位をそれぞれの限度とする。
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5 ．単位の履修方法は、次の通りとする。
　博士後期課程
（1）修了に必要な科目及び単位数は、次の通りである。

専 攻 名

自専攻設置科目・
単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な単位（20単位）に
含めることができる科目・単位数 修了に必要な

単位数自専攻設置科目の
最低必要単位数 他専攻設置科目 各専攻共通科目 大学院交流科目

哲 　 　 学 演習12単位以上 － － －

計20単位
以上

美 術 史 学 演習12単位以上 － － －

史 　 　 学 演習12単位以上 － － －

日本語日本文学 演習12単位以上 4単位まで － 4単位まで

英 語 英 米 文 学 演習12単位以上 8単位まで －

ドイツ語ドイツ文学 演習12単位以上 4単位まで 4単位まで －

フ ラ ン ス 文 学 演習12単位以上 4単位まで 4単位まで 6単位まで

心 理 学 演習12単位以上 － － －

アーカイブズ学 演習12単位以上 － － －

身体表象文化学 演習12単位以上 8単位まで －

6．学位論文の提出に関しては、『学習院大学人文科学研究科学位規程に関する内規』の定めるところによる。
ただし、学位論文題名及び学位論文の提出に関して、提出期限が土曜日または日曜日の場合は月曜日、月
曜日が休日となる場合は火曜日として取り扱うものとする。
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平成21年度人文科学研究科入学者用履修規定

1 ．学生は本研究科の各専攻で定める履修方法に従って、所定の授業科目について、博士前期課程にあっては、
30単位以上、博士後期課程にあっては、20単位以上を修得しなければならない。

2．学生は、授業科目の履修については、必ず指導教授の許可を得なければならない。
3．以下に掲げる履修方法による修得単位については、本研究科が教育研究上有益と認めた場合、博士前期課
程・後期課程を通して合計10単位を限度として修了のために修得すべき科目の単位数に算入することがで
きる。
（1）大学院学生の留学に関する内規第 4条に基づき外国の大学において修得した単位
（2）以下の他大学大学院との間の交流協定に基づき他大学大学院において修得した単位

・三大学交流科目（早稲田大学大学院・慶應義塾大学大学院）
・中央大学大学院文学研究科との相互科目履修
・学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との相互科目履修
・フランス文学専攻における大学院委託聴講（青山学院大学大学院・白百合女子大学大学院・	
上智大学大学院・獨協大学大学院・武蔵大学大学院・明治学院大学大学院・明治大学大学院）

・日本語日本文学専攻における日本女子大学大学院文学研究科との相互科目履修
（3）本研究科との協議が成立している学外の研究機関の設置する課程・研修会等における履修により認定

された単位
　　（現在は以下の研究機関であり、〔　〕内は、履修認定対象となり得る学生の所属専攻を示す。ただし、
履修及び単位認定に際して研究科委員会の承認が、また、学生は、単位認定に際して所定の「単位認
定願」を教務課へ提出することが必要である。）
・国立歴史民俗博物館〔哲・美・史〕
・国文学研究資料館〔哲・美・史・日〕
・国立民族学博物館〔哲・美・史〕
・国際日本文化研究センター〔哲・美・史〕
・日本近代文学館〔哲・美・史・日〕

4．本研究科において教育研究上有益と認めたときには、学生が当該研究科に入学する前に本大学院又は他の
大学院（外国の大学院を含む。）において既に修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）
について、博士前期課程又は後期課程の修了のために修得すべき科目の単位数として算入することができ
る。算入することができる単位数は、他の大学院（外国の大学院を含む。）において修得した単位につい
ては、博士前期課程・後期課程を合わせて10単位を限度とし、本大学院において修得した単位については、
博士前期課程においては、他の大学院のものと合わせて20単位、博士後期課程においては、他の大学院の
ものと合わせて10単位をそれぞれの限度とする。
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5 ．単位の履修方法は、次の通りとする。
　博士後期課程
（1）修了に必要な科目及び単位数は、次の通りである。

専 攻 名

自専攻設置科目・
単位数

自専攻設置科目以外で修了に必要な単位（20単位）に
含めることができる科目・単位数 修了に必要な

単位数自専攻設置科目の
最低必要単位数 他専攻設置科目 各専攻共通科目 大学院交流科目

哲 　 　 学 演習12単位以上 － － －

計20単位
以上

美 術 史 学 演習12単位以上 － － －

史 　 　 学 演習12単位以上 － － －

日本語日本文学 演習12単位以上 4単位まで － 4単位まで

英 語 英 米 文 学 演習12単位以上 8単位まで －

ド イ ツ 文 学 演習12単位以上 4単位まで 4単位まで －

フ ラ ン ス 文 学 演習12単位以上 4単位まで 4単位まで 6単位まで

心 理 学 演習12単位以上 － － －

アーカイブズ学 演習12単位以上 － － －

身体表象文化学 演習12単位以上 8単位まで －

6．学位論文の提出に関しては、『学習院大学人文科学研究科学位規程に関する内規』の定めるところによる。
ただし、学位論文題名及び学位論文の提出に関して、提出期限が土曜日または日曜日の場合は月曜日、月
曜日が休日となる場合は火曜日として取り扱うものとする。
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他大学大学院との間の交流協定について

1 ．早稲田大学大学院、慶應義塾大学大学院及び中央大学大学院文学研究科との交流協定
（1）「早稲田大学大学院文学研究科修士課程および学習院大学大学院人文科学研究科博士前期課程におけ

る相互科目履修に関する協定書」、「慶應義塾大学大学院文学研究科修士課程および学習院大学大学院
人文科学研究科博士前期課程における相互科目履修に関する協定書」及び「中央大学大学院文学研究
科と学習院大学大学院人文科学研究科における相互履修に関する協定書」により、学生は早稲田大学
大学院、慶應義塾大学大学院及び中央大学大学院の研究科設置科目を、博士前期課程在学中に計 8単
位を限度として履修することができる。

（2）（1）に該当する学生を大学院交流学生と称し、交流学生証明書を交付する。
（3）（1）に規定する授業科目は所定単位のうちに含めることができる。
（4）早稲田大学大学院、慶應義塾大学大学院研究科及び中央大学大学院の設置科目を履修する学生は、指

導教授の承認を受け、かつ早稲田大学大学院、慶應義塾大学大学院研究科及び中央大学大学院の担当
者の許可を受けなければならない。ただし学生数その他の都合により許可されないことがある。

（5）履修を認める授業科目は、原則として講義科目とするが、担当者が許可した場合には演習科目を含め
ることができる。

2．学習院女子大学大学院国際文化交流研究科との交流協定
（1）「学習院大学大学院人文科学研究科と学習院女子大学大学院国際文化交流研究科における学生交流に

関する協定書」により、学生は学習院女子大学大学院の研究科設置科目を、博士前期課程在学中に計
8単位を限度として履修することができる。

（2）（1）に該当する学生を大学院交流学生と称し、交流学生証明書を交付する。
（3）（1）に規定する授業科目は所定単位のうちに含めることができる。
（4）学習院女子大学大学院の設置科目を履修する学生は、指導教授の承認を受け、かつ学習院女子大学大

学院の担当者の許可を受けなければならない。ただし学生数その他の都合により許可されないことが
ある。

（5）履修が認められた場合、履修に係る授業料は免除されるが、科目により実習費等が必要な場合は、自
己負担となる。

3．フランス文学専攻の学生を対象とした交流協定
（1）「大学院委託聴講生（フランス語フランス文学専攻）に関する協定書」により、本研究科フランス文

学専攻に在籍する学生は以下に掲げた各大学大学院フランス文学専攻の設置科目を、博士前期課程に
おいてはすでに交流協定を結んでいる大学院における修得単位も含め10単位、博士後期課程において
は 6単位を限度として修了に必要な単位に算入することができる。

（2）（1）に該当する学生を大学院委託聴講生（大学院交流学生）と称し、委託聴講生証明書を交付する。
（3）（1）に規定する授業科目は所定単位のうちに含めることができる。
（4）各大学大学院フランス文学専攻の設置科目を履修する学生は、指導教授の承認を受け、かつ担当者の

許可を受けなければならない。ただし学生数その他の都合により許可されないことがある。
（5）履修が認められた場合、学生は各大学大学院に対し聴講料を納入しなければならない。聴講料は各大

学大学院の定めるところによる。
　《協定参加大学名》

　青山学院大学大学院文学研究科フランス文学専攻
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　白百合女子大学大学院文学研究科フランス語フランス文学専攻
　上智大学大学院文学研究科フランス文学専攻
　獨協大学大学院外国語学研究科フランス語学専攻
　武蔵大学大学院人文科学研究科欧米文化専攻
　明治学院大学大学院文学研究科フランス文学専攻
　明治大学大学院文学研究科仏文学専攻

4．日本語日本文学専攻の学生を対象とした交流協定
（1）「学習院大学大学院人文科学研究科と日本女子大学大学院文学研究科における相互科目履修に関する

協定書」により、本研究科日本語日本文学専攻に在籍する学生は、日本女子大学大学院文学研究科日
本文学専攻の設置科目を、博士前期課程においてはすでに交流協定を結んでいる大学院における修得
単位も含め 8単位、博士後期課程においては同じく 4単位を限度として修了に必要な単位に算入する
ことができる。

（2）（1）に該当する学生を「交流学生」と称し、交流学生証を交付する。
（3）履修を希望する学生は、所属研究科の指導教授及び日本女子大学大学院の授業担当者の承諾を得て、

所定の願書を指定期日までに提出しなければならない。ただし、学生数その他の都合により許可され
ないことがある。

（4）履修が認められた場合、履修に係る授業料は免除されるが、科目により実験・実習費、教材費等が必
要な場合は、自己負担となる。
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自然科学研究科
博士課程（前期・後期）

Ⅸ
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自然科学研究科　ナンバリングコード付番ルール
　ナンバリングコードは、各科目についており、各学科ごとに、以下のコードを組み合わせ、その科目の水準、
履修順序、授業形態などをあらわしています。

（例）　基礎物理学Ⅰ

141 -  F -  801

①開設部門
　コード

③通し番号②履修規定上の
　位置付け 物理学専攻が開設した大学院科目で、

前期・後期両課程共通の科目
（A～G）下表参照

（物理学専攻は
「141」）

　① 開設部門コード
物理学専攻 141 化学専攻 142 数学専攻 143
生命科学専攻 144 自然科学研究科共通 140

　② 履修規定上の位置付け
A 各学部学科等の専門科目で、必修科目又は選択必修科目の位置付けと認められるもの。
B 各学部学科等の専門科目で、選択科目の位置付けと認められるもの。
C 各学部学科等の専門科目で、自由科目の位置付けと認められるもの。
D 総合基礎科目（基礎教養科目、情報科目、スポーツ・健康科学科目、外国語科目）
E 資格関係（学芸員・教職課程）科目
F 大学院科目
G その他

　③ 通し番号
自然研共通（140）

区　分 定　　　義
700番台 前期課程のみの科目
800番台 前期、後期両課程共通の科目
900番台 後期課程のみの科目

物理学専攻（141)
区　分 定　　　義
700番台 前期課程のみの科目
800番台 前期、後期両課程共通の科目
900番台 後期課程のみの科目

化学専攻（142）
区　分 定　　　義
700番台 前期課程のみの科目

800番台
前期、後期、両課程共通の授業
科目（810番台 無機化学、820番
台 有機化学、830番台 物理化学）

900番台 後期課程のみの科目

　

数学専攻（143）
区　分 定　　　義
700番台 前期課程のみの授業科目
800番台 前期、後期両課程共通の授業科目
900番台 後期課程のみの授業科目

2 桁目の 1～ 5 分野を表す： 1代数、 2幾何、	
3 解析、 4確率統計、 5数理科学

2 桁目の 0、 6 0 は数学研究（ゼミ）、	
6 は特別講義

生命科学専攻（144）
区　分 定　　　義
700番台 前期課程
900番台 後期課程
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自然科学研究科履修規定

1 　履修方法および学位

（1）博士前期課程の学生は原則として 2年以上在学して正規の授業を受け、所定の授業科目について30単位以
上を修得し、さらに修士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。（学位論文の提出
期限は 1月31日までとする。）

（2）博士後期課程の学生は原則として博士後期課程に 3年以上在学して正規の授業を受け、所定の授業科目に
ついて、物理学専攻、数学専攻においては20単位以上、化学専攻、生命科学専攻においては23単位以上修
得し、さらに博士の学位論文を提出し、かつ最終試験を受けなければならない。（学位論文の提出期限は
3月に学位を得ようとするその前年の12月24日までとする。）

（3）科目の選択、論文の作成、研究一般については、指導教授の指導に従わなければならない。
（4）他大学大学院との間の学生交流に関する協定あるいは大学院委託聴講制度にもとづいて、交流学生あるい

は委託聴講生として取得した単位は、合計10単位以内に限り、本学の各専攻課程で修得すべき単位にかえ
ることができる。

（5）最終試験は論文を中心として、これに関連のある科目について口頭または筆答により行う。
（6）本研究科の博士前期課程または博士後期課程において、それぞれ所定の単位を修得し、かつ学位論文の審

査および最終試験に合格した者には、それぞれ次の学位を授与する。
　　博士前期課程　修士（理学）（学習院大学）
　　博士後期課程　博士（理学）（学習院大学）
（7）イ．物理学専攻課程では、

1．博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 8単位以内に限り
本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。

2．博士前期課程第一年度に講義 8単位以上を履修しなければならない。
3．博士後期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 2単位以内に限り
本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。

4．本学大学院の博士前期課程を経て博士後期課程に入学した学生は、博士前期課程で修得済みの科目
を履修することはできない。

ロ．化学専攻課程では、
1．博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 8単位以内に限り
本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。

2．博士後期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、化学専攻または他の専攻の後期課程の
講義科目 2単位以上を修得しなければならない。

ハ．数学専攻課程では、
1．博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 4単位以内に限り
本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。

2．本学大学院の博士前期課程を経て博士後期課程に入学した学生は、博士前期課程で修得済みの科目
を履修することはできない。
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ニ．生命科学専攻課程では、
1．博士前期課程においては、あらかじめ指導教授と相談の上、講義選択科目のうち 8単位以内に限り
本研究科所属の他の専攻課程の授業科目をもって代用することができる。

2．博士後期課程においては、生命科学専攻の後期課程の講義科目 2単位を修得しなければならない。

＊　論文題名・論文提出日が土曜日・日曜日の場合は月曜日とする。ただし、月曜日が休日となる場合は、火曜日とする。
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学習院大学大学院 自然科学研究科物理学専攻 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
5 ～ 3 月
12～ 1 月

3 月

新入学生オリエンテーション
「研究計画書」の提出

「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
学会発表等で研究成果を随時報告
中間報告会（M 1シンポジウム）の実施
「修士論文作成計画書」の提出

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

2
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
5 ～12月
1 月31日

2 月

3 月

オリエンテーション
「研究計画書」（修正版）の提出　※必要であれば
授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
学会発表等で研究成果を随時報告
「修士論文」の提出期限
修士論文口述試験および修士論文発表会

研究科委員会　　修了者決定
学位（修士（理学））授与

「研究計画書」の提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

提出は学生センター教務課
最終試験は修士論文の内容だ
けでなく、関連のある科目に
ついても口頭によりおこなう

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（修士論文）は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の単位を修得した者のみが提出することができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性
・課題を追求する上での方法論の的確性
・研究方法及び調査方法の妥当性
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 自然科学研究科物理学専攻 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
5 ～ 3 月
12～ 1 月

3 月

新入学生オリエンテーション
「研究計画書」の提出

「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
学会発表等で研究成果を随時報告
中間報告会（D 1シンポジウム）の実施
「博士論文作成計画書」の提出

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

2
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
5 ～ 3 月
12～ 1 月

オリエンテーション
「研究計画書」（修正版）の提出　※必要であれば

授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
学会発表等で研究成果を随時報告
中間報告会（D 2シンポジウム）の実施

指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

3
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
5 ～12月
11月30日

12月24日
論文提出から

3 ヶ月以内
2 月

3 月

オリエンテーション
「研究計画書」（修正版）の提出　※必要であれば
授業開始
「研究計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
学会発表等で研究成果を随時報告
「博士論文題目届」の提出期限

「博士論文」の提出期限

審査委員会の選任

博士論文口述試験・最終試験

研究科委員会　　修了者決定
学位（博士（理学））授与

「研究計画書」の提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課に提出
提出は学生センター教務課

口述試験および最終試験は博
士論文の内容だけでなく，関
連のある科目についても口頭
または筆答によりおこなう

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（博士論文）は、博士後期課程に在学し、所定の単位を修得した者のみが提出することができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究を踏まえての的確性　　　
・課題を追求する上での方法論の的確性　　　　　　　　
・研究方法及び調査方法の妥当性　　　　　　　　　　　　
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 自然科学研究科化学専攻 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

4 月～ 3 月
（随時）

5 月～ 6 月
12月～ 1 月

3 月

指導教員の決定
研究課題の検討と決定
研究計画書の作成と提出
履修登録期間
履修修正期間
研究遂行状況の確認と研究方針の決定

履修取消期間
「M 1シンポジウム」での中間報告
1年次における研究の総括

指導教員と大学院生の両者が署名
Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

Webシステム上で取消
自然科学研究科 3専攻共通

2
　
年
　
次

4 月

4 月～ 3 月
（随時）

5 月～ 6 月
1 月31日

2 月
3 月

「研究計画書」の作成と提出
履修登録期間
履修修正期間
研究遂行状況の確認と研究方針の決定

履修取消期間
修士論文の提出期限
修士論文報告会
修了者決定
学位（修士（理学））授与

指導教員と大学院生の両者が署名
Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

Webシステム上で取消
学生センター教務課に提出
講演および質疑応答
研究科委員会

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与の場合のものである。
※研究指導上の留意点
・明確および的確な研究課題
・課題を追及する上で適切な実験法および解析法
・実験および計算の結果の正確な処理と適切な考察
・妥当な結論
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 自然科学研究科化学専攻 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

4 月～ 3 月
（随時）

5 月～ 6 月
1 月
3 月

指導教員の決定
研究課題の検討と決定
研究計画書の作成と提出
履修登録期間
履修修正期間
研究遂行状況の確認と研究方針の決定

履修取消期間
中間報告会での報告
1年次における研究の総括

指導教員と大学院生の両者が署名
Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

Webシステム上で取消
講演及び質疑応答

2
　
年
　
次

4 月

4 月～ 3 月
（随時）

5 月～ 6 月
1 月
3 月

「研究計画書」の作成と提出
履修登録期間
履修修正期間
研究遂行状況の確認と研究方針の決定

履修取消期間
中間報告会での報告
2年次における研究の総括

指導教員と大学院生の両者が署名
Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

Webシステム上で取消
講演及び質疑応答

3
　
年
　
次

4 月

4 月～ 3 月
（随時）

5 月～ 6 月
11月30日
12月24日

1 月～ 2 月
3 月

「研究計画書」の作成と提出
履修登録期間
履修修正期間
研究遂行状況の確認と研究方針の決定

履修取消期間
博士論文題名届の提出期限
博士論文の提出期限
論文審査委員の選任
公聴会と審査会の開催
修了者決定
学位（博士（理学））授与

指導教員と大学院生の両者が署名
Webシステム上で登録
Webシステム上で修正

Webシステム上で取消
指導教員が承認する
学生センター教務課に提出

研究科委員会

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与の場合のものである。
※研究指導上の留意点
・明確および的確な研究課題
・課題を追及する上で適切な実験法および解析法
・実験および計算の結果の正確な処理と適切な考察
・妥当な結論
・研究の独創性と研究分野への貢献（重点指導項目）
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Ⅸ

学習院大学大学院 自然科学研究科数学専攻 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
9 月

2 月

3 月

新入学生オリエンテーション
研究計画書の提出

研究計画書に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
合同研究発表会

合同研究発表会

「修士論文作成計画書」の提出

大学院生室割り振りなど
指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修止
Webシステム上で取消
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催
指導教授の承認印を得てから
専攻事務室に提出

2
　
年
　
次

4 月

6 月30日

9 月

1 月31日
2 月

3 月

オリエンテーション
研究計画書（修正版）の提出
研究計画書に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
修士論文題名届提出期限

合同研究発表会

修士論文提出期限
合同研究発表会

修士論文口述試験
研究科委員会にて修了者決定
学位（修士（理学））授与

必要時のみ

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課に提出
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催
提出先：学生センター教務課
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（修士論文）は、博士前期課程に 1年以上在学し、所定の単位を修得した者のみが提出することができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究をふまえての的確性
・課題を追求する上での方法論の的確性
・研究方法の妥当性
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 自然科学研究科数学専攻 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
9 月

2 月

新入学生オリエンテーション
研究計画書の提出

研究計画書に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
合同研究発表会

合同研究発表会

大学院生室割り振りなど
指導教授の承認印を得てから
理学部事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催

2
　
年
　
次

4 月

9 月

オリエンテーション
研究計画書（修正版）の提出
研究計画書に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
合同研究発表会

必要時のみ

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催

3
　
年
　
次

4 月

6 月30日

9 月

11月30日

12月24日
論文提出から

3 ヶ月以内
2 月

3 月

オリエンテーション
研究計画書（修正版）の提出
研究計画書に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
博士論文題目届提出期限

合同研究発表会

「博士論文題名届」提出期限

「博士論文」提出期限

審査委員会の選任

合同研究発表会

博士論文口述試験・最終試験
研究科委員会にて修了者決定
学位（博士（理学））授与

必要時のみ

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課に提出
日本女子大学・慶応義塾大学
との共催
指導教授の承認印を得てから
学生センター教務課提出
提出先：学生センター教務課

日本女子大学・慶応義塾大学
との共催

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
※学位論文（博士論文）は、博士後期課程に 1年以上在学し、所定の単位を修得した者のみが提出することができる。
※指導上の留意点
・研究課題の明確性及び先行研究をふまえての的確性　　　
・課題を追求する上での方法論の的確性
・研究方法の妥当性　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・結論の妥当性
・研究の独創性と研究分野への貢献
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学習院大学大学院 自然科学研究科生命科学専攻 博士前期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
12～ 1 月

新入学生オリエンテーション
指導教員（ 1名）の決定・通知
「研究指導計画書」の提出

授業開始
「研究指導計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
中間報告会（M 1シンポジウム）の実施

指導教員と学生本人の署名を付し
て、指導教員が専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

2
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
11月下旬

1 月下旬～
2 月上旬

同
2 月中旬

3 月

「研究指導計画書」を更新して提出

授業開始
「研究指導計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
「修士論文題名届」の提出

修士論文提出

修士論文要旨提出
修士論文口述試験・最終試験

研究科委員会　　修了者決定
学位（修士（理学））授与

指導教員と学生本人の署名を付し
て、指導教員が専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教員の承諾印を得て自然
科学研究科事務室へ

学生センター教務課へ

自然科学研究科事務室へ審査
の観点は学位規程第 3章第10
条 2 に従う。

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
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学習院大学大学院 自然科学研究科生命科学専攻 博士後期課程 研究指導スケジュール

年次 時　期 内　　　容 備　　考

1
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
12～ 3 月

新入学生オリエンテーション
指導教員（ 1名）の決定・通知
「研究指導計画書」の提出

授業開始
「研究指導計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
中間報告会（第 1回）の実施

指導教員と学生本人の署名を付し
て、指導教員が専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

2
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
12～ 3 月

「研究指導計画書」を更新して提出

授業開始
「研究指導計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
中間報告会（第 2回）の実施

指導教員と学生本人の署名を付し
て、指導教員が専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消

3
　
年
　
次

4 月

5 ～ 6 月
11月下旬

12月24日

2 月

3 月

「研究指導計画書」を更新して提出

授業開始
「研究指導計画書」に基づく指導開始
履修登録期間
履修修正期間
履修取消期間
「博士論文題名届」の提出

博士論文提出期限
審査委員会の選任
博士論文口述試験・最終試験

研究科委員会　　修了者決定
学位（博士（理学））授与

指導教員と学生本人の署名を付し
て、指導教員が専攻事務室に提出

Webシステム上で登録
Webシステム上で修正
Webシステム上で取消
指導教員の承諾印を得て自然
科学研究科事務室へ
学生センター教務課へ

審査の観点は学位規程第 4章
第18条に従う。

※上記スケジュールは、 3月修了・学位授与のケースである。
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